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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

１ ．はじめに 

本申請にあたり，新たに制定された「実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（平成

2 5 年 6 月 1 9 日制定） により，自然災害や重大事故等への

対応について，設備及び運用を新たに整備した。 

これらの柏崎刈羽原子力発電所に関する当社の技術的能力に

ついて，「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針(平成 1 6 

年 5 月 2 7 日， 原子力安全委員会決定)」（ 以下「技術的能力

指針」という。） への適合性を示す。 

 

２ ．「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針」との対応に

ついて 

柏崎刈羽原子力発電所に関する技術的能力については，次の

６項目に分けて説明する。また，技術的能力指針との対応を併

せて示す。 

 

 

(1) 組織     ⇔ 指針１ 設計及び工事のための組織 

指針５ 運転及び保守のための組織 

(2) 技術者の確保 ⇔ 指針２ 設計及び工事に係る技術者の確            

保 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確

保 

(3) 経験     ⇔ 指針３ 設計及び工事の経験 

指針７ 運転及び保守の経験 

(4) 品質保証活動 ⇔ 指針４ 設計及び工事に係る品質保証活

動 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活

動 

(5) 技術者に対する ⇔ 指針９ 技術者に対する教育・訓練 

教育・訓練 

(6) 有資格者等の選任・配置 ⇔ 指針 10 有資格者等の選任・

配置 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

本申請にあたり，新たに制定された「実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（平

成25年6月19日制定）により，自然災害や重大事故等への対応に

ついて，設備及び運用を新たに整備した。 

これらの東海第二発電所に関する当社の技術的能力につい

て，「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針（平成16年5

月27日，原子力安全委員会決定）」（以下「技術的能力指針」

という。）への適合性を示す。 

 

２．「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針」との対応に

ついて 

東海第二発電所に関する技術的能力については，次の６項目

に分けて説明する。また，技術的能力指針との対応を併せて示

す。 

 

 

(1) 組 織    ⇔ 指針１ 設計及び工事のための組織 

指針５ 運転及び保守のための組織 

(2) 技術者の確保 ⇔ 指針２ 設計及び工事に係る技術者の確

保 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確

保 

(3) 経験     ⇔ 指針３ 設計及び工事の経験 

指針７ 運転及び保守の経験 

(4) 品質保証活動 ⇔ 指針４ 設計及び工事に係る品質保証活

動 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活

動 

(5) 教育・訓練  ⇔ 指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

(6) 有資格者等の選任・配置 ⇔ 指針 10 有資格者等の選任・

配置 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

本申請にあたり，新たに制定された「実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」 （平

成 25年 6月 19 日制定）により，自然災害や重大事故等への対

応について，設備及び運用を新たに整備した。 

これらの島根原子力発電所に関する当社の技術的能力につい

て，「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針(平成 16 年 5

月 27 日，原子力安全委員会決定)」 （以下「技術的能力指針」

という。）への適合性を示す。 

 

２．「原子力事業者の技術的能力に関する審査指針」との対応につ

いて 

島根原子力発電所に関する技術的能力については，次の６項

目に分けて説明する。また，技術的能力指針との対応を併せて

示す。 

 

 

(1) 組織     ⇔ 指針１ 設計及び工事のための組織 

                   指針５ 運転及び保守のための組織 

(2) 技術者の確保 ⇔ 指針２ 設計及び工事に係る技術者の確

保 

           指針６ 運転及び保守に係る技術者の確

保 

(3) 経験     ⇔ 指針３ 設計及び工事の経験 

指針７ 運転及び保守の経験 

(4) 品質保証活動 ⇔ 指針４ 設計及び工事に係る品質保証活

動 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活

動 

(5) 教育・訓練  ⇔ 指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

(6) 有資格者等の選任・配置 ⇔ 指針 10 有資格者等の選任・

配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2



 
 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

３．技術的能力に対する適合性 

 

設置変更許可申請書添付書類五「変更に係る発電用原子炉施設の

設置及び運転に関する技術的能力に関する説明書」の内容を記載 

 

本変更に係る発電用原子炉施設の設計及び工事，並びに運転

及び保守（以下「設計及び運転等」という。）のための組織，

技術者の確保，経験，品質保証活動，技術者に対する教育・訓

練及び有資格者等の選任・配置については次のとおりである。 

 

1．組 織 

本変更に係る設計及び運転等は第1 図に示す既存の原子力

関係組織にて実施する。 

これらの組織は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律」第43 条の3 の24 第1 項の規定に基づく

柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」

という。）等で定められた業務所掌に基づき，明確な役割分

担のもとで柏崎刈羽原子力発電所の設計及び運転等に係る業

務を適確に実施する。 

本変更に係る設計及び工事の業務については，大規模な原

子力設備工事に関する設計計画の策定を原子力・立地本部の

原子力設備管理部が実施し，その具体的な設計及びその他の

工事における設計業務全般及び現地における工事に関する業

務については柏崎刈羽原子力発電所において実施する。 

本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及

び保守管理に関する基本的な方針を原子力・立地本部の原子

力運営管理部が策定し，現地における具体的な運転及び保守

の業務は柏崎刈羽原子力発電所の担当する組織が実施する。

柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉施設の運転管理に関す

る業務は原子炉安全グループ，化学管理グループ，発電グル

ープ，作業管理グループ，当直，運転評価グループ，燃料グ

ループが，保守管理に関する業務は放射線安全グループ，保

全総括グループ，タービングループ，原子炉グループ，高経

年化評価グループ，電気機器グループ，計測制御グループ，

環境施設グループ，環境施設プロジェクトグループ，システ

ムエンジニアリンググループ，電子通信グループ，直営作業

グループ，土木グループ，建築グループが，燃料管理に関す

る業務は放射線管理グループ，当直，燃料グループが，放射

３．技術的能力指針に対する適合性 

 

 

 

 

本変更に係る発電用原子炉施設の設計及び工事，並びに運転

及び保守（以下「設計及び運転等」という。）のための組織，

技術者の確保，経験，品質保証活動，技術者に対する教育・訓

練及び有資格者等の選任・配置については次のとおりである。 

 

(1) 組 織 

本変更に係る設計及び運転等は第1 図に示す既存の原子力

関係組織にて実施する。 

これらの組織は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律」第43 条の3 の24 第1 項の規定に基づく

東海第二発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」とい

う。）等で定められた業務所掌に基づき，明確な役割分担の

もとで東海第二発電所の設計及び運転等に係る業務を適確に

実施する。 

本変更に係る設計及び工事の業務については，大規模な原

子力設備工事に関する設計方針の策定を本店の発電管理室及

び開発計画室が実施し，本設計方針に基づく，現地における

具体的な設計及び工事の業務は東海第二発電所において実施

する。 

本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及

び保守管理に関する基本的な方針を本店の発電管理室にて定

め，現地における具体的な運転及び保守の業務は東海第二発

電所の担当する組織が実施する。東海第二発電所の発電用原

子炉施設の運転に関する業務は発電直，発電運営グループ，

運転管理グループ，運転支援グループ及びプラント管理グル

ープが，保守管理に関する業務は保修運営グループ，保守総

括グループ，電気・制御グループ，機械グループ，工務・設

備診断グループ，直営電気・制御グループ，直営機械グルー

プ及びプラント管理グループが，燃料管理に関する業務は発

電直及び炉心・燃料グループが，放射線管理及び放射性廃棄

物管理に関する業務は放射線・化学管理グループが，非常時

の措置，初期消火活動のための体制の整備に関する業務は安

全・防災グループが，保安運営の総括に関する業務は保安運

３．技術的能力指針に対する適合性 

 

 

 

 

本変更に係る発電用原子炉施設の設計及び工事，並びに運転

及び保守（以下「設計及び運転等」という。）のための組織，技

術者の確保，経験，品質保証活動，技術者に対する教育・訓練

及び有資格者等の選任・配置については次のとおりである。 

 

(1) 組 織 

   本変更に係る設計及び運転等は第１図に示す既存の原子力

関係組織にて実施する。 

これらの組織は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」第 43 条の 3 の 24 第 1項の規定に基づく島

根原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」とい

う。）等で定められた業務所掌に基づき，明確な役割分担のも

とで島根原子力発電所の設計及び運転等に係る業務を適確に

実施する。 

本変更に係る設計及び工事の業務については，大規模な原

子力設備工事に関する設計方針の策定を電源事業本部（原子

力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）が実施し，

本設計方針に基づく，現地における具体的な設計及び工事の

業務については島根原子力発電所において実施する。 

本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及

び施設管理に関する基本的な方針を電源事業本部（原子力管

理）が策定し，現地における具体的な運転及び保守の業務は

島根原子力発電所の担当する組織が実施する。島根原子力発

電所の発電用原子炉施設の運転管理に関する業務は発電部

（第一発電，第二発電）が，施設管理に関する業務は技術部

（技術，燃料技術），廃止措置・環境管理部（放射線管理），

保修部（保修管理，保修技術，電気，計装，３号電気，原子

炉，タービン，３号機械，土木，建築，ＳＡ工事プロジェク

ト）が，燃料管理に関する業務は技術部（燃料技術），廃止措

置・環境管理部（放射線管理），発電部（第一発電，第二発電）

が，放射線管理に関する業務は廃止措置・環境管理部（放射

線管理），保修部（計装，３号電気）が，放射性廃棄物管理に

関する業務は技術部（燃料技術），廃止措置・環境管理部（放

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 号炉は記載

なしのため，設置変更許

可申請書添付書類五の

内容を記載した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

業務の統合の有無，業

務名及び項目の相違 
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線管理に関する業務は防護管理グループ，放射線安全グルー

プ，放射線管理グループ，化学管理グループ，計測制御グル

ープが，放射性廃棄物管理に関する業務は放射線管理グルー

プ，化学管理グループ，当直，燃料グループ，計測制御グル

ープ，環境グループが，緊急時の措置に関する業務は防災安

全グループが実施する。 

福島第一原子力発電所の事故以前，本社原子力部門の組織

が6 部体制に拡大していたため，組織横断的な課題への取り

組みが遅延し，かつ発電所側から見た本社カウンターパート

が不明確であった。このため，福島第一原子力発電所の事故

以降，原子力・立地本部の安全・品質が確実に向上する体制

へ見直しを図るため，原子力・立地本部内の設計及び運転等

に関する安全・品質に関する計画立案，調査・分析，経営資

源配分を一体的に行い，本部内の統制を強化し安全・品質向

上の取り組みを推進する「原子力安全・統括部」を本社に設

置した。また，柏崎刈羽原子力発電所においては，原子力安

全に関し発電所全体を俯瞰する機能として，安全管理，技術

総括，放射線安全，防災安全の機能を一括管理する原子力安

全センターを設置し，原子力安全に係る組織の強化を図って

いる。 

原子力部門の全社員に対し，原子力安全を高める知識・ス

キルを継続的に学ぶ機会を提供するため，原子力人財育成セ

ンターを設置した。原子力人財育成センターでは，原子力部

門全体の人財育成に必要な教育訓練プログラムを構築・提供

するとともに，個人別の力量・資格認定を一元的に管理する

ことで，社員各個人の長期的な人財育成プランを立案，支援

する。さらに，原子力部門の各職位・役割に必要な要件を明

確化し，要件に応じた人財育成を実施していくことで，原子

力部門としての技術力の維持・向上を実現する。 

運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適

確に対処するため，所長（原子力防災管理者）を本部長とし

た原子力防災組織を構築し対応する。本部長が緊急時態勢を

発令した場合は発電所緊急時対策本部を設置し，平時の業務

体制から速やかに移行する。 

 

柏崎刈羽原子力発電所の原子力防災組織を第2.1 図，本社

の原子力防災組織を第2.2 図に示す。 

柏崎刈羽原子力発電所の原子力防災組織は，柏崎刈羽原子

営グループが実施する。 

 

 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，こ

れまで各部門にて取り組んできた安全の取り組みを全社的か

つ計画的に推進するため，本店に安全室を設置した。また，

東海第二発電所においては，防災安全を担う部署として，安

全・防災室を設置し，原子力安全に係る組織の強化を図って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

社員に対する原子力安全に関する知識・スキルの取得を強

化するため，本店総務室の体制を強化し，原子力安全を達成

するために必要な知識・スキルを学ぶ機会を提供する人材育

成計画を策定し，支援している。 

 

 

 

 

 

運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適

確に対処するため，あらかじめ，原子力防災管理者である発

電所長を本部長とした原子力防災組織を構築し対応する。本

部長が警戒事態を宣言した場合は発電所警戒本部を，非常事

態を宣言した場合は発電所対策本部を設置し，平時の業務体

制から速やかに移行する。 

東海第二発電所の原子力防災組織を第2.1 図，本店の原子

力防災組織を第2.2 図に示す。 

東海第二発電所の原子力防災組織は，東海第二発電所の技

射線管理），発電部（第一発電，第二発電）が，緊急時の措置

に関する業務は技術部（技術，燃料技術），発電部（第一発電，

第二発電）が実施する。 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子

力安全関連業務の一元化による安全重視の体制を確立するた

め，本社組織を再編し，原子力安全維持・向上活動を行う電源

事業本部（原子力安全技術）を設置し，原子力安全に関わる活

動の強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力部門における人材育成に関する組取みを強化すること

を目的に，「電源事業本部 原子力人材育成センター」を本社組

織として設置した。原子力人材育成センターでは，原子力部門

全体（島根原子力発電所，本社）の教育訓練業務及び原子力部

門の要員養成計画の総括業務を行い，社員の計画的な育成に取

り組んでいる。 

 

 

 

運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適確

に対処するため，発電所長（原子力防災管理者）を緊急時対策

本部長（以下「本部長」という。）とした原子力防災組織を構築

し対応する。本部長が緊急時体制を発令した場合は緊急時対策

本部を設置し，平時の業務体制から速やかに移行する。 

 

島根原子力発電所の原子力防災組織を第 2.1 図，本社の原子

力防災組織を第 2.2 図に示す。 

島根原子力発電所の原子力防災組織は，島根原子力発電所及

 

 

 

 

 

 

・組織体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人材育成のための組織

及び取組みの相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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力発電所の技術系社員（以下「技術者」という。），事務系

社員により構成され，業務所掌に基づき原子力災害の発生又

は拡大の防止に加え，緩和するために必要な活動を行う。重

大事故等が発生した場合は，緊急時対策要員にて初期活動を

行い，発電所外から参集した緊急時対策要員を加えて柏崎刈

羽原子力発電所の原子力防災組織が構成され，役割分担に応

じて対応する。また，自然災害と重大事故等の発生が重畳し

た場合においても，原子力防災組織にて適確に対応する。本

社の原子力防災組織は，原子力部門のみでなく関係する他部

門も含めた全社大での体制となっており，重大事故等の拡大

防止を図り，事故により放射性物質を環境に放出することを

防止するために，特に中長期の対応について発電所対策本部

の活動を支援する。 

 

    

発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員

会として，原子力発電保安委員会を本社に，発電用原子炉施

設の保安運営に関する重要事項を審議する委員会として，原

子力発電保安運営委員会を発電所に設置している。原子力発

電保安委員会は，原子炉設置変更許可申請書又は保安規定の

変更等に関する事項を審議し，原子力発電保安運営委員会は，

柏崎刈羽原子力発電所が所管する社内規定類の変更方針，原

子炉設置変更許可申請を要する保全工事等，工事計画認可申

請・届出を要する保全工事等に関する事項を審議することで

役割分担を明確にしている。 

 

2．技術者の確保 

(1) 技術者数 

平成29 年5 月1 日現在，原子力・立地本部在籍技術者（業

務出向者は除く。）数は，1,871 名であり，そのうち，10 年

以上の経験年数を有する特別管理職が285 名在籍してい

る。 

また，柏崎刈羽原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所

に常駐する本社組織所属の技術者の人数は1,014 名であ

る。 

(2) 有資格者数 

原子力・立地本部及び同本部に所属する原子力安全・統

括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サ

術系社員（以下「技術者」という。），事務系社員及び協力

会社社員により構成され，原子力災害への移行時には，本店

の原子力防災組織と連携し，外部からの支援を受けることと

する。自然災害又は重大事故等が発生した場合は，発電所に

常駐している統括待機当番者，重大事故等対応要員及び当直

要員等にて初期活動を行い，本部長の指示の下，上記要員及

び発電所外から参集した参集要員が役割分担に応じて対処す

る。また，重大事故等の発生と自然災害が重畳した場合も，

原子力防災組織にて適確に対処する。 

 

 

 

 

 

    

発電用原子炉施設の保安に関する事項を審議する委員会と

して，本店に原子炉施設保安委員会を，東海第二発電所に原

子炉施設保安運営委員会を設置している。原子炉施設保安委

員会は，法令上の手続きを要する発電用原子炉設置（変更）

許可申請書本文事項の変更，保安規定の変更等に関する事項

を審議し，原子炉施設保安運営委員会は，発電所で作成すべ

き手順書の制定・改正等の発電用原子炉施設の保安運営に関

する具体的重要事項を審議することで役割分担を明確にして

いる。 

 

 

(2) 技術者の確保 

ａ．技術者数 

平成29 年10 月1 日現在，本店及び東海第二発電所の技

術者（業務出向者は除く。）数は，514 名であり，そのう

ち，10 年以上の経験年数を有する管理職が223 名在籍して

いる。また，東海第二発電所における技術者の人数は203 名

である。 

 

 

ｂ．有資格者数 

平成29 年10 月1 日現在，本店及び東海第二発電所の有

資格者の人数は，次のとおりであり，そのうち，東海第二

び島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の技術系社員（以

下「技術者」という。），事務系社員及び協力会社社員により構

成され，業務所掌に基づき原子力災害の発生又は拡大の防止に

加え，緩和するために必要な活動を行う。自然災害又は重大事

故等が発生した場合は，緊急時対策要員にて初期活動を行い，

発電所外から参集した緊急時対策要員を加えて島根原子力発電

所の原子力防災組織が構成され，役割分担に応じて対応する。

また，自然災害と重大事故等の発生が重畳した場合においても，

原子力防災組織にて適確に対応する。本社の原子力防災組織は，

原子力部門のみでなく関係する他部門も含めた全社（全社とは，

中国電力株式会社及び中国電力ネットワーク株式会社のことを

いう。）での体制となっており，重大事故等の拡大防止を図り，

事故により放射性物質を環境に放出することを防止するため

に，特に中長期の対応について緊急時対策本部の活動を支援す

る。 

発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会

として，原子力発電保安委員会を本社に，発電用原子炉施設の

保安運営に関する重要事項を審議する委員会として，原子力発

電保安運営委員会を発電所に設置している。原子力発電保安委

員会は，原子炉設置変更許可申請書又は保安規定の変更等に関

する事項を審議し，原子力発電保安運営委員会は，島根原子力

発電所が所管する社内規定類の変更方針，原子炉設置変更許可

申請を要する保全工事等，設計及び工事計画認可申請・届出を

要する保全工事等に関する事項を審議することで役割分担を明

確にしている。 

 

(2) 技術者の確保 

ａ．技術者数 

令和２年７月１日現在，電源事業本部（原子力品質保証，

原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び

島根原子力発電所の技術者（業務出向者は除く。）数は，

687 名であり，そのうち，10 年以上の経験年数を有する管

理者が 90名在籍している。また，島根原子力発電所及び島

根原子力発電所に常駐する本社組織所属の技術者の人数は

482 名である。 

ｂ．有資格者数 

令和２年７月１日現在，電源事業本部（原子力品質保証，

原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び

・原子力防災組織の体 

制の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，発電所

に常駐する本社所属の

社員についても，原子力

防災組織の要員として

対応 

・原子力防災組織の体 

制の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，協力会

社社員も重大事故等対

応を実施 
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イクル部，原子力人財育成センター，原子力資材調達セン

ター，柏崎刈羽原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所に

常駐する本社組織所属の平成29 年5 月１日現在の有資格

者の人数は次のとおりであり，そのうち柏崎刈羽原子力発

電所及び柏崎刈羽原子力発電所に常駐する本社組織所属の

有資格者数を括弧書きで示す。 

 

原子炉主任技術者           49 名(17 名) 

第一種放射線取扱主任者       114 名(50 名) 

第一種ボイラー・タービン主任技術者  31 名(22 名) 

第一種電気主任技術者         13 名( 5 名) 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者           68 名(68 名) 

 

また，本変更に当たっては，自然災害や重大事故等発生

時の対応として資機材の運搬等を社員直営で行うこととし

ており，大型自動車等の資格を有する技術者も確保してい

る。 

原子力・立地本部及び同本部に所属する原子力安全・統

括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サ

イクル部，原子力人財育成センター，原子力資材調達セン

ター，柏崎刈羽原子力発電所，柏崎刈羽原子力発電所に常

駐する本社組織所属の技術者，並びに事業を行うために必

要となる有資格者の人数を第1 表に示す。現在，確保して

いる技術者数にて本変更に係る設計及び運転等の対応が可

能であるが，今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全

を確保し，円滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通

じ技術者を確保し，必要な教育・訓練を行うことにより継

続的に技術者と有資格者を育成し，配置する。 

福島第一原子力発電所事故の反省として，十分にエンジ

ニアを育てられていなかったことがある。この反省を踏ま

え，プラントの重要な系統の機能・性能を把握したシステ

ムエンジニアの確保が必要であるとの認識のもと，システ

ムエンジニアの育成を開始している。 

また，現状にとらわれることなく自らの専門分野を産業

界全体の最高レベルに到達させるため，本社の技術者のう

ち運転や保全等専門分野ごとに責任者を定め，改革の責任

を担う役割（CFAM：Corporate Functional Area Manager）

発電所における有資格者の人数を括弧書きで示す。 

 

 

 

 

 

 

原子炉主任技術者          24 名（ 3 名） 

第１種放射線取扱主任者       82 名（18 名） 

第１種ボイラー・タービン主任技術者 13 名（ 8 名） 

第１種電気主任技術者         7 名（ 2 名） 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者          11 名（11 名） 

 

また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等発生

時の対応としてアクセスルートの確保で重機を扱うことと

しており，大型自動車等の資格を有する技術者も確保して

いる。 

本店及び東海第二発電所の技術者並びに事業を行うため

に必要な資格名とそれらの有資格者の人数を第1 表に示

す。現在，確保している技術者数にて本変更に係る設計及

び運転等の対応が可能であるが，今後とも設計及び運転等

を適切に行い，安全を確保し，円滑かつ確実な業務遂行を

図るため，採用を通じ技術者を確保し，必要な教育及び訓

練を行い継続的に育成し，各工程において必要な技術者及

び有資格者を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本店の各実施部門においては，各専門分野を産業界全体

の最高レベルに到達させるため，自らの知識取得に取り組

むとともに，発電所への指導・助言（オーバーサイト）を

行う。これにより，発電所における目標に対するギャップ

島根原子力発電所の有資格者の人数は次のとおりであり，

そのうち島根原子力発電所及び島根原子力発電所に常駐す

る本社組織所属の有資格者の人数を括弧書きで示す。 

 

 

 

 

原子炉主任技術者         20 名（７名） 

第一種放射線取扱主任者        84 名（40名） 

第一種ボイラー・タービン主任技術者  15 名（14 名） 

第一種電気主任技術者         ９名（７名） 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者        20 名（20名） 

 

    また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等の対

応として原子炉への注水等を行うこととしており，大型自

動車等の資格を有する技術者も確保している。 

 

電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安

全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技

術者及び有資格者の人数を第１表に示す。現在，確保して

いる技術者数にて本変更に係る設計及び運転等の対応が可

能であるが，今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全

を確保し，円滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通

じ技術者を確保し，必要な教育及び訓練を行うことにより

継続的に育成し，各工程において必要な技術者及び有資格

者を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安

全技術）においては，各専門分野を産業界全体の最高レベ

ルに到達させるため，管理者自らがパフォーマンス目標に

対するギャップを把握し，解決すべき問題点等を明確とす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・組織体制の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎特有の取組み 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

CFAM/SFAM による取

組みとオーバーサイト

との相違 
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を付与しており，各発電所にもCFAM とともに活動する役割

（SFAM：Site Functional Area Manager）を定めている。

彼らは，目標に対するギャップの把握，解決すべき課題の

抽出，改善策の立案及び実施の一連の活動を開始しており，

原子力部門全体が世界最高水準のパフォーマンス，技術力

を発揮することを目指している。 

 

3．経 験 

当社は，昭和30 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準

備等を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係

施設へ多数派遣し，技術的能力の蓄積に努めている。 

また，昭和46 年3 月にBWR を採用した福島第一原子力発電

所１号炉の営業運転を開始して以来，種々の技術的課題に挑

戦し問題を解決しながら，安全性・信頼性の面で優れた原子

力発電プラントの実現のために，それまでの建設・運転・保

守の経験と最新の技術を設計に適宜取り入れながら絶えず改

良を続け，これまで計17 プラントの建設工事を行うととも

に，原子力発電プラントの運転及び保守の実績を蓄積してい

る。 

 

原子力発電所  原子炉熱出力(MW)  営業運転の開始 

福島第一1 号炉    1380     昭和46 年3 月26 日 

2 号炉    2381     昭和49 年7 月18 日 

3 号炉    2381     昭和51 年3 月27 日 

4 号炉    2381     昭和53 年10 月12 日 

5 号炉    2381     昭和53 年4 月18 日 

6 号炉    3293     昭和54 年10 月24 日 

福島第二1 号炉    3293     昭和57 年4 月20 日 

2 号炉    3293     昭和59 年2 月3 日 

3 号炉    3293     昭和60 年6 月21 日 

4 号炉    3293     昭和62 年8 月25 日 

柏崎刈羽1 号炉    3293     昭和60 年9 月18 日 

2 号炉    3293     平成2 年9 月28 日 

3 号炉    3293     平成 5 年 8 月 11 日 

4 号炉    3293     平成6 年8 月11 日 

5 号炉    3293     平成2 年4 月10 日 

6 号炉    3926     平成8 年11 月7 日 

7 号炉    3926     平成9 年7 月2 日 

を把握し，また解決すべき課題の抽出を行い，これらを協

働で解決することにより世界最高水準のパフォーマンス，

技術力を発揮することを目指している。 

 

 

 

 

(3) 経 験 

当社は，昭和32 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準

備等を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係

諸施設へ多数派遺し，技術的能力の蓄積に努めてきた。また，

昭和41 年7 月に東海発電所の営業運転を開始して以来，計4 

基の原子力発電所を有し，平成13 年12 月から廃止措置に着

手した東海発電所及び平成29 年4 月から廃止措置に着手し

た敦賀発電所1 号炉を除き，今日においては，計2 基の原子

力発電所を有し，順調な運転を行っている。 

 

 

 

 

原子力発電所   （原子炉熱出力）   営業運転の開始 

東 海 発 電 所    （ 585MW）   昭和41 年 7 月25 日 

（平成13 年10 月4 日原子炉の解体の届出） 

（平成18 年6 月30 日廃止措置計画認可） 

東海第二発電所    （3,293MW）   昭和53 年11 月28 日 

敦賀発電所1 号炉   （1,064MW）   昭和45 年 3 月14 日 

（平成29 年4 月19 日廃止措置計画認可） 

敦賀発電所2 号炉   （3,423MW）     昭和62 年 2 月17 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るとともに，発電所への指導・助言（オーバーサイト）を

行う活動を開始しており，これにより，パフォーマンスを

向上させることを目指している。 

 

 

 

 

(3) 経 験 

当社は，昭和 31年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準

備等を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係

諸施設へ多数派遣し，技術的能力の蓄積に努めている。 

また，昭和 49 年３月に沸騰水型軽水炉（以下，「ＢＷＲ」

という。）を採用した島根原子力発電所１号炉の営業運転を開

始して以来，計２基の原子力発電所を有し，平成 29 年４月に

廃止措置に着手した１号炉を除き，今日において１基の原子

力発電所を有している。 

なお，３号炉についても平成 17 年 12 月に建設工事に着工

している。 

 

 

原子力発電所   原子炉熱出力(MW)    営業運転の開始 

島 根 １号炉      1,380    昭和 49年３月 29日 

（平成29年４月19 日廃止措置計画認可） 

２号炉         2,436    平成元年２月 10 日 

３号炉     3,926   （平成 17 年 12 月着工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運転経験の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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当社は，原子力発電所の安全性と信頼性を確保し，原子力

発電所を構成する構築物，系統及び機器が所定の機能を発揮

し得る状態にあるよう努めるとともに，保守業務を継続的に

改善していくことで，より設備の安全性と信頼性を向上させ，

保守に関する経験を蓄積してきた。 

 

本変更に関して，設計及び工事の経験として，柏崎刈羽原

子力発電所において平成22 年には1 号炉起動領域モニタへ

の変更，平成23 年には雑固体廃棄物の処理方法への固型化処

理（モルタル）の追加並びに平成26 年には使用済燃料輸送容

器保管建屋等の設計及び工事を順次実施している。 

 

 

また，耐震安全性向上工事として，平成20 年から原子炉建

屋屋根トラス，原子炉建屋天井クレーン，燃料取替機等につ

いて設計及び工事を実施している。 

 

福島第一原子力発電所事故以降は，事故の反省を踏まえ，

重大事故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するた

め，可搬型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段

から保守点検活動を社員自らが行い，知識・技能の向上を図

り，緊急時に社員自らが直営で実施できるよう取り組みを行

っている。 

 

更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対

策として，耐圧強化ベント設備の追加，原子炉圧力容器及び

原子炉格納容器への代替注水設備の追加，非常用電源のユニ

ット間融通設備の追加，アクシデントマネジメント実施に必

要な計装系の追加と計測レンジの変更を検討し，対策工事を

実施している。また，経済産業大臣の指示に基づき実施した

緊急安全対策により，電源車，消防ポンプ等の配備に関する

設計検討を行い，対策工事を実施している。 

 

 

また，社内規定類の改正対応や習熟訓練による運転の知

識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経験を継続的に

積み上げている。 

 

当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及

び工事を通して豊富な経験を有し，技術力を維持している。

また，営業運転開始以来，計4 基の原子力発電所において，

約50 年に及ぶ運転並びに東海発電所及び敦賀発電所1 号炉

での廃止措置を行っており，運転及び保守について十分な経

験を有している。 

本変更に関して，設計及び工事の経験として，東海第二発

電所において平成19 年には給水加熱器の取替え及び平成21 

年には固体廃棄物作業建屋設置工事等の設計及び工事を順次

実施している。また，耐震裕度向上工事として，残留熱除去

系熱交換器，可燃性ガス処理系配管，中央制御室換気空調系

ダクトサポート，排気筒について設計及び工事を実施してい

る。 

 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大

事故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するため，

可搬型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段から

保守点検活動を社員自らが行い，知識・技能の向上を図り，

緊急時に社員自らが直営で実施できるよう取り組みを行って

いる。 

 

更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対

策として，再循環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿

入設備の追加，原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加，

原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント設備の追加及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から非常用直流母線へ

の予備充電器を介した電源融通設備の追加を検討し，対策工

事を実施している。また，経済産業大臣の指示に基づき実施

した緊急安全対策により，高圧電源車，消防ポンプ等の配備

に関する設計検討を行い，対策工事を実施している。 

 

運転及び保守に関する社内規程の改正対応や習熟訓練によ

る運転の知識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経験

を継続的に積み上げている。また，運転の経験として，当社

 

当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及

び工事を通して豊富な経験を有し，技術力を維持している。

また，営業運転開始以来，計２基の原子力発電所において，

約 45 年に及ぶ運転並びに島根原子力発電所１号炉での廃止

措置を行っており，運転及び保守について十分な経験を有し

ている。 

本変更に関して，設計及び工事の経験として，島根原子力

発電所において平成 19 年から平成 20 年にかけて，非常用炉

心冷却系ストレーナの取替工事，平成 22 年から平成 24 年に

かけて，原子炉再循環系配管の取替工事等の設計及び工事を

順次実施している。 

 

 

また，耐震安全性向上工事として，平成 21 年からは残留熱

除去系配管等の支持構造物，原子炉建物屋根トラス，原子炉

建物天井クレーン，燃料取替機等について設計及び工事を実

施している。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大

事故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するため，

可搬型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段から

知識・技能の向上を図り，緊急時に社員自らが直営で実施で

きるよう取組みを行っている。 

 

 

更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対

策として，再循環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿

入設備の追加，原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加，

原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント設備の追加及び

非常用電源のユニット間融通設備の追加を検討し，対策工事

を実施している。また，経済産業大臣の指示に基づき実施し

た緊急安全対策により，高圧発電機車，消防ポンプ等の配備

に関する設計検討を行い，対策工事を実施している。 

 

運転及び保守に関する社内規定類の改正対応や習熟訓練に

よる運転の知識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経

験を継続的に積み上げている。また，運転の経験として，当

社で発生したトラブル対応や国内外のトラブル情報の水平展

 

 

 

 

 

 

 

・工事実績の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

耐震安全性向上工事

の記載の有無 

・工事実績の相違 

【柏崎 6/7】 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

保守点検における直

営作業の有無 

 

・AM 対策工事の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は１Ｆ事故

の当事者としての取組
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福島第一原子力発電所事故以前は，トラブル対応や国内外

のトラブル情報（運転経験情報）を安全性の向上対策に活用

できなかったという弱みがあったことから，国内外の運転経

験情報について有効に活用し，運転経験情報の水平展開要否

に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識につい

ても継続的に積み上げている。 

以上のとおり，これまでの経験に加え，今後も継続的に経

験を蓄積していく方針であり，本変更に係る設計及び運転等

の経験を十分に有している。 

これら原子力発電所において長年にわたり建設時及び改造

時の設計及び工事，さらには運転及び保守を経験してきたが，

それにも関わらず福島原子力事故を防ぐことができなかっ

た。これは，設計段階から外的事象（地震と津波）を起因と

する共通原因故障への配慮が足りないといった設計段階の技

術力不足，さらにその後の継続的な安全性向上の努力不足に

よるもので，炉心溶融，さらには広域に大量の放射性物質を

放出させるという深刻な事故を引き起こしたことを深く反省

するところである。 

以上の反省を踏まえて，従来の安全対策に対する過信と傲

りを一掃し，当社組織内にあった問題を明らかにして，安全

への取り組みを根底から改革すべく，平成25 年3 月29 日に

原子力安全改革プランを公表した。当該プランに基づき，今

後は原子力発電所の安全性向上対策の強化や当社組織の改革

に不退転の決意で臨んでいく。 

本変更に係る設計及び運転等のうち，火災防護対策，溢水

防護対策等の設計基準対象施設に関する変更については，こ

れまで実施してきた同様の施設に係る経験に加え，上述の決

意のもと更なる安全性向上対策を実施していく。 

また，重大事故等対処施設に関する変更についても，福島

原子力事故での経験を踏まえ，二度とこのような事故を起こ

さないよう取り組んでいく。 

 

4．品質保証活動 

当社における品質保証活動は，原子力発電所の安全を達成，

維持及び向上させるために，「原子力発電所における安全の

ための品質保証規程（JEAC4111-2009）」に基づき，「保安規

定第3 条（品質保証計画）」を含んだ「原子力品質保証規程」

（以下「品証規程」という。）を定め，品質マネジメントシ

で発生したトラブル対応や国内外のトラブル情報の水平展開

要否に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識に

ついても継続的に積み上げている。 

 

 

 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分

に有しており，今後も継続的に経験を積み上げていく。 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基

準を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の

放射性物質を放出させるという深刻な事故となった。 

これを踏まえ，従来の安全対策に対する考え方を見直し，

経営トップのコミットメントのもと，リスク情報の活用をは

じめとする，実効的な原子力の安全性向上策のロードマップ

を策定し，全社員共通の取り組みとして，最高水準の原子力

安全を追求する不断の努力を継続すべく，平成26 年6月13 日

に「原子力の自主的かつ継続的な安全性向上への取り組み」

を公表した。 

これに基づき，当社の自主的かつ継続的な安全性向上への

取り組み状況を社外有識者から客観的，専門的な立場から評

価をうける社外評価委員会を設置し，そこでいただいた指導

及び助言を踏まえ，当社の安全性向上への取り組みが適切に

実施されていることを経営層が参画する総合安全推進会議に

て確認し，継続的な改善を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 品質保証活動 

当社における品質保証活動は，原子力発電所の安全を達成，

維持及び向上させるために，「原子力発電所における安全の

ための品質保証規程（ＪＥＡＣ4111-2009）」に基づき，保安

規定第3 条（品質保証計画）を含んだ品質保証規程（以下「品

質マニュアル」という。）を定め，品質マネジメントシステ

開要否に係る判断等を通じて，トラブルに関する経験や知識

についても継続的に積み上げている。 

 

 

 

 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分

に有しており，今後も継続的に経験を積み上げていく。 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基

準を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の

放射性物質を放出させるという深刻な事故となった。 

これを踏まえ，従来の安全対策に対する考え方を見直し，

経営トップのコミットメントのもと，原子力リスクマネジメ

ントを強力に推進していくための社内体制の整備・強化を図

ることとし，平成 26 年６月 13 日に「原子力安全に係るリス

クマネジメント体制の強化について」を公表した。本取組み

を着実に実施し，定着させていくことにより，常に現状に満

足することなく，更なる安全レベルの向上，さらには，安全

を第一に考える安全文化の浸透を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 品質保証活動 

当社における設計及び運転等の各段階における品質保証活

動は，原子力発電所の安全を達成，維持及び向上させるため

に，「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な

体制の基準に関する規則」に従い，健全な安全文化を育成し

及び維持するための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対

みを記載している 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎は１Ｆ事故の反

省について記載 

 

 

 

 

 

 

・取組内容の相違 

【東海第二】 

１Ｆ事故を踏まえた

取組みについての記載

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規格・法律の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎，東海第二はＪＥ

ＡＣ4111-2009 に従う

記載 
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ステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善している。 

 

 

「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術

基準に関する規則」の施行を踏まえ，安全文化を醸成するた

めの活動，関係法令及び保安規定の遵守に対する意識の向上

を図るための活動などの要求事項について，保安規定第3条

（品質保証計画）に反映し，品質マネジメントシステムを確

立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することとしてい

る。 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以

下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 品質保証活動の体制 

当社における品質保証活動は，業務に必要な社内規程類

を定めるとともに，文書体系を構築している。品質保証活

動に係る文書体系を第3 図に示す。 

各業務を主管する組織の長は，社内規程類に基づき，責

任をもって個々の業務を実施し，要求事項への適合及び品

質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すために

必要な記録を作成し管理する。 

品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップ

マネジメント）とし，実施部門である原子力・立地本部並

びに実施部門から独立した監査部門である内部監査室で構

築している。 

 

 

ムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善している。 

 

 

「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術

基準に関する規則」の施行を踏まえ，安全文化を醸成するた

めの活動，関係法令及び保安規定の遵守に対する意識の向上

を図るための活動などの要求事項について，保安規定第3 条

（品質保証計画）に反映し，品質マニュアルを定め，品質マ

ネジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的

に改善することとしている。 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以

下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 品質保証活動の体制 

当社における品質保証活動は，業務に必要な社内規程を

定めるとともに，文書体系を構築している。品質保証活動

に係る文書体系を第3 図に示す。 

 

 

 

 

品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップ

マネジメント）とし，実施部門である発電管理室，安全室，

地域共生・広報室，総務室（本店），経理・資材室，開発

計画室，東海第二発電所及び実施部門から独立した監査部

門である考査・品質監査室（以下「各業務を主管する組織」

という。）で構築している。 

する意識の向上を図るための活動を含めた品質マネジメント

システムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善して

いる。 

この品質マネジメントシステムに基づき品質保証活動を実

施するための基本的実施事項について，品質マニュアルとし

て「保安規定第３条（品質マネジメントシステム計画）」，「原

子力品質保証規程」，「原子力品質保証細則」及び「原子力安

全管理監査細則」に定めている。 

 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以

下に示す。 

なお，本申請における設計及び運転等の各段階における品

質保証活動のうち，原子力利用における安全対策の強化のた

めの核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

等の一部を改正する法律に基づき変更認可された発電用原子

炉施設保安規定の施行までに実施した活動については，「原子

力発電所における安全のための品質保証規程（ＪＥＡＣ

4111-2009）」及び「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のた

めの組織の技術基準に関する規則」に従い実施している。 

 

ａ．品質保証活動の体制 

当社における品質保証活動は，業務に必要な社内規定を

定めるとともに，文書体系を構築している。品質保証活動

に係る文書体系を第３図に示す。 

 

 

 

 

品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップ

マネジメント）とし，実施部門である電源事業本部（原子

力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電

源建築，燃料），島根原子力発電所及び調達本部，並びに実

施部門から独立した監査部門である内部監査部門（以下「各

業務を主管する組織」という。）で構築している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規格の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎，東海第二はＪＥ

ＡＣ4111-2009 に従う

ため，当該箇所の記載な

し 
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社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トッ

プマネジメント）として，品質マネジメントシステムを確

立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することの責任

と権限を有し，品質方針を定めている。この品質方針は，

「福島原子力事故を決して忘れることなく，昨日よりも今

日，今日よりも明日の安全レベルを高め，比類無き安全を

創造し続ける原子力事業者になる。」という決意のもと，

事故を徹底的に検証し「世界最高水準の安全」を目指すこ

とを表明しており，組織内に伝達され，理解されることを

確実にするため，組織全体に周知している。 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，品証規程に従いマネジメ

ントレビューのインプットに関する情報を作成し，実施部

門の管理責任者である原子力・立地本部長はマネジメント

レビューのインプットを社長へ報告する。 

また，内部監査室長は，監査部門の管理責任者として，

実施部門から独立した立場で内部監査を実施し，監査結果

をマネジメントレビューのインプットとして社長へ報告す

る。 

 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメ

ントシステムの有効性をレビューし，マネジメントレビュ

ーのアウトプットを決定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウ

トプットを基に各業務を主管する組織の長に必要な対応を

指示する。 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューの

アウトプット及び品質保証活動の実施状況を踏まえ，次年

度の年度業務計画に反映し，活動している。 

各業務を主管する組織の長は，社内規程に基づき，責任

をもって個々の業務を実施し，評価確認し，要求事項への

適合及び品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を

示すために必要な記録を作成し管理する。 

社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トッ

プマネジメント）として，品質マネジメントシステムを確

立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することの責任

と権限を有し，品質方針を設定している。 

この品質方針は，東京電力株式会社福島第一原子力発電

所事故の教訓を踏まえ，「原子力施設のリスクを強く意識

し，公衆と環境に対して放射線による有害な影響を及ぼす

ような事故を起こさない」という決意のもと，安全の確保，

品質の向上，企業倫理の浸透，透明性の確保を基本として

活動することを表明しており，組織内に伝達され，理解さ

れることを確実にするため，組織全体に周知している。 

 

 

実施部門の各業務を主管する組織の長は，品質マニュア

ルに従いマネジメントレビューのインプットに関する情報

を評価確認し，作成し，実施部門の管理責任者である安全

室を担当する取締役は，その情報をとりまとめ，評価確認

し，マネジメントレビューのインプットとして社長へ報告

する。また，考査・品質監査室長は，監査部門の管理責任

者として，実施部門から独立した立場で内部監査を実施し，

評価確認し，監査結果をマネジメントレビューのインプッ

トとして社長へ報告する。 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメ

ントシステムの有効性をレビューし，マネジメントレビュ

ーのアウトプットを決定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウ

トプットを，各業務を主管する組織の長に通知し，各業務

を主管する組織の長が作成したマネジメントレビューのア

ウトプットに対する処置事項を確認して改善計画としてま

とめ，社長の確認を得た後，各業務を主管する組織の長に

必要な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューの

アウトプットに対する処置事項及び品質保証活動の実施状

況を評価確認し，次年度の年度業務計画に反映し，活動し

各業務を主管する組織の長は，社内規定に基づき，責任

をもって個々の業務を実施し，評価確認し，要求事項への

適合及び品質マネジメントシステムの実効性を実証する記

録を作成し管理する。 

社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トッ

プマネジメント）として原子力の安全のためのリーダーシ

ップを発揮し，品質マネジメントシステムを確立し，実施

し，評価確認し，実効性を維持することの責任と権限を有

し，品質方針を設定している。この品質方針は，東京電力

株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，「確実

な品質保証活動を主体的に行うことで，世界最高水準の原

子力安全を目指す」という決意のもと，安全の確保，品質

の向上，企業倫理の浸透，透明性の確保を基本として活動

することを表明しており，原子力の安全を確保することの

重要性が組織内に伝達され，理解されることを確実にする

とともに，要員が健全な安全文化を育成し及び維持するこ

とに貢献できるようにするため，組織全体に周知している。 

実施部門の各業務を主管する組織の長は，品質マニュア

ルに従いマネジメントレビューのインプットに関する情報

を評価確認し，作成し，実施部門の管理責任者である電源

事業本部長は，その情報をとりまとめ，評価確認し，マネ

ジメントレビューのインプットとして社長へ報告する。ま

た，内部監査部門長は，監査部門の管理責任者として，実

施部門から独立した立場で内部監査を実施し，評価確認し，

監査結果をマネジメントレビューのインプットとして社長

へ報告する。 

社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメ

ントシステムの有効性をレビューし，マネジメントレビュ

ーのアウトプットを決定する。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウ

トプットを基に各業務を主管する組織の長に必要な対応を

指示する。 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューの

アウトプットに対する処置事項及び品質保証活動の実施状

況を評価確認し，次年度の年度業務計画に反映し，活動し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・品質方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

社長のコミットメン

トであり各社で異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，アウト

プットに対する対応指

示をトップダウンによ

り行うのに対し，東海第

二はボトムアップによ

り対応を立案する 
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原子力・立地本部長は，本社にて管理責任者レビューを

実施し，各部所に共通する事項として品証規程，柏崎刈羽

原子力発電所品質保証計画書（以下「品証計画書」という。）

等の社内規程類の改訂に関する事項，品質方針の変更提案，

原子力・立地本部業務計画及びマネジメントレビューのイ

ンプット等をレビューする。 

また，柏崎刈羽原子力発電所，本社各部においては，各

部所長を主査とするレビューを実施し，実施部門における

品質保証活動に基づく品証規程／品証計画書の改訂に関す

る事項，年度業務計画（品質目標）及び管理責任者レビュ

ーのインプットに関する情報等をレビューする。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメ

ントレビューへのインプットとしているほか，品質目標等

の業務計画の策定／改訂，社内規程類の制定／改訂等によ

り業務へ反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項

に関しては，本社にて保安規定第6 条に基づく原子力発電

保安委員会を，また，発電用原子炉施設の保安運営に関す

る具体的重要事項に関しては，発電所にて保安規定第7 条

に基づく原子力発電保安運営委員会を開催し，その内容を

審議し，審議結果は業務へ反映させる。 

 

(2) 設計及び運転等の品質保証活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等を，発電

用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針に基づく重要性を基本とした品質マネジメントシステ

ム要求事項の適用の程度に応じて管理し，実施する。また，

ている。また，管理責任者はそれらの状況を確認している。 

安全室を担当する取締役は，実施部門管理責任者として，

各室所に共通する事項である品質マニュアル等の社内規程

の改訂に関する事項，品質方針の変更提案，マネジメント

レビューのインプット及びアウトプットに基づく品質マネ

ジメントシステムの改善状況等をレビューする。また，東

海第二発電所，本店各室においては，各室所長を主査とす

るレビューを実施し，実施部門における品質保証活動に基

づく品質マニュアルの改訂に関する事項，年度業務計画（品

質目標）及び管理責任者レビューのインプットに関する情

報等をレビューする。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメ

ントレビューへのインプットとしているほか，品質目標等

の業務計画の策定／改訂，社内規程の制定／改訂等により

業務へ反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向

上させるために，本店の品質保証委員会では，実施部門の

品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及び管理

に関する事項等を審議し，品質マネジメントシステムが引

き続き，適切，妥当かつ有効であることをレビューすると

ともに，その結果を業務に反映させる。また，東海第二発

電所の品質保証運営委員会では，東海第二発電所における

品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及び管理

に関する事項等を審議し，品質マネジメントシステムが引

き続き，適切，妥当かつ有効であることをレビューすると

ともに，その結果を業務に反映させる。 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項

に関しては，本店にて保安規定第6 条に基づく原子炉施設

保安委員会を，また，発電用原子炉施設の保安運営に関す

る具体的重要事項に関しては，発電所にて保安規定第7 条

に基づく原子炉施設保安運営委員会を開催し，その内容を

審議し，審議結果は業務へ反映させる。 

 

ｂ．設計及び運転等の品質保証活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を品質マニ

ュアルに従い，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要

度分類に関する審査指針に基づく重要性を基本とした品質

マネジメントシステム要求事項の適用の程度に応じて管理

ている。また，管理責任者はそれらの状況を確認している。 

電源事業本部長は，実施部門管理責任者として，各部所

に共通する事項である品質マニュアル等の社内規定の改訂

に関する事項，品質方針の変更提案，マネジメントレビュ

ーのインプット及びアウトプットに基づく品質マネジメン

トシステムが実効性のあることを評価する。また，島根原

子力発電所及び本社の各部所においては，各部所長を主査

とするレビューを実施し，実施部門における品質保証活動

に基づく社内規定の改訂に関する事項，年度業務計画（品

質目標）及び実施部門管理責任者レビューのインプットに

関する情報等をレビューする。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメ

ントレビューへのインプットとしているほか，品質目標等

の業務計画の策定／改訂，社内規定の制定／改訂等により

業務へ反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向

上させるために，本社の原子力品質保証委員会では，実施

部門の品質マネジメントシステム活動の実施状況の評価及

び管理に関する事項等を審議し，品質マネジメントシステ

ムが実効性のあることを評価するとともに，その結果を業

務に反映させる。また，島根原子力発電所の品質保証運営

委員会では，島根原子力発電所における品質マネジメント

システム活動の実施状況の評価及び管理に関する事項等を

審議し，品質マネジメントシステムが実効性のあることを

評価するとともに，その結果を業務に反映させる。 

 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項

に関しては，本社にて保安規定第６条に基づく原子力発電

保安委員会を，また，発電用原子炉施設の保安運営に関す

る具体的重要事項に関しては，発電所にて保安規定第７条

に基づく原子力発電保安運営委員会を開催し，その内容を

審議し，審議結果は業務へ反映させる。 

 

ｂ．設計及び運転等の品質保証活動 

各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を品質マニ

ュアルに従い，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要

度分類に関する審査指針に基づく重要性を基本とした品質

マネジメントシステム要求事項の適用の程度に応じて管理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

会議体の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，指針の

構成に合わせ，「設計及

び工事」と「運転及び保
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製品及び役務を調達する場合は，重要度等に応じた品質管

理グレードに従い調達管理を行う。なお，許認可申請等に

係る解析業務を調達する場合は，当該業務に係る調達要求

事項を追加している。 

 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事

項を満足していることを，検査及び試験等により検証する。 

 

 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において

不適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のため

に原因を特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じ

た是正処置を実施する。また，製品及び役務を調達する場

合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行されるよ

う要求事項を提示し，不適合が発生した場合には，各業務

を主管する組織はその実施状況を確認する。 

 

(3) 品質保証活動の強化 

当社は，福島第一原子力発電所事故の要因の一つとして

安全意識の不足を認識しており，経営層自身の意識を高め，

安全文化を組織全体へ確実に定着させるために，「福島原

子力事故を決して忘れることなく，昨日よりも今日，今日

よりも明日の安全レベルを高め，比類無き安全を創造し続

ける原子力事業者になる。」という決意を品質方針に示し

ている。また，「経営層の安全意識の向上と組織全体への

浸透」，「原子力安全を高めるためのガバナンス改善」，

「原子力安全に係る各専門分野の強化・プロセスの改善」

及び「国内外の運転経験情報の活用の強化」などを通じて

品質マネジメントシステムの強化に取り組んでいる。 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保

証活動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み

し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品

及び役務を調達する場合は，重要度等に応じた品質管理グ

レードに従い調達管理を行う。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，

当該業務に係る調達要求事項を追加している。 

 

 

 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事

項を満足していることを，検査及び試験等により検証する。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂

行するため，品質マニュアルに従い，関係法令等の要求事

項を満足するよう個々の業務を計画し，実施し，評価を行

い，継続的に改善する。また，製品及び役務を調達する場

合は，設計及び工事と同様に管理する。 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において

不適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のため

に原因を特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じ

た是正処置を実施する。また，製品及び役務を調達する場

合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行されるよ

うに要求事項を提示し，不適合が発生した場合には，各業

務を主管する組織の長はその実施状況を確認する。 

 

c. 品質保証活動の強化 

当社は，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の

ような極めて深刻な事故を起こさないために，「原子力施

設のリスクを強く意識し，公衆と環境に対して放射線によ

る有害な影響を及ぼすような事故を起こさない」という決

意を品質方針に示している。 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保

証活動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み

し，実施し，評価を行い，継続的に改善する。また，製品

及び役務を調達する場合は，供給者において品質保証活動

が適切に遂行されるよう要求事項（原子力規制委員会の職

員による工場等への立入りに関することを含む。）を提示

し，製品及び役務やその重要度等に応じたグレード分けに

従い調達管理を行う。なお，許認可申請等に係る解析業務

を調達する場合は，当該業務に係る調達要求事項を追加し

ている。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事

項を満足していることを，検査及び試験等により検証する。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂

行するため，品質マニュアルに従い，関係法令等の要求事

項を満足するよう個々の業務を計画し，実施し，評価を行

い，継続的に改善する。また，製品及び役務を調達する場

合は，設計及び工事と同様に管理する。 

各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において

不適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のため

に原因を特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じ

た是正処置を実施する。また，製品及び役務を調達する場

合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行されるよ

うに要求事項を提示し，不適合が発生した場合には，各業

務を主管する組織の長はその実施状況を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保

証活動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み

守」を区別して記載 

・規格の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

品管規則施行前の柏崎

6/7，東海第二は，立入

に関する記載なし 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，指針の

構成に合わせ，「設計及

び工事」と「運転及び保

守」を区別して記載 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎は１Ｆ事故を踏

まえた対応を記載 
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及び役割を明確化した体制を構築している。また，品質マネ

ジメントシステムの強化に継続的に取り組んでいる。 

 

 

 

 

5．技術者に対する教育・訓練 

技術者は，原則として入社後一定期間，当社原子力発電所

において，原子力発電所の仕組み，発電所各系統の構成機器

に関する知識，機器配置，放射線管理，安全管理，原子力安

全等の基礎教育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識

を習得する。 

技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほ

か，BWR 運転訓練センターや原子力安全推進協会における運

転員の教育・訓練等，国内の原子力関係機関も活用し，各職

能，目的に応じた実技訓練や机上教育を計画的に実施し，一

般及び専門知識・技能の習得及び習熟に努める。 

柏崎刈羽原子力発電所では，原子力安全の達成に必要な技

術的能力を維持・向上させるため，保安規定に基づき，対象

者，教育内容，教育時間等について教育の実施計画を策定し，

それに従って教育を実施する。 

 

福島第一原子力発電所事故では，知見が十分とは言えない

津波に対し，想定を上回る津波が来る可能性は低いと判断し，

自ら対策を考えて迅速に深層防護の備えを行う姿勢が足りな

かったとの反省のもと，技術力全般の底上げのため，技能認

定制度による業務に必要な技術力の維持・向上と併せて，プ

ラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，保守に

精通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技

術者を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取

り組みも進めている。 

技術者及び事務系社員に対しては，各役割に応じた自然災

害等発生時，重大事故等時の対応に必要となる技能の維持と

知識の向上を図るため，重大事故等の内容，原子力災害対策

活動等に関する教育を行うとともに，重大事故等対策に係る

資機材等を用いた訓練を計画的かつ継続的に実施する。 

また，教育・訓練を統括的に管理する原子力人財育成セン

ターを設置し，個人のさらなる専門知識及び技術・技能の向

及び役割を明確化した体制を構築している。 

 

 

 

 

 

(5) 教育・訓練 

技術者は，原則として入社後一定期間，当社の東海総合研

修センター，敦賀総合研修センター及び当社発電所において，

原子力発電所の仕組み，放射線管理等の基礎教育・訓練，機

器配置及びプラントシステム等の現場教育・訓練を受け，原

子力発電に関する基礎知識を習得する。 

技術者の教育・訓練は，当社の東海総合研修センター及び

敦賀総合研修センターのほか，国内の原子力関係機関（株式

会社ＢＷＲ運転訓練センター及び東京大学大学院工学系研究

科原子力専攻等）において，各職能，目的に応じた実技訓練

や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習

得及び習熟に努める。また，東海第二発電所においては，原

子力安全の達成に必要な技術的能力を維持・向上させるため，

保安規定等に基づき，対象者，教育内容，教育時間及び教育

実施時期について教育の実施計画を策定し，それに従って教

育を実施する。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基

準を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の

放射性物質を放出させるという深刻な事故となったことを踏

まえ，重大事故等対処設備に関わる知識・スキルの習得に併

せて，プラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，

保守に精通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分

野の技術者を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を

図る取り組みも進めている。 

 

本変更に係る業務に従事する技術者，事務系社員及び協力

会社社員に対しては，各役割に応じた自然災害等発生時，重

大事故等発生時の対応に必要となる技能の維持と知識の向上

を図るため，計画的，かつ継続的に教育・訓練を実施する。 

 

 

 

及び役割を明確化した体制を構築している。 

 

 

 

 

 

(5) 教育・訓練 

技術者は，原則として入社後一定期間，島根原子力発電所

等において，原子力発電所の仕組み，発電所各系統の構成機

器に関する基礎知識及び安全衛生に関する基礎知識等の教

育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識を習得する。 

 

技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほ

か，国内の原子力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練センタ

ー，一般社団法人原子力安全推進協会及び東京大学大学院工

学系研究科原子力専攻等）において，各職能，目的に応じた

実技訓練や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・

技能の習得及び習熟に努める。 

また，島根原子力発電所においては，原子力安全の達成に

必要な技術的能力を維持・向上させるため，保安規定等に基

づき，対象者，教育内容，教育時間及び教育実施時期につい

て教育の実施計画を策定し，それに従って教育を実施する。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基

準を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の

放射性物質を放出させるという深刻な事故となったことを踏

まえ，重大事故等対処設備に関わる知識・スキルの習得に併

せて，プラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，

保守に精通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分

野の技術者を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を

図る取組みも進めている。 

 

本変更に係る業務に従事する技術者，事務系社員及び協力

会社社員に対しては，各役割に応じた自然災害等発生時，重

大事故等発生時の対応に必要となる技能の維持と知識の向上

を図るため，計画的，かつ継続的に教育・訓練を実施する。 

 

また，教育・訓練を統括的に管理する原子力人材育成セン

ターを設置し，原子力部門全体の技術力向上に取り組む。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎】 

柏崎は１Ｆ事故を踏

まえた対応を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎は事故の当事者

としての記載 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，協力会

社を含めて記載 

 

・取組内容の相違 

【東海第二】 
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上と，原子力部門全体の技術力向上を実現する。 

 

 

6．有資格者等の選任・配置 

原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者の

うち，発電用原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務，

運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及び評価に関す

る業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実務経験を3 

年以上有する者の中から職務遂行能力を有している者を発電

用原子炉ごとに選任する。 

 

原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し保安

の監督を誠実かつ最優先に行い，その原子炉主任技術者とし

ての職務が適切に遂行できるよう独立性を確保するために，

所長の人事権が及ばない原子力・立地本部長が選任し配置す

る。 

 

 

原子炉主任技術者を発電所の職位（職務）と兼務させる場

合，平常時及び非常時において，その職位（職務）に基づく

判断と，原子炉主任技術者としての保安の監督を誠実に行う

ための判断が相反する立場になることが予想される職位（職

務）への配置は除く。 

原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施設の

運転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を原子炉

主任技術者の選任要件を満たす特別管理職から選任し，職務

遂行に万全を期している。 

 

運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準に適合した

者の中から選任し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責

任者である当直長の職位としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 有資格者等の選任・配置 

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有す

る者のうち，発電用原子炉施設の工事又は保守管理に関する

業務，運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及び評価

に関する業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実務経

験を3 年以上有する管理職（能力等級特3 級以上又は役割ラ

ンク3 号以上）の中から職務遂行能力を考慮した上で原子炉

ごとに選任する。 

発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関

し保安の監督を誠実かつ最優先に行い，保安のための職務が

適切に遂行できるよう独立性を確保するために，所長の人事

権が及ばない社長が選任し配置する。 

 

発電用原子炉主任技術者は，発電管理室に所属し，発電所

に駐在の上，保安規定に定める職務を専任する。 

 

 

 

 

 

発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉

施設の運転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を

発電用原子炉主任技術者の選任要件を満たす管理職（能力等

級特4 級以上又は役割ランク4 号以上）の中から選任し，職

務遂行に万全を期している。 

運転責任者は，原子力規制委員会が定める基凖に適合した

者の中から選任し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責

任者である発電長の職位としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 有資格者等の選任・配置 

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有す

る者のうち，発電用原子炉施設の工事又は施設管理に関する

業務，運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及び評価

に関する業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実務経

験を３年以上有する者の中から職務遂行能力を考慮した上で

発電用原子炉ごとに選任する。 

 

発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関

し保安の監督を誠実かつ最優先に行い，保安のための職務が

適切に遂行できるよう独立性を確保するために，発電所長の

人事権が及ばない電源事業本部長が選任し配置する。 

 

 

 

発電用原子炉主任技術者を他の職位（職務）と兼務させる

場合，平常時及び非常時において，その職位（職務）に基づ

く判断と発電用原子炉主任技術者としての保安の監督を誠実

に行うための判断が相反する立場になることが予想される職

位（職務）への配置は除く。 

発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉

施設の運転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を

発電用原子炉主任技術者の選任要件を満たす課長以上の職位

から選任し，職務遂行に万全を期している。 

 

運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準に適合した

者の中から選任し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責

任者である当直長の職位としている。 

 

 

 

 

 

 

東海第二は新たに教

育組織を設置していな

い 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

選任条件の相違 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

東海第二の原子炉主

任技術者は専任とな

っている 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

選任条件の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

第1 表 原子力・立地本部及び同本部に所属する原子力安全・ 

統括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子 

燃料サイクル部，原子力人財育成センター，原子力資 

材調達センター，柏崎刈羽原子力発電所，柏崎刈羽原 

子力発電所に常駐する本社組織所属の技術者等の人数 

（平成 29 年 5 月 1 日現在） 

 

技 

術 

者 

数 

管 

理 

者 

数 

有資格者数 

原子炉 

主 任 

技術者 

第 1 種 

放射線

取 扱 

主任者 

第 1 種 

ﾎﾞｲﾗｰ･ 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

主 任 

技術者 

第 1 種 

電 気 

主 任 

技術者 

運 転 

責任者 

本 

 

 

 

社 

原子力・立地 

本    部 
11 

10 

(10) 
5 3 1 1 0 

原 子 力 

安全・統括部 
61 

17 

(17) 
5 16 1 2 0 

原 子 力 運 営 

管 理 部 
66 

14 

(14) 
4 13 2 0 0 

原 子 力 設 備 

管 理 部 
192 

47 

(46) 
14 23 3 4 0 

原 子 燃 料 

サ イ ク ル 部 
25 

6 

(6) 
1 4 0 0 0 

原 子 力 人 財 

育成センター 
53 

12 

(12) 
3 4 2 1 0 

原 子 力 資 材 

調達センター 
8 

1 

(1) 
0 1 0 0 0 

柏 崎 刈 羽 

原子力発電所 

1,014 

[7] 

113 

(113) 

[7] 

17 

[7] 

50 

[4] 

22 

[1] 

5 

[0] 

68 

[0] 

( )内は，管理者のうち，技術者としての経験年数が10 年以上の人数を示す。 

[ ]内は，柏崎刈羽原子力発電所に常駐する本社組織所属の人数を示す。 

福島第二原子力発電所及び東通原子力建設所を除く人数を示す。 

 

 

 

第１表 本店及び東海第二発電所の技術者及び有資格者の人数 

 

 

 

 

（平成29年10月1日） 

 

技術者 

の総人 

数 

技術者

のうち

管理者

の人数 
※1 

有資格者数 

原子炉

主任技

術者有

資格者

の人数 

第 1 種

ﾎﾞｲﾗｰ･

ﾀｰﾋﾞﾝ

主任技

術者有

資格者

の人数 

第 1 種

電気主

任技術

者有資

格者の

人数 

第 1 種

放射線

取扱主

任者有

資格者

の人数 

運転責

任者の

基準に

適合し

た者の

人数 

本 

 

店 

発電 

管理室 

 

152 

 

66 

(66) 
11 3 1 36 0 

開発 

計画室 

 

57 

 

32 

(21) 
1 1 1 6 0 

その他 

各室 

 

102 

 

58 

(55) 
9 1 3 22 0 

東海第二 

発電所※2 

 

203※3 

 

83※3 

(81) 
3 8 2 18 11 

※1 ( )内は，管理者のうち，技術者としての経験年数が10 年以上の人数を示す。 

※2 東海第二発電所の人数には，東海発電所専任の者は含まない。 

※3 東海第二発電所の技術者については，運転に必要な要員（重大事故等発生時に継続し

て対応可能な要員を含む）を設置許可の運用開始時期までに主に本店より技術者を異動

させる等の方策により確保する計画である。 

 

 

第１表 電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子 

力安全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子 

力発電所の技術者の人数 

 

 

（令和２年７月１日現在） 

 

技術者

の総人

数 

技術者

のうち

管理者

の人数 

技術者のうち有資格者数 

原子炉

主任技

術者有

資格者

の人数 

第一種 

放射線

取扱主

任者有

資格者

の人数 

第一種 

ﾎﾞｲﾗｰ･ 

ﾀｰﾋﾞﾝ 

主任技 

術者有

資格者

の人数 

第一種 

電 気 

主任技

術者有

資格者

の人数 

運転責

任者の

基準に

適合し

た者の

人数 

本 

 

 

社 

電 源 事 業 

本 部 

(原子力品 

質保証， 

原 子 力 

管 理， 

原子力安 

全 技 術） 

172 
25 

(25) 
14 47 1 2 1 

電 源 事 業 

本 部 

(電源土木， 

 電源建築） 

50 
13 

(13) 
0 0 0 0 0 

 

島 根 原 子 力 

発 電 所 

 

465 

[17] 

52 

(52) 

[3] 

6 

[1] 

37 

[3] 

14 

[0] 

7 

[0] 

19 

[1] 

 

合  計 

 

687 
90 

(90) 
20 84 15 9 20 

（ ）内は，管理者のうち，技術者としての経験年数が10年以上の人数を示す。 

［ ］内は，島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の人数を示す。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1 図 原子力関係組織（平成29 年5 月1 日現在） 

第�1�図 原子力関係組織図（令和２年９月�25�日現在） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

第 2.1 図 原子力防災組織（柏崎刈羽原子力発電所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２．１図 原子力防災組織（島根原子力発電所） 

（新規制基準として申請している組織を示す） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2 図 原子力防災組織（本社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２．２図 原子力防災組織（本社） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３図 品質保証活動に係る文書体系 

（令和２年９月 25日現在） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

(1) 組織 

指針１ 設計及び工事のための組織 

 

事業者において，設計及び工事を適確に遂行するに足りる，

役割分担が明確化された組織が適切に構築されていること。① 

【解説】 

１）「設計及び工事」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格するまでをいう。但し，廃棄の事業のうち

廃棄物埋設の事業については使用前検査の制度がないこと

から，当該許可等に係る最初の廃棄体を受け入れ施設に受

け入れる時点より前をいう。 

２）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

指針５ 運転及び保守のための組織 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するに足りる，

役割分担が明確化された組織が適切に構築されているか，又は

構築される方針が適切に示されていること。② 

【解説】 

１）「運転及び保守」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格し，施設の使用を開始した後をいう。但し，

廃棄の事業のうち廃棄物埋設の事業については使用前検査

の制度がないことから，当該許可等に係る最初の廃棄体を

受け入れ施設に受け入れた時点以降をいう。 

２）「組織」には，施設の保安に関する事項を審議する委員

会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び工事，並びに運転及び保守（以下「設計

及び運転等」という。）を適切に遂行するに足りる，役割分担が明

確化された組織が適切に構築されていることを以下に示す。 

 

 

 

添付資料 

本添付資料は，東海第二発電所に関する技術的能力について， 

技術的能力指針への適合性に係る詳細事項を示す。 

 

(1) 組 織 

指針１ 設計及び工事のための組織 

 

事業者において，設計及び工事を適確に遂行するに足りる，

役割分担が明確化された組織が適切に構築されていること。① 

【解説】 

１）「設計及び工事」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格するまでをいう。但し，廃棄の事業のうち

廃棄物埋設の事業については使用前検査の制度がないこと

から，当該許可等に係る最初の廃棄体を受け入れ施設に受

け入れる時点より前をいう。 

２）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

指針５ 運転及び保守のための組織 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するに足りる，

役割分担が明確化された組織が適切に構築されているか，又は

構築される方針が適切に示されていること。② 

【解説】 

１）「運転及び保守」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格し，施設の使用を開始した後をいう。但し，

廃棄の事業のうち廃棄物埋設の事業については使用前検査

の制度がないことから，当該許可等に係る最初の廃棄体を

受け入れ施設に受け入れた時点以降をいう。 

２）「組織」には，施設の保安に関する事項を審議する委員

会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び工事，並びに運転及び保守（以下「設計

及び運転等」という。）を適切に遂行するに足りる，役割分担が

明確化された組織が適切に構築されていることを以下に示す。 

 

 

 

添付資料 

本添付資料は，島根原子力発電所に関する技術的能力について， 

技術的能力指針への適合性に係る詳細事項を示す。 

 

(1) 組織 

指針１ 設計及び工事のための組織 

 

事業者において,設計及び工事を適確に遂行するに足りる，役

割分担が明確化された組織が適切に構築されていること。① 

【解説】 

１）「設計及び工事」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格するまでをいう。但し，廃棄の事業のうち

廃棄物埋設の事業については使用前検査の制度がないこと

から，当該許可等に係る最初の廃棄体を受け入れ施設に受

け入れる時点より前をいう。 

２）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

指針５ 運転及び保守のための組織 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するに足りる，

役割分担が明確化された組織が適切に構築されているか，又は

構築される方針が適切に示されていること。② 

【解説】 

１）「運転及び保守」の範囲は，当該事業の許可等に係る使

用前検査に合格し，施設の使用を開始した後をいう。但し，

廃棄の事業のうち廃棄物埋設の事業については使用前検査

の制度がないことから，当該許可等に係る最初の廃棄体を

受け入れ施設に受け入れた時点以降をいう。 

２）「組織」には，施設の保安に関する事項を審議する委員

会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び工事，並びに運転及び保守（以下「設計

及び運転等」という。）を適切に遂行するに足りる，役割分担が明

確化された組織が適切に構築されていることを以下に示す。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，３．(1)

以降を添付資料として

記載 
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(設計及び運転等を行う組織) 

ａ．本変更に係る設計及び運転等は別紙１－１に示す既存の原子

力関係組織にて実施する。 

これらの組織は，別紙１－２に示す職制および職務権限規程

（以下「職務権限規程」という。），別紙１－３に示す「核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 43 条の 3 

の 24 第 1 項の規定に基づく柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設

保安規定（以下「保安規定」という。）等で定められた業務所掌

に基づき，明確な役割分担のもとで柏崎刈羽原子力発電所の設

計及び運転等に係る業務を適確に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

(設計及び工事に係る組織) 

(a) 本変更に係る設計及び工事の業務における役割分担について

は，別紙１－２に示す職務権限規程，別紙１－３に示す保安規

定に定められた業務所掌に基づき，以下を考慮して工事ごとに

担当する組織を決定している（①-1 原子力関係組織図，職務権

限規程，保安規定）。 

 

 

● 大規模な原子力設備工事（発電用原子炉設置変更許可申

請を伴う工事，原子力発電設備の新増設工事，重要度の

高い設備で当社原子力部門が初めて導入する設備の工事

等）に関する設計計画の策定に関する業務については，

原子力・立地本部の原子力設備管理部が実施する。 

● 大規模な原子力設備工事の具体的な設計及びその他の工

事における設計業務全般については，柏崎刈羽原子力発

電所において実施することとし，職務権限規程及び保安

規定における業務所掌に応じて担当する組織を決定して

いる。 

 

● 現地における工事に関する業務は，原子力・立地本部の

原子力設備管理部又は柏崎刈羽原子力発電所で策定した

（設計及び運転等を行う組織） 

ａ．本変更に係る設計及び運転等は別紙１－１に示す既存の原子

力関係組織にて実施する。 

これらの組織は，別紙１－２に示す当社「組織権限規程」，

別紙１－３に示す「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律」第43 条の3 の24 第1 項の規定に基づく「東海

第二発電所原子炉施設保安規定」（以下「保安規定」という。）

等で定められた業務所掌に基づき，明確な役割分担のもとで東

海第二発電所の設計及び運転等に係る業務を適確に実施する。

（①－１，①－２，①－３，①－４，②－１，②－２，②－３）。 

なお，平成13 年12 月4 日より廃止措置に着手した東海発電

所の廃止措置業務については，平成13 年6 月に本店に廃止措置

プロジェクト推進室を設置し，東海発電所と連携して対応する

とともに，東海第二発電所では，発電所長及び各グループ（炉

心・燃料グループを除く）が東海発電所と兼務しており，東海

第二発電所の運転及び保守に影響を与えることのない体制で進

めている。 

 

ｂ．本変更に係る設計及び工事の業務における役割分担について

は，組織権限規程及び保安規定に定められた業務所掌に基づく

考え方※１により，設計方針を本店の発電管理室及び開発計画室

にて定め，本設計方針に基づく，現地における具体的な設計及

び工事の業務は東海第二発電所において実施することとし，工

事毎に担当する組織を決定している。 

 

※1 業務所掌の考え方：大規模な原子力設備工事（発電用原

子炉設置変更許可申請を伴う工事，工事費用が高額で会

社財務に与える影響が大きい工事，その他新設計の導入

に伴う工事等）に関する実施計画，設計及び仕様の策定

等に関する業務については，本店の発電管理室及び開発

計画室にて設計方針として定め，本設計方針に基づく，

現地における具体的な設計及び仕様の策定に関する業務

については，東海第二発電所の保修室にて実施する。そ

の他の工事における実施計画，設計及び仕様の策定等に

関する業務については，東海第二発電所の各室にて実施

する。 

現地における工事に関する業務は，本店の発電管理室

及び開発計画室，又は東海第二発電所で実施した実施計

 

ａ．本変更に係る設計及び運転等は別紙１－１に示す既存の原子

力関係組織にて実施する。 

これらの組織は，別紙１－２に示す組織規程，別紙１－３に

示す「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

第 43 条の３の 24 第１項の規定に基づく島根原子力発電所原

子炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）等で定められた

業務所掌に基づき，明確な役割分担のもとで島根原子力発電所

の設計及び運転等に係る業務を適確に実施する（①－１，①－

２，②－１，②－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．本変更に係る設計及び工事の業務における役割分担について

は，組織規程及び保安規定に定められた業務所掌に基づく考え

方※１により，設計方針を電源事業本部（原子力管理・原子力安

全技術・電源土木・電源建築）にて定め，本設計方針に基づく，

現地における具体的な設計及び工事の業務は島根原子力発電所

において実施することとし，工事毎に担当する組織を決定して

いる。 

※１業務所掌の考え方：大規模な原子力設備工事（発電用原

子炉設置変更許可申請を伴う工事，原子力発電設備の新増

設工事等）に関する実施計画，設計及び仕様の策定等に関

する業務については，電源事業本部（原子力管理・原子力

安全技術・電源土木・電源建築）にて設計方針として定め，

本設計方針に基づく，現地における具体的な設計及び仕様

の策定に関する業務については島根原子力発電所にて実施

する。その他の工事における実施計画，設計及び仕様の策

定等に関する業務については，島根原子力発電所の各課に

て実施する。 

 

現地における工事に関する業務は，電源事業本部（原子

力管理・原子力安全技術・電源土木・電源建築），又は島根

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・組織運用の相違 

【東海第二】 

廃止措置業務は兼務

していないため，記載し

ていない 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎は業務所掌の考

え方を箇条書きで記載 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

大規模な原子力設備

工事として適用する工

事の相違 
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設計計画に基づき，柏崎刈羽原子力発電所にて実施する

こととし，職務権限規程及び保安規定における業務所掌

に応じて担当する組織を決定している。 

 

(運転及び保守に係る組織) 

(b) 本変更に係る運転及び保守の業務における役割分担について

は，別紙１－２に示す職務権限規程，別紙１－３に示す保安規

定に定められた業務所掌に基づき，以下を考慮して担当する組

織を決定している。（②-1 原子力関係組織図，職務権限規程，

保安規定） 

柏崎刈羽原子力発電所における運転管理及び保守管理に関す

る基本的な方針については，原子力・立地本部の原子力運営管

理部が策定する。 

現地における具体的な運転及び保守の業務は柏崎刈羽原子力

発電所の担当する組織が実施する。現地における業務について

は，以下のように実施する。 

 

● 運転管理に関する業務 

原子炉安全グループ，化学管理グループ，発電グループ，

作業管理グループ，当直，運転評価グループ，燃料グルー

プ 

● 保守管理に関する業務 

放射線安全グループ，保全総括グループ，タービングル

ープ，原子炉グループ，高経年化評価グループ，電気機器

グループ，計測制御グループ，環境施設グループ，環境施

設プロジェクトグループ，システムエンジニアリンググル

ープ，電子通信グループ，直営グルーブ，土木グループ，

建築グループ 

● 燃料管理に関する業務 

放射線管理グループ，当直，燃料グループ 

● 放射線管理に関する業務 

防護管理グループ，放射線安全グループ，放射線管理グ

ループ，化学管理グループ，計測制御グループ 

● 放射性廃棄物管理に関する業務 

放射線管理グループ，化学管理グループ，当直，燃料グ

ループ，計測制御グループ，環境グループ 

● 緊急時の措置に関する業務 

防災安全グループ 

画，設計及び仕様の策定に基づき東海第二発電所の各室

にて実施する（①－２，①－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及び

保守管理に関する基本的な方針を本店の発電管理室にて策定

し，現地における具体的な運転及び保守の業務は，別紙１－３

に示す保安規定に定められた業務所掌に基づき実施する。東海

第二発電所における発電用原子炉施設に係る業務所掌は下記の

とおり（②－３）。 

 

・発電用原子炉施設の運転に関する業務 

発電直，発電運営グループ，運転管理グループ，運転支援

グループ及びプラント管理グループ 

 

・発電用原子炉施設の保守管理に関する業務 

保修運営グループ，保守総括グループ，電気・制御グルー

プ，機械グループ，工務・設備診断グループ，直営電気・

制御グループ，直営機械グループ及びプラント管理グルー

プ 

 

 

・発電用原子炉施設の燃料管理に関する業務 

発電直及び炉心・燃料グループ 

・発電用原子炉施設の放射線管理及び放射性廃棄物管理に関

する業務 

放射線・化学管理グループ 

 

 

 

・非常時の措置，初期消火活動のための体制の整備に関する

業務 

原子力発電所で策定した実施計画，設計及び仕様に基づき，

島根原子力発電所の各課にて実施する（①－１，①－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．本変更に係る運転及び保守の業務については，運転管理及び

施設管理に関する基本的な方針を電源事業本部（原子力管理）

にて策定し，現地における具体的な運転及び保守の業務は，別

紙１－３に示す保安規定に定められた業務所掌に基づき実施す

る。島根原子力発電所における発電用原子炉施設に係る業務所

掌は下記のとおり（②－１，②－２）。 

 

・運転管理に関する業務 

燃料技術，放射線管理，第一発電，保修管理，電気，計

装，原子炉，タービン 

 

・施設管理に関する業務 

技術，燃料技術，放射線管理，保修管理，保修技術，電

気，計装，原子炉，タービン，土木，建築，ＳＡ工事プロ

ジェクト 

 

 

 

・燃料管理に関する業務 

燃料技術，放射線管理，第一発電 

・放射線管理に関する業務 

放射線管理，計装 

 

・放射性廃棄物管理に関する業務 

燃料技術，放射線管理，第一発電 

 

・緊急時の措置に関する業務 

技術，燃料技術，第一発電 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

ａ．と重複するため，

記載せず 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は業務名

を保安規定の章名称と

したため，発電用原子炉

施設の記載なし 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，放射線

管理と放射性廃棄物

管理の業務分掌が異

なるため業務名を統

合せず 

・記載方針の相違 
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各グループは，当該グループのグループマネージャーが業務

の遂行管理及び品質マネジメントシステムの実施を適正に行う

ことができる管理単位として定めている。 

 

(安全・品質向上に向けた組織) 

(c) 福島第一原子力発電所の事故以降，原子力・立地本部の安全・

品質が確実に向上する体制へ見直しを図るため，組織改編を行っ

た。 

具体的には，本社原子力部門の組織が６部体制に拡大してい

たため，組織横断的な課題への取り組みが遅延し，かつ発電所

側から見た本社カウンターパートが不明確であった。このため，

原子力・立地本部内の設計及び運転等に関する安全・品質に関

する計画立案，調査・分析，経営資源配分を一体的に行い，本

部内の統制を強化し安全・品質向上の取り組みを推進する「原

子力安全・統括部」を平成 25 年 9 月に本社に設置した。（①-2，

②-2 原子力関係組織図，職務権限規程，保安規定） 

「原子力安全・統括部」は，原子力安全をはじめとする安全・

品質向上のプロセス強化及び推進，原子力リスクを含む本部の

リスク管理の総括，本部の品質方針の管理・業務計画の総括・

管理，本部の組織・人事運用の総括，不適合管理・国内外運転

経験情報活用の総括等を行う。これにより，原子力・立地本部

内の統制を図り，原子力発電所に対するガバナンス，監視，モ

ニタリング及び支援を行い，原子力安全に係る機能の強化を図

っている。 

また，発電所においては，福島第一原子力発電所事故当時は，

安全に関わる組織・責任が分散されていたため，原子力安全に

関し発電所全体を俯瞰する機能として，従来の安全管理，技術

総括，放射線安全，防災安全の機能を一括管理する原子力安全

センターを設置し，原子力安全に係る組織の強化を図っている。

（①-3，②-3 原子力関係組織図，職務権限規程，保安規定） 

 

(人財育成のための組織) 

(d) 原子力部門の全社員に対し，原子力安全を高める知識・スキ

ルを継続的に学ぶ機会を提供するため，原子力・立地本部長の

元に原子力人財育成センターを平成 28 年 12 月に設置した。 

安全・防災グループ 

・保安運営の総括に関する業務 

保安運営グループ 

各グループは，担当のマネージャーが業務の遂行管理及び品

質マネジメントシステムの実施を適正に行うことができる管理

単位としている。 

 

 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，これ

まで各部門にて取り組んできた安全の取り組みを全社的かつ計

画的に推進するため，本店に安全室を設置している。また，東

海第二発電所においては，防災安全を担う部署として，安全・

防災室を設置し，原子力安全に係る組織の強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社員に対する原子力安全に関する知識・スキルの取得を強化

するため，本店総務室の体制を強化し，原子力安全を達成する

ために必要な知識・スキルを学ぶ機会を提供する人材育成計画

 

 

 

各課は，課長が業務の遂行管理及び品質マネジメントシステ

ムの実施を適正に行うことができる管理単位として定めてい

る。 

 

 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，原子

力安全関連業務の一元化による安全重視の体制を確立するた

め，本社組織を再編し，原子力安全維持・向上活動を行う電源

事業本部（原子力安全技術）を平成 24 年６月 27 日に設置し，

原子力安全に関わる活動の強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力部門における人材育成に関する取組みを強化すること

を目的に，「電源事業本部 原子力人材育成センター」を本社組

織として平成 29 年 10 月１日に設置した。 

【東海第二】 

業務項目の相違 

 

 

 

 

 

 

・組織，体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人材育成のための組織

及び取組みの相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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原子力人財育成センターでは，体系的な教育訓練アプローチ

（SAT：SystematicApproach to Training）に基づき，原子力

部門全体の人財育成に必要な教育訓練プログラムを構築・提供

するとともに，個人別の力量・資格認定を一元的に管理するこ

とで，社員各個人の長期的な人財育成プランを立案，支援する。

さらに，原子力部門の各職位・役割に必要な要件を明確化し，

要件に応じた人財育成を実施していくことで，原子力部門とし

ての技術力の維持・向上を実現する。 

 

(原子力防災組織) 

ｂ．運転及び保守の業務のうち原子力防災業務について，自然災

害や重大事故等にも適確に対処するため，所長（原子力防災管

理者）を本部長とした原子力防災組織を構築し対応する。 

本部長が緊急時態勢を発令した場合は発電所緊急時対策本部

を設置し，平時の業務体制から速やかに移行する。 

 

柏崎刈羽原子力発電所，本社における原子力防災組織の全体

像は別紙１－４に示すとおりであり（②-4 原子力防災組織図），

具体的な業務内容は別紙１－５に示す原子力災害対策特別措置

法第 7 条に基づき作成している「柏崎刈羽原子力発電所原子力

事業者防災業務計画」で定めている（②-5 防災業務計画）。 

 

(a) 柏崎刈羽原子力発電所における原子力防災組織 

福島第一原子力発電所事故では，現場が混乱し，迅速・適確

な意思決定ができなかったが，要因として発電所緊急時対策本

部の情報共有と指揮命令が混乱したことが考えられる。 

これを教訓として，指揮命令が混乱しないよう監督限界を設

定するとともに，各統括・機能班の役割を明確にし，発電所対

策本部長の権限を各統括・班長に委譲することで，上位職の指

示を待つことなく，自律的に活動可能な体制を整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の原子力防災組織は，柏崎刈羽原子力

を社員の業務，所属，職位等を考慮して策定し，支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．運転及び保守の業務のうち，自然災害や重大事故等にも適確

に対応するため，あらかじめ，原子力防災管理者である発電所

長を本部長とした原子力防災組織を構築し対応する。本部長が

警戒事態を宣言した場合は発電所警戒本部を，非常事態を宣言

した場合は発電所対策本部を設置し，平時の業務体制から速や

かに移行する。 

原子力防災組織の全体像を別紙１－４に示す（②－４）。ま

た，本店及び東海第二発電所における原子力防災組織及び具体

的な業務内容は，別紙１－５に示す「東海第二発電所 原子力事

業者防災業務計画」のとおりである（②－５，②－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 東海第二発電所の原子力防災組織は，東海第二発電所の技術

原子力人材育成センターでは，原子力部門全体（島根原子力

発電所，本社）の教育訓練業務及び原子力部門の要員養成計画

の総括業務を行い，社員の計画的な育成に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．運転及び保守の業務のうち原子力防災業務について，自然災

害や重大事故等にも適確に対処するため，発電所長（原子力防

災管理者）を本部長とした原子力防災組織を構築し対応する。 

本部長が緊急時体制を発令した場合は緊急時対策本部を設置

し，平時の業務体制から速やかに移行する。 

 

原子力防災組織の全体像を別紙１－４に示す（②－３）。また，

本社及び島根原子力発電所における原子力防災組織及び具体的

な業務内容は，別紙１－５に示す「島根原子力発電所原子力事

業者防災業務計画」のとおりである（②－４，②－５）。 

 

 

(a) 島根原子力発電所における原子力防災組織 

発電所における原子力防災組織は，その基本的な機能として，

①意思決定・指揮，②情報収集・計画立案，③復旧対応，④プ

ラント監視対応，⑤対外対応，⑥情報管理，⑦ロジスティック・

リソース管理を有しており，①の責任者として本部長が当たり，

②～⑦の機能ごとに責任者として「統括」を置いている。さら

に，「統括」の下に機能班を配置し，それぞれの機能班に「班長」

を置いている。 

原子力防災組織の活動にあたり，各機能の責任者は情報収集

を進め，それらの結果を踏まえ当面の活動目標を設定する（戦

略会議の開催）。 

あらかじめ定める要領等に記載された手順の範囲内におい

て，本部長の権限は各統括又は各班長に委譲されており，各統

括及び各班長は上位職の指示を待つことなく，自律的に活動す

る。 

島根原子力発電所の原子力防災組織は，島根原子力発電所及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

福島第一原子力発電

所事故の教訓の記載の

相違 

 

 

 

 

 

・原子力防災組織の体 

制の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，協力会

社社員も重大事故等対
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発電所の技術系社員（以下「技術者」という。），事務系社員に

より構成され，所長（原子力防災管理者）を本部長とし，原子

炉主任技術者，安全監督担当，統括のほか，8 種類の機能班で

構成される（②-4 原子力防災組織図）。各班は，業務所掌に基

づき原子力災害の発生又は拡大の防止に加え，緩和するために

必要な活動を行う（②-6 防災業務計画）。 

 

 

 

 

 

重大事故等が発生した場合は，緊急時対策要員にて初期活動

を行い，発電所外から参集した緊急時対策要員を加えて柏崎刈

羽原子力発電所の原子力防災組織が構成され，役割分担に応じ

て対応する。また，自然災害と重大事故等の発生が重畳した場

合においても，原子力防災組織にて適確に対応する。 

 

 

(b) 本社における原子力防災組織 

本社の原子力防災組織は，原子力部門のみでなく関係する他

部門も含めた全社大での体制となっており，重大事故等の拡大

防止を図り，事故により放射性物質を環境に放出することを防

止するために，特に中長期の対応について発電所対策本部の活

動を支援する。具体的には，運転及び放射線管理に関する支援

事項のほか，発電所対策本部が事故対応に専念できるよう社内

外の情報収集及び災害状況の把握，報道機関への情報発信，原

子力緊急事態支援組織等関係機関への連絡，原子力事業所災害

対策支援拠点の選定・運営，他の原子力事業者等への応援要請

やプラントメーカー等からの対策支援対応等，技術面・運用面

で支援を行う。（②-7 防災業務計画）。 

 

(原子力防災組織の特徴) 

ｃ．福島第一原子力発電所事故時における原子力災害対策活動の

反省を踏まえ，原子力防災組織は，柏崎刈羽原子力発電所の原

子力防災組織及び原子力災害対策活動を支援する組織の機能充

実を図るため，別紙１－６に示す考え方を踏まえ以下のような

改善を行た。 

(a) 原子力防災組織における監督限界の設定及び機能の整理 

者，事務系社員及び協力会社社員により構成され，原子力防災

管理者（発電所長）を本部長，所長代理等を副本部長とし，発

電用原子炉主任技術者の他，情報班等の８班で構成される（②

－４）。各班は，原子力防災管理者の指示の下（②－６），業

務所掌に基づき原子力災害の発生又は拡大を防止するために必

要な活動を行う（②－７）。原子力災害への移行時には，本店

の原子力防災組織と連携するとともに，外部からの支援を受け

る。各班の業務内容は，原子力災害の発生又は拡大を防止する

ために必要な活動を整理し，原子力防災訓練の実績等を踏まえ，

各班の班長の指揮の下，適正に活動を行うことができる管理単

位としている。 

自然災害又は重大事故等が発生した場合は，発電所に常駐し

ている統括待機当番者，重大事故等対応要員及び当直要員等に

て初期活動を行い，発電所内外から参集した参集要員を加えて

東海第二発電所の原子力防災組織が構成され，役割分担に応じ

て対処する。また，重大事故等の発生と自然災害が重畳した場

合も，原子力防災組織にて適確に対処する。 

 

(b) 本店における原子力防災組織の体制は，各班の職務をあらか

じめ定め，役割分担を明確にしている（②－８）。 

本店における原子力防災組織は，業務所掌に基づき，東海第

二発電所で原子力災害が発生した場合において東海第二発電所

が実施する災害対策活動の支援，復旧資機材の確保，応急復旧

要員の派遣及び社外への支援要請等を行う（②－８，②－９）。 

東海第二発電所及び本店における原子力防災組織は情報共有

を行い，支援，報告が必要な場合には，別紙１－５に示すとお

り情報班を経由して実施する。 

 

 

 

 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故において実施さ

れた原子力災害対策活動の実績を踏まえ，原子力防災組織は，

東海第二発電所の原子力防災組織の機能充実及び原子力災害対

策活動を支援する組織の機能充実を図るため，別紙１－６に示

す考え方を踏まえ以下のような改善を行う。 

(a) 重大事故等の収束に向けた原子力防災管理者等の役割の明確

び島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の技術系社員（以

下「技術者」という。），事務系社員及び協力会社社員により構

成され，発電所長（原子力防災管理者）を本部長とし，発電用

原子炉主任技術者，統括の他，10種類の機能班で構成される（②

－３）。各班は，業務所掌に基づき原子力災害の発生又は拡大の

防止に加え，緩和するために必要な活動を行う（②－６）。原子

力災害への移行時には，本社原子力防災組織と連携するととも

に，外部からの支援を受ける。各機能班の業務内容は，原子力

災害の発生又は拡大を防止するために必要な活動を整理し，原

子力防災訓練の実績等を踏まえ，各統括の指揮の下，適正に活

動を行うことができる管理単位としている。 

自然災害又は重大事故等が発生した場合は，緊急時対策要員

にて初期活動を行い，発電所外から参集した緊急時対策要員を

加えて島根原子力発電所の原子力防災組織が構成され，役割分

担に応じて対応する。また，自然災害と重大事故等の発生が重

畳した場合においても，原子力防災組織にて適確に対応する。 

 

 

(b) 本社における原子力防災組織 

本社における原子力防災組織の体制は，各班の職務をあらか

じめ定め，役割分担を明確にしている（②－５）。 

本社における原子力防災組織は，業務所掌に基づき，島根原

子力発電所で原子力災害が発生した場合において島根原子力発

電所が実施する事故対応の支援，復旧資機材の確保，要員の派

遣及び社外への支援要請等を行う（②－７）。 

島根原子力発電所及び本社における原子力防災組織は情報共

有を行い，支援，報告が必要な場合には，別紙１－５に示すと

おり情報管理班及び統括班を経由して実施する（②－５）。 

 

 

 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故時において実施

された原子力災害対策活動の実績を踏まえ，原子力防災組織は，

島根原子力発電所の原子力防災組織及び原子力災害対策活動を

支援する組織の機能充実を図るため，別紙１－６に示す考え方

を踏まえ以下のような改善を行う。 

(a) 重大事故等の収束に向けた原子力防災管理者等の役割の明

応を実施 

・原子力防災組織の体 

制の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は各機能

の責任者として統括を

配置 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根 2 号炉は発電所

内に参集要員を待機さ

せていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

改善内容の相違 
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(b) 原子力防災組織における交替要員（緊急時対策要員）の配置 

(c) 原子力防災組織における本部長の権限委譲 

(d) 発電所対策本部が事故収束対応に専念できる環境の整備 

(e) 原子力事業所災害対策支援拠点及び運用の整備 

(f) 対外対応の専属化 

 

 

 

 

なお，今後も原子力防災訓練の評価結果等を踏まえ，さらな

る改善を行っていく。 

 

(保安規定に基づき設置している委員会) 

ｄ．発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会

として，原子力発電保安委員会を本社に設置している。また，

発電用原子炉施設の保安運営に関する重要事項を審議する委員

会として，原子力発電保安運営委員会を発電所に設置している。 

 

原子力発電保安委員会及び原子力発電保安運営委員会で審議

する事項は，別紙１－３に示す保安規定第６条（原子力発電保

安委員会）（②-9 保安規定），保安規定第７条（原子力発電保安

運営委員会）（②-10 保安規定），別紙１－７に示す社内規定類

「保安管理基本マニュアル」（②-11 マニュアル）のとおりであ

る。また平成 2 7 年度の原子力発電保安委員会，原子力発電保

安運営委員会の開催実績を，別紙１－８及び別紙１－９に示す

（②-12 保安委員会実績,②-13 保安運営委員会実績）。 

 

 

(a) 原子力発電保安委員会 

柏崎刈羽原子力発電所にて社内規定類の制定，改定，工事計

画の認可申請等を行うに当たって，その上位となる原子炉設置

変更許可申請書又は保安規定の変更等に関する事項を審議し，

確認する（②-9 保安規定）。原子力発電保安委員会は，原子力・

立地本部長を委員長とし，原子力安全・統括部長，原子力運営

管理部長，原子力設備管理部長，原子炉主任技術者に加え，グ

ループマネージャー以上の職位の者の中から委員長が指名した

者（所長等）から構成する。このため，原子力発電保安委員会

における審議事項が柏崎刈羽原子力発電所に連携される仕組み

化，原子力防災組織の増員及び発電用原子炉主任技術者の原子

力防災組織内における位置付けの明確化 

(b) 原子力事業所災害対策支援拠点に関する事項（候補地の選定，

必要な要員及び資機材の確保） 

(c) 原子力緊急事態支援組織に関する事項（他の原子力事業者と

共同で組織を設置，定期的な訓練の実施，組織のさらなる拡充

に向けての検討） 

(d) シナリオ非提示型の原子力防災訓練の実施 

 

今後も原子力防災訓練の評価結果等を踏まえ，さらなる検討，

改善を行っていく。 

 

 

ｇ．発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会

として，原子炉施設保安委員会を本店に設置している。また，

発電用原子炉施設の保安運営に関する重要事項を審議する委員

会として，原子炉施設保安運営委員会を東海第二発電所に設置

している。 

原子炉施設保安委員会及び原子炉施設保安運営委員会が担当

する業務内容は，別紙１－３に示す保安規定第６条（原子炉施

設保安委員会）（②－10），保安規定第7 条（原子炉施設保安

運営委員会）（②－11），別紙１－７に示す社内規程「原子炉

施設保安委員会及び原子炉施設保安運営委員会要項」（②－12）

及び別紙１－８に示す社内規程「原子炉施設保安運営委員会運

営要領」（②－13）のとおりである。また，平成28 年度の原子

炉施設保安委員会，原子炉施設保安運営委員会の開催実績を，

別紙１－９及び別紙１－10 に示す（②－14，②－15）。 

 

(a) 原子炉施設保安委員会では，東海第二発電所にて社内規程の

制定，改正等を行うにあたって，その上位となる原子炉設置（変

更）許可申請書本文事項の変更又は保安規定の変更，あるいは

本店で制定している社内規程の制定，改正等に関する事項を審

議し，確認する（②－10）。原子炉施設保安委員会は，発電管

理室長を委員長とし，所長，発電用原子炉主任技術者に加え，

関係する本店のグループマネージャー以上の者から委員長が指

名した者で構成する。このため，原子炉施設保安委員会におけ

る審議事項が東海第二発電所に連携される仕組みとなってい

る。 

確化，原子力防災組織の増員及び発電用原子炉主任技術者の

原子力防災組織内における位置付けの明確化 

(b) 原子力事業所災害対策支援拠点に関する事項（候補地の選

定，必要な要員及び資機材の確保） 

(c) 原子力緊急事態支援組織に関する事項（他の原子力事業者

と共同で組織を設置，定期的な訓練の実施，組織のさらなる

拡充に向けての検討） 

(d) シナリオ非提示型の原子力防災訓練の実施 

 

今後も原子力防災訓練の評価結果等を踏まえ，さらなる検討，

改善を行っていく。 

 

 

ｇ．発電用原子炉施設の保安に関する重要事項を審議する委員会

として，原子力発電保安委員会を本社に設置している。また，

発電用原子炉施設の保安運営に関する重要事項を審議する委員

会として，原子力発電保安運営委員会を発電所に設置している。 

 

原子力発電保安委員会及び原子力発電保安運営委員会で審議

する事項は，別紙１－３に示す保安規定第６条（原子力発電保

安委員会）（②－８），保安規定第７条（原子力発電保安運営委

員会）（②－９）及び別紙１－７に示す社内規程「内部コミュニ

ケーション基本要領」（②－10）のとおりである。また，令和元

年度の原子力発電保安委員会，原子力発電保安運営委員会の開

催実績を，別紙１－８及び別紙１－９に示す（②－11,②-12）。 

 

 

 

(a) 原子力発電保安委員会 

島根原子力発電所にて社内規程の制定，改正，設計及び工事

計画の認可申請等を行うにあたって，その上位となる原子炉設

置変更許可申請書又は保安規定の変更等に関する事項を審議

し，確認する（②－８）。原子力発電保安委員会は，電源事業本

部部長（原子力管理）を委員長とし，電源事業本部部長（原子

力安全技術），発電所長，発電用原子炉主任技術者，各部長（品

質保証部長，技術部長，廃止措置・環境管理部長，発電部長及

び保修部長），電源事業本部（原子力管理）マネージャー，原子

力人材育成センター所長及び電源事業本部（原子力安全技術）
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となっている。 

 

 

 

(b) 原子力発電保安運営委員会 

柏崎刈羽原子力発電所における保安活動（運転管理，燃料管

理，放射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理，緊急時の措置

等）を実施するに当たって制定・改定・廃止される柏崎刈羽原

子力発電所が所管する社内規定類の変更方針，原子炉設置変更

許可申請を要する保全工事等，工事計画認可申請・届出（変更

認可申請・届出を含む）を要する保全工事等に関する事項を審

議し，確認する（②-10 保安規定）。原子力発電保安運営委員会

は，所長を委員長とし，原子力安全センター所長，安全総括部

長，原子炉主任技術者に加え，グループマネージャー以上の職

位の者から委員長が指名した者で構成する。原子力発電保安運

営委員会の委員長等は原子力発電保安委員会に出席するため，

原子力発電保安運営委員会における審議事項が本社に連携され

る仕組みとなっている。 

 

別紙１－１ 原子力関係組織図 

別紙１－２ 職制および職務権限規程（抜粋） 

別紙１－３ 柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙１－４ 原子力防災組織 

別紙１－５ 柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画

（抜粋） 

別紙１－６ 原子力防災組織の改善に関する考え方 

別紙１－７ 保安管理基本マニュアル（抜粋） 

 

 

別紙１－８ 原子力発電保安委員会の開催実績（平成 27 年度） 

別紙１－９ 原子力発電保安運営委員会の開催実績（平成 27 年

度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉施設保安運営委員会では，東海第二発電所における保

安活動（運転管理，燃料管理，放射性廃棄物管理，放射線管理，

保守管理，非常時の措置等）を実施するにあたって制定，改正

される東海第二発電所が所管する社内規程の変更等に関する事

項を審議し，確認する（②－11）。原子炉施設保安運営委員会

は，所長を委員長とし，発電用原子炉主任技術者，電気主任技

術者，ボイラー・タービン主任技術者及び各室長に加え，委員

長が指名した者で構成する。なお，原子炉施設保安運営委員会

における審議事項及び審議結果は，原子炉施設保安委員会への

報告事項となっているため，原子炉施設保安運営委員会の審議

内容が本店に連携される仕組みとなっている。 

 

 

 

 

別紙１－１ 原子力関係組織系統図 

別紙１－２ 組織権限規程（抜粋） 

別紙１－３ 東海第二発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙１－４ 原子力防災組織 

別紙１－５ 東海第二発電所 原子力事業者防災業務計画（抜粋） 

 

別紙１－６ 原子力防災組織の改善に関する考え方 

別紙１－７ 原子炉施設保安委員会及び原子炉施設保安運営委員

会要項（抜粋） 

別紙１－８ 原子炉施設保安運営委員会運営要領（抜粋） 

別紙１－９ 原子炉施設保安委員会の開催実績（平成28 年度） 

別紙１－10 東海第二発電所原子炉施設保安運営委員会の開催実

績（平成28年度） 

 

マネージャーに加え，委員長が指名した者で構成する。このた

め，原子力発電保安委員会における審議事項が島根原子力発電

所に連携される仕組みとなっている。 

 

(b) 原子力発電保安運営委員会 

島根原子力発電所における保安活動（運転管理，燃料管理，

放射性廃棄物管理，放射線管理，施設管理，緊急時の措置等）

を実施するにあたって制定・改正・廃止される島根原子力発電

所が所管する社内規程の変更方針，原子炉設置変更許可申請を

要する保全工事等，設計及び工事計画認可申請・届出（変更認

可申請・届出を含む）を要する保全工事等に関する事項を審議

し，確認する（②－９）。原子力発電保安運営委員会は，発電所

長を委員長とし，発電用原子炉主任技術者及び各部長（品質保

証部長，技術部長，廃止措置・環境管理部長，発電部長及び保

修部長）に加え，委員長が指名した者で構成する。原子力発電

保安運営委員会の委員長等は，原子力発電保安委員会に出席す

るため，原子力発電保安運営委員会における審議事項が本社に

連携される仕組みとなっている。 

 

別紙１－１ 原子力関係組織図 

別紙１－２ 組織規程（抜粋） 

別紙１－３ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙１－４ 原子力防災組織 

別紙１－５ 島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画（抜

粋） 

別紙１－６ 原子力防災組織の改善に関する考え方 

別紙１－７ 内部コミュニケーション基本要領（抜粋） 

 

 

別紙１－８ 原子力発電保安委員会の開催実績（令和元年度） 

別紙１－９ 原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 
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(2) 技術者の確保 

指針２ 設計及び工事に係る技術者の確保 

 

事業者において，設計及び工事を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているこ

と。③ 

【解説】 

１）「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任

者，放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，

電気主任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家

資格等で要求される知識を必要に応じて含む。 

２）「確保されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て確保する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確保 

 

事業者において，運転及び保守を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているか，

又は確保する方針が適切に示されていること。④ 

【解説】 

「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任者，

放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，電気主

任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家資格等で

要求される知識を必要に応じて含む。 

 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を行うために必要となる専門知識

及び技術・技能を有する技術者を適切に確保していることを以下

に示す。 

 

(技術者の人数) 

ａ．原子力・立地本部及び同本部に所属する原子力安全・統括部，

原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部，

原子力人財育成センター，原子力資材調達センター，柏崎刈羽

原子力発電所，柏崎刈羽原子力発電所に常駐する本社組織所属

の技術者，並びに事業を行うために必要となる有資格者の人数

(2) 技術者の確保 

指針２ 設計及び工事に係る技術者の確保 

 

事業者において，設計及び工事を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているこ

と。③ 

【解説】 

１）「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任

者，放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，

電気主任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家

資格等で要求される知識を必要に応じて含む。 

２）「確保されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て確保する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確保 

 

事業者において，運転及び保守を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているか，

又は確保する方針が適切に示されていること。④ 

【解説】 

「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任者，

放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，電気主

任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家資格等で

要求される知識を必要に応じて含む。 

 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を行うために必要となる専門知識

及び技術・技能を有する技術者を適切に確保していることを以下

に示す。 

 

 

ａ．本店及び東海第二発電所の技術者並びに事業を行うために必

要な資格名とそれらの有資格者の人数を別紙２－１に示す（③

－１，④－１）。平成29 年10 月1 日現在，本店及び東海第二

発電所における技術者（業務出向者は除く。）の人数は514 名

であり，そのうち，10 年以上の経験年数を有する管理職が223 

(2) 技術者の確保 

指針２ 設計及び工事に係る技術者の確保 

 

事業者において，設計及び工事を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているこ

と。③ 

【解説】 

１）「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任

者，放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，

電気主任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家

資格等で要求される知識を必要に応じて含む。 

２）「確保されている」には，設計及び工事の進捗に合わせ

て確保する方針が適切に示されている場合を含む。 

 

 

指針６ 運転及び保守に係る技術者の確保 

 

事業者において，運転及び保守を行うために必要となる専門

知識及び技術・技能を有する技術者が適切に確保されているか，

又は確保する方針が適切に示されていること。④ 

【解説】 

「専門知識」には，原子炉主任技術者，核燃料取扱主任者，

放射線取扱主任者，ボイラー・タービン主任技術者，電気主

任技術者，技術士等の当該事業等に関連のある国家資格等で

要求される知識を必要に応じて含む。 

 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を行うために必要となる専門知識

及び技術・技能を有する技術者を適切に確保していることを以下

に示す。 

 

 

ａ．電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技

術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者並び

に事業を行うために必要となる有資格者の人数を別紙２－１に

示す（③－１，④－１）。令和２年７月１日現在における電源事

業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源
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を別紙２－１に示す。平成 29 年 5月 1 日現在における原子力・

立地本部在籍技術者（業務出向者は除く。）数は，1,871 名であ

り，10 年以上の経験年数を有する特別管理職が 285 名在籍して

いる。 

柏崎刈羽原子力発電所の設計及び運転等に係る原子力・立地

本部，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備管

理部，原子燃料サイクル部，原子力人財育成センター，原子力

資材調達センター，柏崎刈羽原子力発電所及び柏崎刈羽原子力

発電所に常駐する本社組織所属の技術者の人数は 1,430 名であ

り，10 年以上の経験を有する特別管理職が 219 名在籍している

（③-1，④-1 技術者並びに有資格者の人数）。そのうち，柏崎

刈羽原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所に常駐する本社組

織所属の技術者の人数は 1,014  名であり，10 年以上の経験を

有する特別管理職が 113 名在籍している（③-2，④-2 技術者

並びに有資格者の人数）。 

原子力発電事業を行うにあたり必要となる主要な公的資格に

ついて，原子力・立地本部，原子力安全・統括部，原子力運営

管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部，原子力人財

育成センター，原子力資材調達センター，柏崎刈羽原子力発電

所及び柏崎刈羽原子力発電所に常駐する本社組織所属の平成

29 年 5 月 1 日現在の有資格者の人数は下記のとおりであり，

そのうち柏崎刈羽原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所に常

駐する本社組織所属の有資格者数を括弧書きで示す。 

 

原子炉主任技術者             49 名(17 名) 

第一種放射線取扱主任          114 名(50 名) 

第一種ボイラー・タービン主任技術者    31 名(22 名) 

第一種電気主任技術者           13 名( 5 名) 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者             68 名(68 名) 

 

柏崎刈羽原子力発電所の設計及び運転等にあたり，技術者及

び有資格者の休暇，疾病等による欠員，人事異動等を踏まえて

も，支障を生じない要員を確保している。 

 

設計及び工事については基本設計から現場施工管理までを含

むことから，別紙１－１，別紙１－２，別紙１－３に示したと

おり，原子力・立地本部の原子力設備管理部及び柏崎刈羽原子

名在籍している（③－２，④－２）。また，東海第二発電所に

おける技術者の人数は203 名である（③－３，④－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29 年10 月1 日現在，本店及び東海第二発電所の有資格

者の人数は次のとおりであり（③－１，④－１），そのうち，

東海第二発電所における有資格者の人数を括弧書きで示す（③

－３，④－３）。東海第二発電所の設計及び工事，また運転及

び保守にあたり，技術者及び有資格者の休暇，疾病等による欠

員，人事異動等を踏まえても，支障を生じない要員を確保して

いる。 

 

 

原子炉主任技術者             24 名( 3 名) 

第１種放射線取扱主任者          82 名(18 名) 

第１種ボイラー・タービン主任技術者    13 名( 8 名) 

第１種電気主任技術者            7 名( 2 名) 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

規準に適合した者             11 名(11 名) 

 

 

 

 

 

設計及び工事については基本設計から現場施工管理まで含む

ことから，発電管理室，開発計画室及び東海第二発電所の技術

者で対応を行う（①－１，①－２）。運転及び保守については，

土木，電源建築）及び島根原子力発電所の技術者（業務出向者

は除く。）数は 687 名であり，10 年以上の経験を有する管理者

が 90名在籍している（③－２，④－２）。そのうち，島根原子

力発電所及び島根原子力発電所に常駐する本社組織所属の技術

者の人数は 482 名であり， 10 年以上の経験を有する管理者が

55 名在籍している（③－３，④－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技

術，電源土木，電源建築）及び島根原子力発電所における令和

２年７月１日現在の有資格者の人数は次のとおりであり，その

うち島根原子力発電所及び島根原子力発電所に常駐する本社組

織所属の有資格者の人数を括弧書きで示す。島根原子力発電所

の設計及び工事，又は運転及び保守にあたり，技術者及び有資

格者の休暇，疾病等による欠員，人事異動等を踏まえても，支

障を生じない要員を確保している。 

 

原子炉主任技術者            20 名( ７名) 

第一種放射線取扱主任者          84 名( 40 名) 

第一種ボイラー・タービン主任技術者   15 名( 14 名) 

第一種電気主任技術者           ９ 名( ７名) 

運転責任者として原子力規制委員会が定める 

基準に適合した者            20 名( 20 名) 

 

 

 

 

 

設計及び工事については基本設計から現場施工管理までを含

むことから，別紙１－１，別紙１－２に示したとおり，電源事

業本部（原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載箇所の相違 

【柏崎 6/7】 

文書構成の相違 
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力発電所の技術者で対応を行う（①-1原子力関係組織図，職務

権限規程，保安規定）。運転及び保守については，運転管理及び

保守管理に関する基本的な方針策定から現場の運用管理までを

含むことから，別紙１－１，別紙１－２，別紙１－３に示した

とおり，原子力・立地本部の原子力運営管理部及び柏崎刈羽原

子力発電所の技術者で対応を行う（②-1 原子力関係組織図，職

務権限規程，保安規定）。 

また，本変更に当たっては，自然災害や重大事故等時の対応

として資機材の運搬等を社員直営で行うこととしており，大型

自動車等の資格を有する技術者も確保している。 

 

(技術者の採用) 

ｂ．過去 10 年間における全社の採用人数と原子力部門採用人数

の実績を別紙２－２に示す。震災後，平成 24 年度と平成 25 年

度は定期採用を行わなかったが，平成 26 年度から定期採用を

再開している（③-3，④-3 採用人数）。現在，確保している技

術者数にて本変更に係る設計及び運転等の対応が可能である

が，今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，円

滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ，必要な有資格

者と技術者を継続的に確保し，配置する。 

また，新規制基準施行を踏まえた適合性審査への対応等によ

り，設計及び運転等に関する業務は増加しているが，中途採用

の実施，社外労働力の確保，発電所及び本社の部門間で技術者

を融通し合うといった方策により対応している。 

 

(有資格者の必要人数の確保) 

 

 

 

 

 

 

ｃ．原子炉主任技術者は，発電用原子炉ごとに選任することが定

められていること，また，代行者 2 名を選任することから，柏

崎刈羽原子力発電所における原子炉主任技術者の必要人数は 9 

名となる。原子炉主任技術者の選任条件は別紙２－３に示すと

おり特別管理職以上としており（③-4，④-4 原子炉主任技術者

職務運用マニュアル），特別管理職の原子炉主任技術者の有資格

現場の運用管理であり，東海第二発電所の技術者で対応を行う

（②－１，②－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．過去10 年間における採用人数の実績を別紙２－２に示す（③

－４，④－４）。震災後，平成26 年度と平成27 年度は定期採

用を行わなかったが，平成28 年度より定期採用を再開してい

る。平成24 年度以降採用人数は減少しているものの，設計及び

工事を行う発電管理室，開発計画室及び東海第二発電所の合計

人数は同程度を継続して確保している。また，運転及び保守を

行う東海第二発電所の技術者は新規制基準適合性審査への対応

等により減少しているが，今後設置許可の運用開始時期までに

主に本店より技術者を異動させる等の方策により確保する計画

である。 

 

 

 

 

ｃ．原子炉主任技術者，第１種放射線取扱主任者，第１種ボイラ

ー・タービン主任技術者，第１種電気主任技術者，運転責任者

の資格を有する人数の至近5 年間の実績を別紙２－３に示す

（③－５，④－５）。上記資格の有資格者数の5 年間の推移と

しては同程度の人数を継続して確保している（③－５，④－５）。 

 

発電用原子炉主任技術者は，原子炉ごとに選任することが定

められていること，また代行者1 名を選任することから，発電

用原子炉主任技術者の必要人数は2 名となる。発電用原子炉主

任技術者の選任条件は能力等級特3 級以上又は役割ランク3 号

以上の管理職としており，能力等級特3 級以上又は役割ランク3 

号以上の管理職となる原子炉主任技術者の有資格者を全社で12 

及び島根原子力発電所の技術者で対応を行う（①－１，①－２）。

運転及び保守については，運転管理及び施設管理に関する基本

的な方針策定から現場の運用管理までを含むことから，別紙１

－１，別紙１－２に示したとおり，電源事業本部（原子力管理）

及び島根原子力発電所の技術者で対応を行う（②－１，②－２）。 

 

 

また，本変更にあたっては，自然災害や重大事故等発生時の

対応として原子炉への注水等を行うこととしており，大型自動

車等の資格を有する技術者も確保している。 

 

 

ｂ．過去 10 年間における全社の採用人数と原子力部門採用人数

の実績を別紙２－２に示す（③－４，④－４）。現在，確保して

いる技術者数にて本変更に係る設計及び運転等の対応が可能で

あるが，今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，

円滑かつ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ，必要な有資

格者と技術者を継続的に確保し，配置する。 

 

 

また，新規制基準施行を踏まえた適合性審査への対応等によ

り，設計及び運転等に関する業務は増加しているが，発電所及

び本社の部門間で技術者を融通し合うといった方策により対応

している。 

 

 

ｃ．原子炉主任技術者，第一種放射線取扱主任者，第一種ボイラ

ー・タービン主任技術者，第一種電気主任技術者，運転責任者

の資格を有する人数の至近５年間の実績を別紙２－３に示す

（③－５，④－５）。上記資格の有資格者数の５年間の推移と

しては同程度の人数を継続して確保している（③－５，④－５）。 

 

発電用原子炉主任技術者は，原子炉ごとに選任することが定

められていること，また代行者１名を選任することから，島根

原子力発電所における発電用原子炉主任技術者の必要人数は２

名となる。発電用原子炉主任技術者の選任条件は電源事業本部

における参事以上の管理職とし，代行者は課長以上としており，

原子炉主任技術者の有資格者を９名確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は重大事故

等発生時等の有資格者

確保の記載なし 

・会社組織の相違 

【東海第二】 

・採用方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

定期採用運用の相違 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

技術者の確保方法を

記載 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

至近５年間の推移を

記載 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

選任条件の相違 
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者を 33 名確保している。 

電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，原子

力発電所ごとに選任することが定められている。柏崎刈羽原子

力発電所では，電気主任技術者 1 名とその代行者 1 名以上，ボ

イラー・タービン主任技術者 3 名とその代行者 1 名以上を選任

している。選任条件は別紙２－４及び別紙２－５に示すとおり，

各主任技術者は特別管理職以上，各代行者も原則として特別管

理職以上としており（③-5，④-5 原子力設備電気主任技術者職

務運用マニュアル，原子力設備ボイラー・タービン主任技術者

職務運用マニュアル），おおむね 45 歳以上の第一種電気主任技

術者の有資格者を 10 名，おおむね 45 歳以上の第一種ボイラ

ー・タービン主任技術者を 31  名確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のことから，現在の有資格者数で，原子力発電所の運転

保守等に必要な配置ができているものの，継続的な確保の観点

から，今後も下記の方針に従い，有資格者を確保していく。 

 

(a) 資格取得の奨励 

取得を奨励する国家資格等を定め，資格取得を奨励する。そ

の際，原子力発電所の運営上，特に重要な公的資格である原子

炉主任技術者については，積極的に資格取得を推進する。具体

的には，現在の資格取得者の年齢分布等を評価し，運用に必要

な人数に余裕を加えて取得目標数を設定している。現在は，3 年

間の取得目標数を 44 人として取り組んでいる。また，各個人

が資格取得できるよう様々な取り組みを別紙 2-6 のとおり行っ

ており，継続して資格取得に努めていく。 

 

 

 

 

名確保している。 

電気主任技術者又はボイラー・タービン主任技術者は，原子

力発電所ごとに選任することが定められており，東海第二発電

所では，主任技術者を1 名とその代行者1 名を選任することか

ら，第１種電気主任技術者及び第１種ボイラー・タービン主任

技術者の必要人数はそれぞれ2 名となる。選任条件は能力等級

特３級以上又は役割ランク３号以上の管理職としており，能力

等級特３級以上又は役割ランク３号以上の管理職となる第１種

電気主任技術者の有資格者を全社で8 名，第１種ボイラー・タ

ービン主任技術者を全社で9 名確保している。 

 

 

 

放射線取扱主任者は，放射性同位元素を取り扱う事業所ごと

に選任することが定められており，放射性同位元素は東海発電

所で取り扱っているため，東海発電所にて主任技術者を1 名と

その代理者1 名を選任することから，第１種放射線取扱主任者

の必要人数は2 名となる。選任条件は能力等級特５級以上又は

役割ランク５号以上の管理職としており，能力等級特５級以上

又は役割ランク５号以上の管理職となる第１種放射線取扱主任

者の有資格者を全社で55 名確保している。 

以上のことから，現在の有資格者数で，原子力発電所の運転

保守等に必要な配置ができていることから，今後も引き続き同

程度の有資格者を確保していく。 

 

 

 

 

原子炉主任技術者については，東海総合研修センターに原子

炉主任者受験講習コースを設け筆記試験対策を行うとともに，

口頭試験前には，原子炉主任技術者資格保有者を面談員とした

模擬試験を実施している。 

また，希望者を東京大学原子力専門職大学院へ派遣する等，

計画的に資格取得に向けた取り組みを実施している。 

上記の取り組みにより，毎年数名程度受検し，年齢別に1 名

程度の有資格者を長期的に継続して確保できる計画である。 

 

 

 

電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，原子

力発電所ごとに選任することが定められており，島根原子力発

電所では，主任技術者１名とその代行者１名を選任することか

ら，第一種電気主任技術者及び第一種ボイラー・タービン主任

技術者の必要人数はそれぞれ２名となる。選任条件は別紙２－

４に示すとおり課長以上もしくはこれに準ずるもの（課長代理，

副長，担当副長）としており（③－６，④－６），課長以上もし

くはこれに準ずるものの第一種電気主任技術者の有資格者を５

名，第一種ボイラー・タービン主任技術者を 15 名確保している。 

 

 

 

放射線取扱主任者は，放射性同位元素を取り扱う事業所ごと

に選任することが定められており，放射性同位元素は島根原子

力発電所で取り扱っているため，島根原子力発電所にて主任者

を１名とその代行者１名を選任することから，第一種放射線取

扱主任者の必要人数は２名となる。選任条件は課長以上もしく

はこれに準ずるもの（課長代理，副長，担当副長）としており，

課長以上もしくはこれに準ずるものとなる第一種放射線取扱主

任者の有資格者を53名確保している。 

以上のことから，現在の有資格者数で，原子力発電所の運転

保守等に必要な配置ができていることから，今後も引き続き同

程度の有資格者を確保していく。 

 

(a) 資格取得の奨励 

取得を奨励する国家資格等を定め，資格取得を奨励する。

その際，原子力発電所の運営上，特に重要な公的資格である

原子炉主任技術者については，積極的に資格取得を推進する。

具体的には，社外機関が開催する講座や教育に一定期間業務

から離れて参加させ資格取得に必要な知識を習得させる取組

みを行っている。また，その他様々な取組みを別紙２－５の

とおり行っており，これらの取組みにより毎年度１～２名の

新規取得者を確保し，運用に必要な人数を維持することとし

ている。 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は選任者数

を記載，島根２号炉は

必要人数を記載 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

選任条件の相違 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は放射線取

扱主任者についての記

載なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は具体策を

記載している 

島根２号炉は取組方

針を記載し，具体的取組

は別紙２－５に記載し

ている 

・取組内容の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

35



 
 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(b) 資格取得（経験による認定） 

第一種ボイラー・タービン主任技術者及び第一種電気主任技

術者については，認定条件を満足した者について，順次，認定

取得手続きを進める。認定に必要な業務経験等の確認は，原子

力部門における人材育成のデータベース等を用いて行う。 

 

 

 

上記の取り組みを続けることにより，特に原子炉主任技術者

については，年齢別に一定数の有資格者を継続的に維持するこ

ととしており，今後も，特別管理職の中で必要人数 9名（正 7 名，

代行 2 名）以上の有資格者を維持していくこととしている。必

要人数の考え方については，「(6) 有資格者等の選任・配置」で

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(自然災害及び重大事故等の対応に必要な有資格者の確保) 

ｄ．平成 28 年 9 月 1 日現在の柏崎刈羽原子力発電所における重

大事故等対応に関する資格者数を別紙 2-7 に示す。 

福島第一原子力発電所事故対応において，大型自動車等の運

転操作が必要となったが，緊急時の復旧活動を原子力部門の社

員自らの手で行う準備ができておらず，対応に時間を要した。

これを踏まえ，重大事故等発生後 7 日間は当社社員によって責

任をもって復旧活動が実施できる体制を整えており，重大事故

等の対応に必要な資格を抽出し，有資格者を確保している（④

-6 重大事故等対応に関する有資格者数）。その中でも初動対応

におけるがれき撤去等，重大事故等対応時に必要な有資格者を

確保するために資格取得に取り組んでいる。 

現時点で確保している有資格者で重大事故等への対応が可能

であるが，より多くの社員が資格を取得し，重大事故等時にお

ける対応をさらに適切に実施できるように，引き続き有資格者

を確保していく。 

第１種ボイラー・タービン主任技術者及び第１種電気主任技

術者については，認定取得のために必要となる情報（氏名，学

歴及び職務経験等）について育成者リスト及び育成計画を作成

及び管理し，認定条件を満足した者について，順次，認定取得

手続きを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１種放射線取扱主任者については，東海総合研修センター

に放射線取扱主任者受験講習コース（講義／演習）を設け試験

対策を実施している。 

また，個人のさらなる専門知識及び技術・技能の向上並びに

重大事故等の対応に必要な有資格者を確保するため，東海第二

発電所にて策定している教育訓練計画により，所員の公的資格

取得に関し積極的に奨励している。 

 

 

ｄ．平成29 年10 月1 日現在の東海第二発電所における自然災害

及び重大事故等対応に関する有資格者数を別紙２－４に示す

（③－６，④－６）。 

これは，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故におい

て，大型自動車等の資格を必要とする重機等の操作が必要だっ

たことを踏まえ，東海第二発電所において検討した重大事故等

の対応に必要な資格を抽出し，有資格者を確保している。現時

点で確保している有資格者で重大事故等への対応が可能である

が，より多くの技術者が資格を取得し，重大事故等発生時にお

ける対応をさらに適切に実施できるように，有資格者を確保し

ていく（③－６，④－６）。 

 

 

 

 

 

(b) 資格取得（経験による認定） 

第一種ボイラー・タービン主任技術者及び第一種電気主任

技術者については，認定条件を満足した者について，順次，

認定取得手続きを進める。認定取得のために必要となる情報

（氏名，学歴及び職務経験等）について要員情報のデータベ

ース等を用い，認定条件を満足した者について，順次，認定

取得手続きを進めている。 

 

上記の取組みを続けることにより，特に原子炉主任技術者に

ついては，年齢別に一定数の有資格者を継続的に維持すること

としており，今後も必要人数２名（正１名，代行１名）以上の

有資格者を維持していくこととしている。必要人数の考え方に

ついては，「（６）有資格者等の選任・配置」で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．令和２年７月１日現在の島根原子力発電所における自然災害

及び重大事故等対応に関する資格者数を別紙２－６に示す。 

これは，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故対応に

おいて，大型自動車等の運転操作が必要だったことを踏まえ，

島根原子力発電所において検討した重大事故等の対応に必要な

資格を抽出し，有資格者を確保している（③－７，④－７）。現

時点で確保している有資格者で重大事故等への対応が可能であ

るが，より多くの社員が資格を取得し，重大事故等発生時にお

ける対応をさらに適切に実施できるように，有資格者を確保し

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

放射線取扱主任者の

資格取得への取組み等

を記載 
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(重大事故等対応の設計及び工事に対する技術者数) 

ｅ．重大事故等対応に係る設計及び工事の進捗による技術者数（工

事監理員）の確保実績を別紙 2-8 に示す。工事件数の最も多い

時期で 1 人あたり約 1.2 件の工事監理であり（③-6 重大事故等

対応に係る工事件数と工事監理員数），技術者の業務に対する確

実なチェック（上長によるチェック，他の技術者によるダブル

チェック）体制の構築を行うことができ，ヒューマンエラーの

防止が期待できる。このため，現状で工事監理に適切な人数を

確保していると考えられる。 

 

 

 

 

(技術者に対する資質向上) 

ｆ．技術者の技術力向上を図るため，柏崎刈羽原子力発電所を含

む原子力・立地本部で共有する設備情報データベースを構築し，

プラント設備の技術変遷，設計情報，不具合事例等に関する情

報を収集，整備している。本データベースでは，機械設備，電

気設備及び計装設備の保修に関する情報等を設備ごとに整理

し，技術者と共有している。 

 

 

また，柏崎刈羽原子力発電所の訓練施設には，所員が過去の

不具合事例を学ぶことができるように，不具合事例に関する設

備及び資料を展示し，柏崎刈羽原子力発電所における新入社員

への教育等に活用している。展示の例を別紙 2-9 に示す。 

 

柏崎刈羽原子力発電所の技術者は，これらのデータベース及

び取り組みにより技術を伝承し，現場において運転及び保守を

行うことにより，技術力の向上に努めている。 

 

(システムエンジニアの配置) 

ｇ．福島第一原子力発電所事故の反省として，発電所緊急時対策

本部の幹部メンバーの多くが福島第一原子力発電所1 号炉の非

常用復水器の機能の細部を把握していない等，十分にエンジニ

アを育てられていなかったことがある。 

この反省を踏まえ，発電所の緊急時において，プラントを迅

速かつ安全に安定化させるため，プラントのおかれた状態を理

ｅ．重大事故等対応に係る設計及び工事の進捗による技術者数（工

事管理者）の確保実績を別紙２－５に示す（③－７）。平均す

ると1 人あたり約0.4 件の工事を管理していることから，技術

者の業務に対する確実なチェック（上長によるチェック，他の

技術者によるダブルチェック）体制の構築を行うことができ，

ヒューマンエラーの防止が期待できる。このため，現状で工事

管理に適切な人数を確保していると考えられるが，今後設置許

可の運用開始時期までに，東海第二発電所において重大事故等

対処設備の設置及び既設設備の改造工事が計画されていること

から，各工程において必要な技術者を，主に本店より技術者を

異動させる等の方策により確保する計画である。（③－７）。 

 

 

ｆ．確保した技術者の資質向上を図るため，東海第二発電所及び

本店では，データベースを構築し，プラントの設計思想，建設

経験及び現場作業経験等に関する情報を収集，整備している。

本データベースでは，機械設備，電気設備及び計装設備の保修

に関する情報，原子燃料管理に関する情報，運転（系統隔離操

作含む）に関する情報並びにメーカーから入手した情報等を項

目ごとに整理し，共有している。また，東海総合研修センター

には，別紙２－６のとおり不具合事例に関する資料を展示した

スペースを設けている（③－８，④－７）。 

 

 

 

 

 

東海第二発電所の技術者等は，この取り組み等により技術を

伝承し，現場において運転保守を行うことにより，技術者の資

質向上を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ． 重大事故等対応に係る設計及び工事の進捗による技術者数

（工事管理者）の確保実績を別紙２－７に示す（③－８）。工事

件数の最も多い時期で１人あたり約 1.0 件の工事管理であり，

技術者の業務に対する確実なチェック（上長によるチェック，

他の技術者によるダブルチェック）体制の構築を行うことがで

き，ヒューマンエラーの防止が期待できる。このため，現状で

工事管理に適切な人数を確保していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

ｆ．確保した技術者の資質向上を図るため，島根原子力発電所及

び本社では，データベースを構築し，プラント設備の技術変遷，

設計情報，不具合事例等に関する情報を収集，整備している。

本データベースでは，機械設備，電気設備及び計装設備の保修

に関する情報等を設備ごとに整理し，技術者と共有している。 

 

 

 

 

また，島根原子力発電所の訓練施設には，別紙２－８のとお

り不具合事例に関する資料を展示したスペースを設けている

（③－９，④－８）。 

 

 

島根原子力発電所の技術者は，これらの取組みにより技術を

伝承し，現場において運転及び保守を行うことにより，技術者

の資質向上を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

東海第二は，必要な技

術者を確保するため方

策を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

不具合事例の活用方

法を記載 

 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎特有の取組み 
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解し，工学的安全施設の状況を類推する等，プラントの重要な

系統の機能・性能を把握したシステムエンジニアの確保が必要

であるとの認識のもと，システムエンジニアの育成を開始して

いる。 

彼らは，平常時には設計根拠や安全設計の背景等専門知識を

もとに，プラントの系統機能確保・信頼性向上のための保全計

画立案や保守に係る安全面からのサポートを実施する組織とし

て活動するが，緊急時にはシステムエンジニアとして復旧計画

の立案に関与する。 

 

(専門分野ごとに改革の責任者を設置：CFAM) 

ｈ．現状にとらわれることなく自らの専門分野を産業界全体の最

高レベルに到達させるため，本社の技術者のうち運転や保全等

別紙 2-10 に示す専門分野ごとに責任者を定め，改革の責任を担

う役割（CFAM（シーファム）：Corporate Functional Area 

Manager）を付与している。また，各発電所にも CFAM とともに

活動する役割（SFAM（エスファム）：Site Functional Area 

Manager）を定めている。彼らは，目標に対するギャップの把握，

解決すべき課題の抽出，改善策の立案及び実施の一連の活動を

平成 27 年 4 月から開始している。これにより，原子力部門全

体が世界最高水準のパフォーマンス，技術力を発揮することを

目指している。 

 

以上のことから，設計及び運転等並びに自然災害や重大事故等

対応に必要な技術者及び有資格者を確保し，技術力の向上に努め

ている。 

今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，円滑か

つ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ技術者を確保し，必要

な教育・訓練を行うことにより継続的に技術者と有資格者を育成

し，配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．本店の各実施部門においては，各専門分野を産業界全体の最

高レベルに到達させるため，自らの知識取得に取り組むととも

に，発電所への指導・助言（オーバーサイト）を行う。これに

より，発電所における目標に対するギャップを把握し，また解

決すべき課題の抽出を行い，これらを協働で解決することによ

り世界最高水準のパフォーマンス，技術力を発揮することを目

指している。 

 

 

 

 

 

以上のことから，設計及び運転等並びに自然災害や重大事故等

の対応に必要な技術者及び有資格者を確保し，資質向上に努めて

いる。 

今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，円滑か

つ確実な業務遂行を図るため，必要な教育及び訓練を行うととも

に，採用を通じ，必要な技術者及び有資格者を継続的に確保し，

配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技

術）においては，各専門分野を産業界全体の最高レベルに到達

させるため，管理者自らがパフォーマンス目標に対するギャッ

プを把握し，解決すべき問題点等を明確にするとともに，発電

所への指導・助言（オーバーサイト）を行う活動を開始してお

り，これにより，パフォーマンスを向上させることを目指して

いる。 

 

 

 

 

 

以上のことから，設計及び運転等並びに自然災害や重大事故等

の対応に必要な技術者及び有資格者を確保し，技術力の向上に努

めている。 

今後とも設計及び運転等を適切に行い，安全を確保し，円滑か

つ確実な業務遂行を図るため，採用を通じ技術者を確保し，必要

な教育・訓練を行うことにより継続的に技術者と有資格者を育成

し，配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

CFAM/SFAM による取

組みとオーバーサイト

との相違 
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別紙２－１ 原子力・立地本部及び同本部に所属する原子力安

全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，

原子燃料サイクル部，原子力人財育成センター，原

子力資材調達センター及び柏崎刈羽原子力発電所在

籍技術者並びに有資格者の人数 

別紙２－２ 全社と原子力部門の採用人数について 

 

 

 

別紙２－３ 原子炉主任技術者職務運用マニュアル（抜粋） 

別紙２－４ 原子力設備電気主任技術者職務運用マニュアル（抜

粋） 

別紙２－５ 原子力設備ボイラー・タービン主任技術者職務運用

マニュアル（抜粋） 

別紙２－６ 原子炉主任技術者資格取得に向けた取り組み 

 

別紙２－７ 柏崎刈羽原子力発電所における重大事故等対応に関

する有資格者数 

別紙２－８ 柏崎刈羽原子力発電所における重大事故等対応に係

る工事件数と工事監理員数 

別紙２－９ 不具合事例に関する設備及び資料の展示 

別紙２－１０ CFAM/SFAM 設置分野一覧表 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－１ 本店及び東海第二発電所における有資格者等の人数 

 

 

 

 

別紙２－２ 採用人数について 

 

別紙２－３ 有資格者の人数の推移（至近5 ヶ年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２－４ 東海第二電所における自然災害及び重大事故等対応

に関する有資格者数 

別紙２－５ 重大事故等対応に係る工事件数と工事管理者数 

 

別紙２－６ 東海総合研修センターにおける不具合事例の展示 

別紙２－１ 電源事業本部（原子力品質保証，原子力管理，原子

力安全技術，電源土木，電源建築）及び島根原子力

発電所在籍技術者並びに有資格者の人数 

 

 

別紙２－２ 全社と原子力部門の採用人数について 

 

別紙２－３ 有資格者の人数の推移（至近５ヶ年） 

 

別紙２－４ 主任技術者の選任・解任および職務等に関する基本

要領（抜粋） 

 

 

 

別紙２－５ 原子炉主任技術者資格取得に向けた取組み 

 

別紙２－６ 島根原子力発電所における自然災害及び重大事故等

対応に関する有資格者数 

別紙２－７ 島根原子力発電所における重大事故等対応に係る工

事件数と工事管理者数 

別紙２－８ 島根原子力発電所における不具合事例の展示 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎特有の取組み 
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(3) 経験 

指針３ 設計及び工事の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の設

計及び工事の経験が十分に具備されていること。⑤ 

【解説】 

「経験が十分に具備されていること」には，当該事業等に

係る国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設

での研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されているか，

又は設計及び工事の進捗に合わせて獲得する方針が適切に示

されていることを含む。 

 

指針７ 運転及び保守の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の運

転及び保守の経験が十分に具備されているか，又は経験を獲得

する方針が適切に示されていること。⑥ 

【解説】 

「経験が十分に具備されている」には，当該事業等に係る

国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設での

研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されていることを

含む。 

 

 

本変更に係る同等又は類似の施設の設計及び運転等の経験が十

分に具備されていることを以下に示す。 

 

 

(自社発電所の建設を通じた設計及び運転等の経験) 

ａ．当社は，昭和 30 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準

備等を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係施

設へ多数派遣し，技術的能力の蓄積に努めている。 

また，下表に示すように，昭和 46 年 3 月に沸騰水型軽水炉

（以下「BWR 」という。）を採用した福島第一原子力発電所１号

炉の営業運転を開始して以来，種々の技術的課題に挑戦し問題

を解決しながら，安全性・信頼性の面で優れた原子力発電プラ

ントの実現のために，それまでの建設・運転・保守の経験と最

新の技術を設計に適宜取り入れながら絶えず改良を続けてき

(3) 経 験 

指針３ 設計及び工事の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の設

計及び工事の経験が十分に具備されていること。⑤ 

【解説】 

「経験が十分に具備されていること」には，当該事業等に

係る国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設

での研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されているか，

又は設計及び工事の進捗に合わせて獲得する方針が適切に示

されていることを含む。 

 

指針７ 運転及び保守の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の運

転及び保守の経験が十分に具備されているか，又は経験を獲得

する方針が適切に示されていること。⑥ 

【解説】 

「経験が十分に具備されている」には，当該事業等に係る

国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設での

研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されていることを

含む。 

 

 

本変更に係る同等又は類似の施設の設計及び運転等の経験が十

分に具備されていることを以下に示す。 

 

 

 

ａ．当社は，昭和32 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準備

を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係諸施設

へ多数派遣し，技術的能力の蓄積に努めている。また，昭和41 年

7 月に東海発電所の営業運転を開始して以来，計4 基の原子力

発電所を有し，平成13 年12月から廃止措置に着手した東海発電

所及び平成29 年4 月から廃止措置に着手した敦賀発電所1 号

炉を除き，今日においては，計2 基の原子力発電所を有し，順

調な運転を行っている。 

 

(3) 経験 

指針３ 設計及び工事の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の設

計及び工事の経験が十分に具備されていること。⑤ 

【解説】 

「経験が十分に具備されていること」には，当該事業等に

係る国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設

での研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されているか，

又は設計及び工事の進捗に合わせて獲得する方針が適切に示

されていることを含む。 

 

指針７ 運転及び保守の経験 

 

事業者において，当該事業等に係る同等又は類似の施設の運

転及び保守の経験が十分に具備されているか，又は経験を獲得

する方針が適切に示されていること。⑥ 

【解説】 

「経験が十分に具備されている」には，当該事業等に係る

国内外の同等又は類似の施設への技術者派遣や関連施設での

研修を通して，経験及び技術が十分に獲得されていることを

含む。 

 

 

本変更に係る同等又は類似の施設の設計及び運転等の経験が十

分に具備されていることを以下に示す。 

 

 

 

ａ．当社は，昭和 31 年以来，原子力発電に関する諸調査，諸準備

等を進めるとともに，技術者を国内及び国外の原子力関係諸施

設へ多数派遣し，技術的能力の蓄積に努めている。 

また，昭和 49 年３月に沸騰水型軽水炉（以下，「ＢＷＲ」と

いう。）を採用した島根原子力発電所１号炉の営業運転を開始し

て以来，計２基の原子力発電所を有し，平成 29 年４月に廃止措

置に着手した１号炉を除き，今日において１基の原子力発電所

を有している。 

なお，３号炉についても平成 17 年 12 月に建設工事に着工し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運転経験の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は設計改良

の具体策を記載 
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た。これまで計 17プラントの建設工事を行うとともに，約 45 年

（約 500 炉・年）に亘る原子力発電プラントの運転及び保守の

実績を蓄積している。 

当社初の原子力発電プラントである福島第一原子力発電所 1 

号炉で BWR-3 を導入して以降，福島第一原子力発電所 2～5 号

炉では BWR-4，福島第一原子力発電所 6 号炉，福島第二原子力

発電所 1 号炉及び柏崎刈羽原子力発電所 1 号炉では BWR-5，福

島第二原子力発電所 2～4 号炉及び柏崎刈羽原子力発電所 2～5 

号炉では BWR-5 （マークⅡ改），柏崎刈羽原子力発電所 6 号及

び 7 号炉では改良型沸騰水型軽水炉（以下「ABWR 」という。）

を採用することで，安全性の向上に加え，保守点検の作業性向

上，被ばく低減に関する改良を順次行ってきた。特に ABWR に

おいては，インターナルポンプの採用による大口径配管破断に

よる大 LOCA 防止，非常用炉心冷却装置のうち高圧冷却系シス

テムを強化することで高圧・低圧の 2 種の冷却システムをそれ

ぞれ有する 3 区分独立構成の採用，ディジタル型安全保護系の

導入による信頼性の高い論理回路の適用等，最新の技術を導入

し安全性を向上させている。 

 

 

 

(保守業務等の実績) 

ｂ．当社は，原子力発電所の安全性と信頼性を確保し，原子力発

電所を構成する構築物，系統及び機器が所定の機能を発揮し得

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力発電所   （原子炉熱出力）  営業運転の開始 

東 海 発 電 所  （ 585MW）  昭和41 年 7 月25 日 

（平成13 年10 月4 日原子炉の解体の届出） 

（平成18 年6 月30 日廃止措置計画認可） 

東海第二 発 電 所 （3,293MW）  昭和53 年11 月28 日 

敦賀発電所  1 号炉 （1,064MW）  昭和45 年 3 月14 日 

（平成29 年4 月19 日廃止措置計画認可） 

敦賀発電所  2 号炉 （3,423MW）  昭和62 年 2 月17 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及び

工事を通して豊富な経験を有し，技術力を維持している。また，

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力発電所   原子炉熱出力(MW)    営業運転の開始 

島 根 １号炉      1,380    昭和 49年３月 29日 

（平成29年４月19 日廃止措置計画認可） 

２号炉         2,436    平成元年２月 10 日 

３号炉     3,926   （平成 17 年 12 月着工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．当社は，これら原子力発電所の建設時及び改造時の設計及び

工事を通して豊富な経験を有し，技術力を維持している。また，
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るにあるよう努めるとともに，保守業務を継続的に改善してい

くことで，より設備の安全性と信頼性を向上させ，保守に関す

る経験を蓄積してきた。 

当社は，平成 14 年 8 月 29 日に公表した自主点検作業記録

に関するトラブル隠しの反省を踏まえて制定された「原子力発

電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111）」（以下，

「JEAC4111」という。）及び「原子力発電所の保守管理規程

（JEAC4209）」（以下，「JEAC4209」という。）に則するかたちに，

保守管理についての考え方を再整備するとともに，保守管理体

系について見直しを実施した。 

その後，当社の保守管理は，従来の時間計画保全（定期的な

分解点検）を基本にした保全方式から，構築物，系統及び機器

の故障等によるプラントへの影響評価をベースに決定した重要

度に基づき，時間計画保全（点検間隔の変更を含む），状態監視

保全及び事後保全から最も適切な保全方式を選定する方式（ 以

下 「RCM 」(Reliability Centered Maintenance)という。）に

転換することを目指している。 

また，RCM を確実に実施していくためには，膨大な状態監視

保全データを効率よく収集し評価することが重要であるため，

基本となる機器マスターデータベースの整備と，機器マスター

データベースと連携の取れた点検履歴データベース等の構築・

整備についても取り組んでいる。 

これらの経緯を踏まえ，現状の保守管理業務は，JEAC4111 及

び JEAC4209 に準拠するかたちで，以下に示す保守に関する計

画，実施，評価及び改善（以下、「PDCA」という。）の基本要件

を定めた保守管理計画に基づき実施しており，今後も継続的に

改善を実施していく。 

● 保守管理の実施方針及び保守管理目標 

● 保全プログラムの策定 

● 保全対象範囲の策定 

● 保全重要度の設定 

● 保全活動管理指標の設定，監視計画の策定及び監視 

● 保全計画の策定 

● 保全の実施 

● 点検・補修等の結果の確認・評価 

● 点検・補修等の不適合管理，是正処置及び予防処置 

● 保全の有効性評価 

● 保守管理の有効性評価 

営業運転開始以来，計 4 基の原子力発電所において，約 50 年

に及ぶ運転並びに東海発電所及び敦賀発電所1 号炉での廃止措

置を行っており，運転及び保守について十分な経験を有してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業運転開始以来，計２基の原子力発電所において，約 45年に

及ぶ運転並びに島根原子力発電所１号炉での廃止措置を行って

おり，運転及び保守について十分な経験を有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，過去の教

訓を生かした取組みを

記載 
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● 情報共有 

 

(設備改造の実績) 

(a) 本変更に関して，設計及び工事の経験として，柏崎刈羽原子

力発電所において平成 22 年には 1 号炉起動領域モニタへの変

更，平成 23 年には雑固体廃棄物の処理方法への固型化処理（モ

ルタル）の追加並びに平成 26 年には使用済燃料輸送容器保管

建屋等の設計及び工事を順次実施している。 

また，耐震安全性向上工事として，平成 20 年から原子炉建

屋屋根トラス，原子炉建屋天井クレーン，燃料取替機等につい

て設計及び工事を実施している。 

 

(保守・改良工事等による継続的な改善の実績) 

(b) これまで当社のプラントでは，応力腐食割れ（以下「SCC」

という。）によるステンレス鋼製機器（原子炉内構造物，原子炉

再循環系配管等）の損傷事例が確認されており，柏崎刈羽原子

力発電所ではこの対策として，原子炉再循環系配管の取替を行

っている。 

また，酸化チタンを原子炉内に注入し光触媒として利用する

ことにより，原子炉を構成する材料の腐食電位を低下させて原

子炉内ステンレス系材料の SCC を抑制する技術を開発，福島第

二原子力発電所 1 号炉に適用し効果を確認した。 

大規模で長期にわたる工事の実績としては，福島第一原子力

発電所 3 号炉における世界初の炉心シュラウド交換を実施し，

その後，福島第一原子力発電所 1 号，2 号及び 5 号炉において

も実施した実績を有する。 

配管減肉管理については，内部流体による配管減肉事象が確

認されており，この対策として，材料の見直し（炭素鋼から低

合金鋼に変更）や，オリフィス等の乱流発生要素の設置位置見

直し等の改造を実施している。 

さらに小口径配管について，配管振動によるソケット溶接部

の疲労割れ等の損傷事例が確認されたため，溶接方法の変更（ソ

ケット溶接から突合せ溶接に変更）を実施している。 

 

 

福島第一原子力発電所事故以降は，事故の反省を踏まえ，重

大事故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するため，

可搬型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段から保

 

 

 

ｂ．本変更に関して，設計及び工事の経験として，東海第二発電

所において平成19 年には給水加熱器の取替え及び平成21 年に

は固体廃棄物作業建屋設置工事等の設計及び工事を順次実施し

ている。また，耐震裕度向上工事として，残留熱除去系熱交換

器，可燃性ガス処理系配管，中央制御室換気空調系ダクトサポ

ート，排気筒について設計及び工事を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大事

故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するため，可搬

型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段から保守点

 

 

 

(a) 本変更に関して，設計及び工事の経験として，島根原子力

発電所において平成 19年から平成 20 年にかけて，非常用炉

心冷却系ストレーナの取替工事，平成 22 年から平成 24年に

かけて，原子炉再循環系配管の取替工事等の設計及び工事を

順次実施している。 

また，耐震安全性向上工事として，平成 21年からは残留熱

除去系配管等の支持構造物，原子炉建物屋根トラス，原子炉

建物天井クレーン，燃料取替機等について設計及び工事を実

施している。 

 

(b) これまで他社プラントにおいて，応力腐食割れによるステ

ンレス鋼製機器（原子炉内構造物，原子炉再循環系配管等）

の損傷事例が確認されており，島根原子力発電所ではこの対

策として，原子炉再循環系配管，液体ポイズン系配管，計装

配管等の低炭素ステンレス鋼材への取替，及び原子炉再循環

系配管，残留熱除去系配管の溶接部に対し，高周波加熱処理

（ＩＨＳＩ）を行っている。 

 

 

大規模で長期にわたる工事としては，島根原子力発電所１ 

号炉における炉心シュラウド交換を実施した実績を有する。 

 

 

配管減肉管理については，内部流体による配管減肉事象が

確認されており，この対策として，材料の見直し（炭素鋼か

ら低合金鋼に変更）や，オリフィス等の乱流発生要素の設置

位置見直し等の改造を実施している。 

さらに，小口径配管について，他社のプラントにおいて配

管振動によるソケット溶接部の疲労割れなどの損傷事例が確

認されたことを踏まえ，島根原子力発電所では溶接方法の変

更（ソケット溶接から突合せ溶接に変更）及びサポートの追

設を実施している。 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，重大

事故等の事故状況下においても復旧を迅速に実施するため，

可搬型重大事故等対処設備の操作訓練はもとより，普段から

 

 

 

 

 

・工事実績の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

柏崎 6/7 及び島根 2

号炉は，保守・改良工事

等による継続的な改善

の実績について記載 
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守点検活動を社員自らが行い，知識・技能の向上を図り，緊急

時に社員自らが直営で実施できるよう，以下のような取り組み

を行っている。 

● ポンプ用電動機の取替作業 

● 弁・ポンプの分解点検 

● 運転員による設備診断 

● 足場組立て・空調ダクトの修理作業 

● 低圧・高圧ケーブル端末処理 

 

(安全性向上対策に関する設計・工事及び保守の実績) 

(c) 当社はこれまで，アクシデントマネジメント対策として，耐

圧強化ベント設備の追加，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器

への代替注水設備の追加，非常用電源のユニット間融通設備の

追加，アクシデントマネジメント実施に必要な計装系の追加と

計測レンジの変更を検討し，対策工事を実施している。 

 

また，経済産業大臣の指示に基づき実施した緊急安全対策に

より，電源車，消防ポンプ等の配備に関する設計検討を行い，

対策工事を実施している。 

さらに，新規制基準施行前に独自に実施した安全性向上策と

して，防潮堤，淡水貯水池，ガスタービン発電機車，緊急用の

高圧配電盤，代替海水熱交換器設備の設置等に関する設計検討

を行い，対策工事を実施している。 

 

また，社内規定類の改正対応や習熟訓練による運転の知識・

技能の向上を図るとともに，工事と保守経験を継続的に積み上

げている。 

本変更に係る技術的能力の経験として，アクシデントマネジ

メント対策，緊急安全対策等の安全性向上対策の経験を以下に

示す。 

①アクシデントマネジメント対策について 

米国スリーマイルアイランドの事故以降，アクシデントマネ

ジメントの検討，整備を実施してきている。設備面では，原子

炉圧力容器及び原子炉格納容器の健全性を維持するための機能

をさらに向上させるものとして，復水補給水系，消火系による

原子炉代替注水，原子炉格納容器スプレイ及び下部ドライウェ

ルへの代替注水手段の確保，耐圧強化ベントラインの設置及び

発電用原子炉施設間での電源融通に関する設備改造を実施して

検活動を社員自らが行い，知識・技能の向上を図り，緊急時に

社員自らが直営で実施できるよう取り組みを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対策

として，再循環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿入設

備の追加，原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加，原子

炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント設備の追加及び高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機から非常用直流母線への予備充

電器を介した電源融通設備の追加を検討し，対策工事を実施し

ている。また，経済産業大臣の指示に基づき実施した緊急安全

対策により，高圧電源車，消防ポンプ等の配備に関する設計検

討を行い，対策工事を実施している。 

 

 

 

 

 

また，運転及び保守に関する社内規程の改正対応や習熟訓練

による運転の知識・技能の向上を図るとともに，工事と保守経

験を継続的に積み上げている。 

本変更に係る技術的能力の経験として，アクシデントマネジ

メント対策，緊急安全対策の経験を以下に示す。 

 

(a) アクシデントマネジメント対策について 

米国スリーマイルアイランド原子力発電所の事故以降，アク

シデントマネジメントの検討，整備を実施してきた。設備面で

は，発電用原子炉及び原子炉格納容器の健全性を維持するため

の機能をさらに向上させるものとして，以下の設備改造を実施

している。 

・原子炉停止機能にかかわるもの 

：再循環ポンプトリップ設備及び代替制御棒挿入設備の追加 

知識・技能の向上を図り，緊急時に社員自らが直営で実施で

きるよう，以下のような取組みを行っている。 

・電源喪失時の重要パラメータ監視計器復旧作業 

・高圧ケーブル敷設及び接続作業 

・可搬型重大事故等対処設備への燃料補給作業 

 

 

 

 

 

(c) 更なる安全性向上の観点からアクシデントマネジメント対

策として，再循環ポンプトリップ設備の追加，代替制御棒挿

入設備の追加，原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加，

原子炉自動減圧設備の追加，耐圧強化ベント設備の追加及び

非常用電源のユニット間融通設備の追加を検討し，対策工事

を実施している。 

また，経済産業大臣の指示に基づき実施した緊急安全対策

により，高圧発電機車，消防ポンプ等の配備に関する設計検

討を行い，対策工事を実施している。 

さらに，新規制基準施行前から独自に実施した安全性向上

策として，防波壁，移動式代替熱交換器設備の設置等に関す

る設計検討を行い，対策工事を実施している。 

 

 

また，運転及び保守に関する社内規定類の改正対応や習熟

訓練による運転の知識・技能の向上を図るとともに，工事と

保守経験を継続的に積み上げている。 

本変更に係る技術的能力の経験として，アクシデントマネ

ジメント対策，緊急安全対策等の安全性向上対策の経験を以

下に示す。 

①  アクシデントマネジメント対策について 

米国スリーマイルアイランドの事故以降，アクシデント

マネジメントの検討，整備を実施してきている。設備面で

は，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器の健全性を維持す

るための機能を更に向上させるものとして，以下の設備改

造を実施している。 

・原子炉停止機能にかかわるもの 

再循環ポンプトリップ設備及び代替制御棒挿入設備の

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

保守点検における直

営作業の有無 

・実施項目の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・AM 対策工事の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

新規制基準施行以前

からの安全性向上策の

有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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いる。加えて， BWR-5 である柏崎刈羽原子力発電所 1 号から 5 

号炉においては，原子炉停止機能の向上に寄与する再循環ポン

プトリップ及び代替制御棒挿入，原子炉圧力容器への注水機能

の向上に寄与する原子炉減圧の自動化を実施している。 

 

 

 

 

 

また，柏崎刈羽原子力発電所が所管する社内規定類にアクシ

デントマネジメントに関する記載を検討，追加し，シミュレー

タ訓練，机上教育を通じて，知識，技能の維持向上に努め，継

続的に改善を加えている。 

 

②中越沖地震の教訓の取り込みについて 

平成 19 年 7 月の中越沖地震後における安全対策として，排

気筒や建屋の屋根を支えるトラス（鉄骨構造）の耐震強化を行

うとともに，国内の原子力発電所としては初となる免震重要棟

を設置した。また，消火系ラインに建屋外から注水できるライ

ンを追設した。 

③緊急安全対策等について 

緊急安全対策については，緊急時の電源確保，発電用原子炉，

使用済燃料プールの除熱機能の確保等の観点から以下の対策を

実施している。 

● 緊急時の電源確保 

電源車の配備，接続ケーブルの配備。 

● 発電用原子炉，使用済燃料プールの注水・冷却機能の確

保 

予備ボンベ等を用いた原子炉減圧手順の整備，電源車等

による補給水ポンプ等への電力供給又は消防車による注水

手順の整備 

 

● 津波等に係る浸水対策 

安全上重要な設備が設置されている建屋入口扉の浸水防

止対策及び貫通部の止水処理の実施。 

また，緊急安全対策に加え，新規制基準施行より以前に，発

電用原子炉及び使用済燃料プールの燃料損傷防止に対する一層

の安全性向上を図るため，主に「防潮堤の設置」，「建屋への浸

・原子炉及び格納容器への注水機能にかかわるもの 

：既存の代替注水設備（消火系，復水補給水系）間の連絡配

管の設置，ペデスタル部への注水配管及び流量計の設置並

びに原子炉自動減圧設備の追加 

・格納容器からの除熱機能にかかわるもの 

：耐圧強化ベント設備の追加 

・安全機能のサポート機能にかかわるもの 

：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から非常用直流母線

への予備充電器を介した電源融通設備の追加 

また，東海第二発電所が所管する社内規程にアクシデントマ

ネジメントに関する記載を検討，追加し，シミュレータ訓練，

机上教育を通じて，知識，技能の維持向上に努め，継続的に改

善を加えている。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 緊急安全対策について 

緊急安全対策については，緊急時の電源確保，発電用原子炉

及び使用済燃料ピットの除熱機能の確保等の観点から以下の対

策を実施した。 

・緊急時の電源確保 

：高圧電源車の配備 

・発電用原子炉及び使用済燃料ピットの除熱機能の確保 

：消防ポンプ，ホースの配備，海水ポンプモータ予備品の保

有 

 

 

 

・津波等に係る浸水対策 

：安全上重要な設備が設置されている建屋入口扉の水密化及

び貫通部の止水対策の実施 

 

 

 

追加 

・原子炉及び格納容器への注水にかかわるもの 

原子炉又は格納容器への代替注水設備の追加及び原子

炉自動減圧設備の追加 

・格納容器からの除熱機能にかかわるもの 

原子炉格納容器耐圧強化ベント設備の追加 

・安全機能のサポート機能にかかわるもの 

非常用電源のユニット間融通設備の追加 

 

また，島根原子力発電所が所管する社内規定類にアクシ

デントマネジメントに関する記載を検討，追加し，シミュ

レータ訓練，机上教育を通じて，知識，技能の維持向上に

努め，継続的に改善を加えている。 

 

 

 

 

 

 

 

② 緊急安全対策等について 

緊急安全対策については，緊急時の電源確保，発電用原

子炉及び燃料プールの除熱機能の確保等の観点から以下の

対策を実施している。 

・緊急時の電源確保 

高圧発電機車の配備，電源ケーブルの配備 

・発電用原子炉及び使用済燃料プールの注水・冷却機能

の確保 

消防ポンプ車，消防ホース，窒素ガスボンベの配備， 

注水継続又は代替注水のための純水タンク，ろ過水タ

ンク，輪谷貯水槽及び海水を水源としての注水手順の

整備 

・津波等に係る浸水対策 

安全上重要な設備が設置されている建物入口扉の浸

水防止対策及び貫通部の止水処理の実施 

また，緊急安全対策に加え，新規制基準施行より以前か

ら，発電用原子炉及び使用済燃料プールの燃料損傷防止に

対する一層の安全性向上を図るため，主に「防波壁の設置」，

【柏崎 6/7】 

東海第二及び当社は

対策内容を箇条書きで

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎は中越沖地震に

おける安全対策として

実施した工事実績を記

載 

 

 

 

 

 

・緊急安全対策内容の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

柏崎及び当社は，新規
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水防止」及び「除熱・冷却機能の更なる強化」の 3 つの観点か

ら安全性向上策を実施している。 

● 防潮堤の設置 

● 建屋への浸水防止 

原子炉建屋の防潮壁・防潮板の設置，原子炉建屋等の扉

の水密化，海水取水ラインハッチ等の止水及びタービン建

屋と原子炉建屋間の貫通部の止水。 

● 除熱・冷却機能の更なる強化 

淡水貯水池の設置，ガスタービン発電機車等の追加配備，

緊急用の高圧配電盤の設置と原子炉建屋への常設ケーブル

の敷設，代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設備の配備，

原子炉建屋トップベント設備の設置，環境モニタリング設

備等の増強，及び高台への緊急時用資機材倉庫の設置。 

 

(新規制基準対応を踏まえた設計及び工事の実績) 

ｃ．新規制基準施行を踏まえ，柏崎刈羽原子力発電所では 62 事

象の自然現象及び人為事象を評価した上で下記のような自然災

害等対策及び重大事故等対策に関する検討，設備改造工事等を

進めている。また，これらの対策を運用する体制，手順につい

ても整備を進めている。 

 

 

 

 

 

(a) 自然災害等対策について 

● 地震 

設計基準対象施設の耐震クラスに応じて，地震による加

速度によって作用する地震力に対する設計，設計基準対象

施設の耐震設計に用いる地震力の算定，設計基準対象施設

の耐震設計における荷重の組み合わせと許容限界の考慮に

よる設計を実施している。 

● 津波 

設計基準対象施設が設置された敷地において，基準津波

による遡上波を地上部から到達又は流入させない設計並び

に取水路及び放水路等の経路から流入させない設計を検討

している。また，水密扉の設置及び貫通部の止水対策を実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．新規制基準施行を踏まえ，下記のような自然災害等対策及び

重大事故等対策に関する検討，設備改造工事等を実施している。

また，これらの対策を運用する体制，手順についても整備して

いる。 

 

 

 

 

 

 

(a) 自然災害等対策について 

地震：地震による加速度によって作用する地震力に対する設計，

設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定，設計

基準対象施設の耐震設計における荷重の組み合わせと許容

限界の考慮による設計について検討し，基本設計を実施し

た。 

 

津波：設計基準対象施設が設置された敷地において，基準津波

による遡上波を地上部から到達又は流入させない設計並び

に取水路及び放水路等の経路から流入させない設計につい

て検討し，基本設計を実施した。また，水密扉の設置及び

貫通部の止水対策を実施している。 

 

「建物への浸水防止」及び「除熱・冷却機能の更なる強化」

の３つの観点から安全性向上策を検討・実施している。 

・防波壁の設置 

・建物への浸水防止 

原子炉建物等の扉の水密化及びタービン建物と原子

炉建物間の貫通部の止水 

・除熱・冷却機能の更なる強化 

原子炉補機海水ポンプ用電動機の予備品，原子炉補

機海水ポンプエリアへの防水壁の設置，代替水中ポン

プ及び移動式代替熱交換器設備の配備，環境モニタリ

ング設備等の増強 

 

 

 

 

ｃ．新規制基準施行を踏まえ，島根原子力発電所では 78 事象の自

然現象及び人為事象を評価した上で下記のような自然災害等対

策及び重大事故等対策に関する検討，設備改造工事等を進めて

いる。また，これらの対策を運用する体制，手順についても整

備を進めている。 

 

 

 

 

 

(a) 自然災害等対策について 

地震：地震による加速度によって作用する地震力に対する設

計，設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定，

設計基準対象施設の耐震設計における荷重の組合せと許

容限界の考慮による設計を実施している。 

 

 

津波：設計基準対象施設が設置された敷地において，水密扉

の設置，貫通部の止水対策等を実施し，基準津波による

遡上波を地上部から到達又は流入させない設計並びに取

水路，放水路等の経路から流入させない設計としている。 

 

 

制基準施行以前からの

安全性向上策を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

柏崎及び当社は，抽出

した自然現象及び人為

事象の総数について記

載 

・・設計上考慮する外部事

象の抽出方針の相違に

伴う数の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 

 

 

 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 
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● 基準竜巻 

「最大風速 92m/s の竜巻による風圧力による荷重，気圧

差による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜

巻荷重」並びに「その他竜巻以外の自然現象による荷重」

等を適切に組み合わせた設計荷重に対して，建屋扉のリプ

レース，建屋開口部や屋外機器に対する竜巻防護ネットの

設置，軽油タンクのリプレース等の防護対策を検討し，実

施している。 

 

● 火山 

敷地内で想定される降下火砕物の層厚を設定し，直接的

影響である構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する

設計，水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計

並びに換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響

に対して降下火砕物が容易に侵入しにくい設計としてい

る。また，降下火砕物が換気空調系のフィルタに付着した

場合でも，取替又は清掃が可能な設計としている。 

● 外部火災 

森林火災からの延焼防止を目的として評価上必要とされ

る防火帯幅を算出し，設置した。航空機墜落による火災で

は，発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災との重畳

を考慮し，建屋表面温度及び室内温度が許容温度以下とな

る設計であることを確認している。 

● 内部火災 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から防護

するための火災の発生防止，早期の火災検知及び消火並び

に火災の影響軽減を考慮した火災防護について，異なる種

類の感知器の設置，煙充満等により消火困難な区域への固

定式消火設備の設置，安全系区分の分離のため 3 時間以上

の耐火能力を有する隔壁等の設置に関して，技術的な検討

及び対策を実施している。 

● 内部溢水 

溢水源として発生要因別に分類した溢水を想定し，防護

対象設備が設置される区画を溢水防護区画として設定した

上で，没水，被水及び蒸気の影響を検討し，水密扉及び床

ドレン逆流防止冶具等の設置，電路・配管貫通部の止水対

策等を実施している。 

 

竜巻：最大風速100m/s の竜巻による風圧力による荷重，気圧差

による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻

荷重及びその他竜巻以外の自然現象による荷重等を適切に

組み合わせた設計荷重に対して，竜巻防護対策設備等によ

る防護対策について検討し，基本設計を実施した。 

 

 

 

 

火山：敷地内で想定される層厚の降下火砕物を設定し，直接的

影響である構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する

設計，水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計

並びに換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響

に対して降下火砕物が容易に侵入しにくい設計について検

討し，基本設計を実施した。 

 

 

外部火災：森林火災からの延焼防止を目的として評価上必要と

される防火帯を算出した。航空機墜落による火災では，発

電所敷地内に存在する危険物タンクの火災との重畳を考慮

し，建屋表面温度を許容温度以下とする設計について検討

し，基本設計を実施した。 

 

内部火災：安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災から

防護するための火災の発生防止，早期の火災検知及び消火

並びに火災の影響軽減を考慮した火災防護に関して，技術

的な検討を実施している。 

 

 

 

 

溢水：溢水源として発生要因別に分類した溢水を想定し，防護

対象設備が設置される区画を溢水防護区画として設定し，

没水，被水及び蒸気の影響評価を行い，対策について検討

し，基本設計を実施した。 

 

 

 

竜巻：「最大風速 92m/s の竜巻による風圧力による荷重，気圧

差による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計

竜巻荷重」並びに「その他竜巻以外の自然現象による荷

重」等を適切に組み合わせた設計荷重に対して，建物開

口部や屋外機器に対する竜巻防護ネット又は竜巻防護鋼

板の設置等の防護対策を検討し，実施している。 

 

 

 

火山：敷地内で想定される降下火砕物の層厚を設定し，直接

的影響である構造物への静的負荷に対して安全裕度を有

する設計，水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しな

い設計並びに換気系，電気系及び計測制御系に対する機

械的影響に対して降下火砕物が容易に侵入しにくい設計

としている。また，降下火砕物が空調換気系のフィルタ

に付着した場合でも，取替又は清掃が可能な設計として

いる。 

外部火災：森林火災からの延焼防止を目的として評価上必要

とされる防火帯幅を算出し，設置している。航空機墜落

による火災では，発電所敷地内に存在する危険物タンク

の火災との重畳を考慮し，建物表面温度及び室内温度が

許容温度以下となる設計であることを確認している。 

 

内部火災：安全機能を有する構築物，系統及び機器を火災か

ら防護するための火災の発生防止，早期の火災検知及び

消火並びに火災の影響軽減を考慮した火災防護につい

て，異なる感知方式の感知器の設置，煙充満等により消

火困難な区域への固定式消火設備の設置，安全系区分の

分離のため３時間以上の耐火能力を有する隔壁等の設置

に関して，技術的な検討及び対策を実施している。 

 

内部溢水：溢水源として発生要因別に分類した溢水を想定し，

溢水防護対象設備が設置される区画を溢水防護区画とし

て設定した上で，没水，被水及び蒸気の影響を検討し，

水密扉及び床ドレン逆止弁等の設置，電路・配管貫通部

の止水対策等を実施している。 

 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

東海第二では，竜巻発

生の不確実性を考慮し，

基準竜巻の最大風速

92m/s を安全側に切り

上げている。 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 

 

 

 

 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 

 

 

・設計方針の相違 

【東海第二】 

 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 

 

 

 

・検討内容を記載 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・基本設計の内容を記載 

【東海第二】 
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(b) 重大事故等対策等について 

● 重大事故等 

新規制基準施行以前から，福島第一原子力発電所事故の

教訓を踏まえた当社原子力発電プラントの安全確保に関す

る基本的な考え方をまとめ，設計拡張状態（DEC）の概念を

取り入れた深層防護の強化，全交流動力電源喪失事象（SBO）

に対する対策の強化，フェーズドアプローチの考え方を取

り入れた事故時の時間軸に応じた対応手段の検討を行い，

既設設備の更なる活用手段を確立させるとともに，原子炉

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置（フィルタベント）

の自社開発や，SBO 時に高圧注水系の冗長性を持たせるた

めの高圧代替注水系（HPAC）の新設等の取り組みを進めて

いる。 

新規制基準施行後も，蓄電池や窒素ガスボンベ等の既設

設備の増強や大容量送水車等の新設設備の導入を進めると

ともに，代替逃がし安全弁駆動装置の設置や，当社独自の

システムである代替循環冷却系の開発を行い，これら重大

事故等対処設備を活用するための手順を策定して，重大事

故等を収束させる手段の拡充を進めている。 

● 大規模損壊 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムが発生した場合に，発電用原子炉施設内の

人的資源，設計基準事故対処設備，重大事故等対処設備等

の物的資源及びその時点で得られる施設内外の情報を活用

して様々な事態において柔軟に対応することを検討してい

る。 

 

(リスク情報活用の取り組み) 

ｄ．リスク情報活用の取り組みとして， ABWR の安全システム

の設計，アクシデントマネジメント策の検討に活用してきた。

また，自社グループ内での確率論的リスク評価（以下「PRA」

という。）実施体制を整備し，自社プラントのモデルを構築，随

時改良を重ねるとともに，定期安全レビューにおける運転時・

停止時の PRA，定期検査時のリスク把握に活用してきた。 

福島第一原子力発電所事故以降は，地震 PRA・津波 PRA の

実施による外部事象のリスクの把握，重大事故対策を含めたモ

デルによる PRA を実施し，対策によるリスク低減効果の定量

的な把握等に活用してきている。 

(b) 重大事故等対策等について 

重大事故時：重大事故等が発生した場合に，発電用原子炉施設

内において重大事故等対処設備である物的資源を活用し早

期に重大事故等を収束させる対応について検討し，基本設

計を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模損壊：大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムが発生した場合に，発電用原子炉施

設内において人的資源，設計基準事故対処設備，重大事故

等対処設備等の物的資源及びその時点で得られる施設内外

の情報を活用し様々な事態において柔軟に対応することに

ついて検討し，基本設計を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 重大事故等対策等について 

重大事故等：原子炉格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置

（フィルタベント）や，全交流動力電源喪失事象（ＳＢ

Ｏ） 時に高圧注水系の冗長性を持たせるための高圧代替

注水系（ＨＰＡＣ）の新設，静的触媒式水素処理装置の

設置などの対応について検討し，基本設計を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模損壊：大規模な自然災害又は故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムが発生した場合に，発電用原子

炉施設内の人的資源，設計基準事故対処設備，重大事故

等対処設備等の物的資源及びその時点で得られる施設内

外の情報を活用して様々な事態において柔軟に対応する

ことについて検討し，基本設計を実施した。 

 

 

ｄ．リスク情報活用の取組みとして，アクシデントマネジメント

策の検討に活用してきた。また，自社プラント確率論的リスク

評価（以下「ＰＲＡ」という。）モデルの改良を重ねるとともに，

定期安全レビューにおける運転時・停止時のＰＲＡ，定期検査

時のリスク把握に活用してきた。 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降は，地震Ｐ

ＲＡ・津波ＰＲＡの実施により，外部事象のリスクの定量的な

把握等に活用してきている。 

 

 

 

・設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

柏崎 6/7 は自社開発

した設備について記載 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，新規制基

準施行後に実施した工

事等の実績を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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今後は，PRA モデルの更なる高度化作業を進め，日常的な運

転・保守におけるリスク管理と発電所の脆弱性を抽出し，リス

ク低減効果の高い対策の検討に活用していく。 

 

(国内関連施設への派遣による経験の蓄積) 

ｅ．当社原子力発電所内の訓練施設及び国内の原子力関係機関で

ある BWR 運転訓練センター(以下「BTC」という。）では，従来

から下記の訓練を実施している。 

(a) 原子力発電所内の訓練施設で行われる訓練 

● 保全業務に関する訓練 

保全業務に従事する技術者を主な対象者として，実機を

模擬した訓練設備により，保全業務に必要な知識の習得及

び機器の分解，検査等の実技訓練を実施している。保全業

務に関する訓練は，対象者の業務内容に応じ 3 つのカリキ

ュラム（機械関係，電気関係及び計装関係）を設定し，別

紙３－１に示すとおり，それぞれ習熟度に応じて 3 つのコ

ース（A 級，B 級及び C 級）に分けている（⑥-1 所内訓

練施設での訓練）。 

● 運転訓練 

プラント特性と制御系，ヒューマンファクターに関する

事項等の教育を実施する基準訓練を設定し，実施している。

基準訓練についても，対象者の習熟度に応じ 3 つのコース

（初級コース，中級コース及び上級コース）に分けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．当社東海総合研修センター，敦賀総合研修センター及び国内

の原子力関係機関である株式会社ＢＷＲ運転訓練センター（以下

「ＢＴＣ」という。）では，従来から下記の訓練を実施している。 

(a) 東海総合研修センターで行われる訓練 

・保修訓練 

保守に関する業務に従事する技術者を主な対象者として，

実物と同等な訓練設備により，保修業務に必要な知識の習得

及び機器の分解，検査等の実技訓練を実施している。保修訓

練コースは，それぞれ習熟度に応じて3 つのコース（保修訓

練初級コース，保修訓練上級コース，保修直営化教育コース）

に分けている。 

 

 

・運転訓練 

運転に関する業務に従事する技術者を主な対象者として，

東海第二発電所を模擬したシミュレータ訓練装置により，基

本的な起動・停止操作から冷却材喪失事故等，複雑な事故対

応の実技訓練を実施している。シミュレータ訓練コースは，

対象者の習熟度に応じ4 つのコース（ファミリー訓練コース，

初級運転コース，上級運転コース，運転管理者コース）に分

けている。 

 

 

(b) 敦賀総合研修センターで行われる訓練 

・保修訓練 

保守に関する業務に従事する技術者を主な対象者として，

実物と同等な訓練設備により，保修業務に必要な知識の習得

及び機器の分解，検査等の実技訓練を実施している。保修訓

練コースは，それぞれ習熟度に応じて3 つのコース（保修訓

練初級コース，保修訓練上級コース，保修直営化教育コース）

に分けている。 

・運転訓練 

運転に関する業務に従事する技術者を主な対象者として，

今後は，ＰＲＡモデルの更なる高度化作業を進め，日常的な

運転・保守におけるリスク管理と発電所の脆弱点を抽出し，リ

スク低減効果の高い対策の検討に活用していく。 

 

 

ｅ．当社原子力発電所の訓練施設及び国内の原子力関係機関であ

る株式会社ＢＷＲ運転訓練センター(以下「ＢＴＣ」という。）

では，従来から下記の訓練を実施している。 

(a) 原子力発電所の訓練施設で行われる訓練 

・原子力研修教育訓練 

保全業務に従事する技術者を主な対象者として，実機を

模擬した訓練設備により，保全業務に必要な知識の習得及

び機器の分解，検査等の実技訓練を実施している。保全業

務に関する訓練は，対象者の業務内容に応じたカリキュラ

ム（共通，安全，機械設備及び電気設備等）を設定し，そ

れぞれ習熟度に応じて３つのコース（初級教育，中級教育

及び専門教育）に分けている。 

 

・運転訓練 

発電用原子炉の運転業務に従事する技術者を主な対象者

として，実機を模擬したシミュレータ訓練装置により，基

本的な起動・停止操作から冷却材喪失事故等，複雑な事故

対応の実技訓練を実施するシミュレータ訓練コースを設定

し，実施している。 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ，８

つのコース（運転基礎研修，ＢＴＣ初級補完研修，オペレ

ータ養成研修，ＥＯＰ初級研修，再研修，当直管理者研修，

直員連携研修及び特別訓練研修）に分けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

訓練コースの相違 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

訓練コースの相違 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

東海第二は訓練内容

を自社の研修センター

ごとに記載 
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(b) BTC で行われる訓練 

発電用原子炉の運転に従事する技術者を主な対象者として，

実機を模擬したシミュレータ訓練装置により，基本的な起動・

停止操作から冷却材喪失事故等，複雑な事故対応の実技訓練を

実施するシミュレータ訓練コースを設定し，実施している。 

 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ 4 つのコ

ース（初期訓練コース，反復訓練コース，連携訓練コース及び

その他訓練コース）に分けている。 

● 初期訓練コース 

原子炉の基礎理論，発電所の設備及び運転実技の習得の

ためのコース。以下の 7 段階に分かれており，運転業務に

携わる技術者を派遣している。 

・初級Ⅰ：BWR プラント概要，核工学，熱工学，制御等の

基礎理論について習得。 

・初級Ⅱ：中央制御室での運転に必要な総合的技量を習得。 

・中級Ⅰ：初級Ⅰ，Ⅱで習得した知識・技能を総括すると

ともに，異常時対応（事象ベース）能力の習熟

度を高め，実践的な総合的技量を向上。 

・中級Ⅱ：異常時対応（徴候ベース）能力に関する知識・

技能を向上させ，中央制御室操作員としての必

要な知識・技能の総合的技量を向上。 

・中級Ⅲ：中央制御室操作員の上位者として，法令，保安

規定等の幅広い運転管理知識を拡充の上，広範

囲に及ぶ異常時対応（事象ベース，徴候ベース，

シビアアクシデント）能力を向上。 

・上級初期：核工学，熱工学の知識を含む発電用原子炉施

設の構造及び性能，法令・保安規定，事例検討

を含む統督に関する知識の習得を図るととも

に，指揮者としての異常時対応（徴候ベース，

シビアアクシデント）能力を習得する。 

敦賀発電所２号炉を模擬したシミュレータ訓練装置により，

基本的な起動・停止操作から冷却材喪失事故等，複雑な事故

対応の実技訓練を実施している。シミュレータ訓練コースは，

対象者の習熟度に応じ4 つのコース（ファミリー訓練コース，

初級運転コース，上級運転コース，運転管理者コース）に分

けている。 

 

(c) ＢＴＣで行われる訓練 

原子炉の運転に従事する技術者を主な対象者として，実機を

模擬したシミュレータ訓練装置により，基本的な起動・停止操

作から冷却材喪失事故等，複雑な事故対応の実技訓練を実施す

るシミュレータ訓練コースを設定し，実施している。 

 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ2 つのコ

ース（基準訓練コース，継続訓練コース）に分けている。 

 

・基準訓練コース 

原子炉の基礎理論，発電所の設備及び運転実技の習得のた

めのコースであり，運転業務に携わる技術者を派遣している。 

初級Ⅰ：ＢＷＲプラント概要，核工学，熱工学，制御工学，

安全工学等の基礎理論について習得。 

初級Ⅱ：中央制御室での運転に必要な基礎的技量を習得。 

初級Ⅲ：異常時運転操作を習得し，中央制御室での運転に必

要な総合的技量を習得。 

中級Ⅰ：異常時運転操作（事象ベース，徴候ベース）に関す

る知識，技能を向上し，中央制御室操作員として必要

な知識・技能の総合的技量を向上。 

中級ⅠＳ：重大事故を防ぐ取り組み（有効性評価）と，事故

シーケンスに関する訓練を通じて，中央制御室操作員

として必要な知識・技能を習得。 

中級Ⅱ：中央制御室操作員の上位者として，法令，保安規定

等の幅広い運転管理知識を拡充の上，広範囲に及ぶ異

常時対応能力（事象ベース，徴候ベース）を向上。 

中級ⅡＳ：重大事故を防ぐ取り組み／炉心損傷後の対応につ

いて，事象を収束させるために必要となる知識および

技能を学習。 

上級Ⅰ：運転責任者として要求される技量を総括的に習得。 

上級Ⅱ：運転責任者資格の更新。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) ＢＴＣ で行われる訓練 

発電用原子炉の運転に従事する技術者を主な対象者とし

て，実機を模擬したシミュレータ訓練装置により，基本的な

起動・停止操作から冷却材喪失事故等，複雑な事故対応の実

技訓練を実施するシミュレータ訓練コースを設定し，実施し

ている。 

シミュレータ訓練コースは，対象者の習熟度に応じ２つの

コース（基準訓練コース，継続訓練コース）に分けている。 

・基準訓練コース 

原子炉の基礎理論，発電所の設備及び運転実技の習得の

ためのコースであり，運転業務に携わる技術者を派遣して

いる。 

初級Ⅰ：ＢＷＲプラント概要，核工学，熱工学，制御工

学，安全工学等の基礎理論について習得する。 

初級Ⅱ：中央制御室での運転に必要な基礎的技量を習得

する。 

中級Ⅱ：中央制御室操作員の上位者として，法令，保安

規定等の幅広い運転管理知識を拡充の上，広範

囲に及ぶ異常時対応能力（事象ベース，徴候ベ

ース）を習得する。 

上級Ⅰ：運転責任者として要求される技量を総括的に習

得する。 

上級Ⅱ：運転責任者資格の更新を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

訓練コースの設定箇

所の相違 
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・上級Ⅰ：運転責任者として要求される技量を総括的に習

得する。 

● 反復訓練コース 

通常時，異常時及び緊急時の運転手順に関する知識と技

能を習得するためのコース。運転員の経験，職位に応じ訓

練内容が以下の 6 種類設定されており，運転員を定期的に

派遣している。 

・中級ⅡA/交流Ⅰ：中級Ⅱの訓練内容を標準として，異常

時対応（事象ベース）を重点とする。 

・中級ⅡB/交流Ⅱ：中級Ⅱの訓練内容を標準として，通常

操作と異常時対応（事象ベース）の習熟と異常

時対応（徴候ベース）の基本習熟を重点とする。 

・中級ⅡC：中級Ⅱの訓練内容を標準として，異常時対応（徴

候ベース）の実践的訓練を主体とする。 

・中級ⅢB/C：中級Ⅲの訓練内容を標準として，異常時対応

（徴候ベース）の実践的訓練を主体とする。ま

た，異常時対応（徴候ベース，シビアアクシデ

ント）を範囲とし，原子力災害対策特別措置法・

通報訓練を含む。 

・上級 C：上級初期の訓練内容を標準として，異常時対応

（徴候ベース） の実践的訓練を主体とする。ま

た，異常時対応（徴候ベース，シビアアクシデ

ント）の基本習熟を重点とする。 

・上級Ⅱ：運転責任者資格の更新を行う。 

● 連携訓練コース 

チーム連携力の維持・向上を目的とした訓練。 

● その他訓練コース 

・SA 訓練：重大事故等への拡大を防ぐ取組み及び重大事故

後の対応について事象を収束させるために必要

となる知識及び技能を習得する。  

・炉型切替訓練：ABWR 以外の炉型から ABWR へ異動してき

た運転員を対象として，ABWR プラントの基礎，

特徴を理解する。 

 

(1F 事故を踏まえた訓練による経験の蓄積) 

ｆ．福島第一原子力発電所事故を踏まえ，重大事故等対処設備の

整備強化等の設備面の対策だけではなく，重大事故等対処設備

を用いた事故対応のための訓練を強化し，継続的に実施してい

 

 

・継続訓練コース 

通常時，異常時及び緊急時の運転手順に関する知識と技能

を習得するためのコース。 

上級Ｓ：シビアアクシデント（炉心損傷事象）への拡大を防

ぐ取り組み／炉心損傷後の対応を復習，事故時におけ

る状況判断の反復。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，「東

海総合研修センター及び敦賀総合研修センターを活用した訓練

実績（平成28 年度）」（別紙３－１）（⑤－１，⑥－１）及び

 

 

・継続訓練コース 

通常時，異常時及び緊急時の運転手順に関する知識と技

能を習得するためのコース。 

上級Ｓ：炉心損傷事象への拡大を防ぐ取組み，炉心損傷

後の対応を復習し，事故時における状況判断（重

大事故）の反復学習を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，「原子

力発電所内訓練施設を活用した研修及び訓練の実績について

（令和元年度）」（別紙３－１）（⑥－１）及び「安全性向上対策
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る。 

 

 

(a) 原子力発電所で行われる訓練 

● 重大事故等の状態を想定し，発電用原子炉施設の冷却機能

の回復のために必要な電源確保及び可搬型設備を使用した

給水確保等の対応操作を習得するため，可搬型設備等を使

用した訓練を実施している。 

● 発電所の被災状況やプラントの状況を共有する情報共有ツ

ールを整備し，訓練において活用している。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) BTC で行われる訓練 

● 全交流動力電源喪失等の重大事故等の状態を想定し，重大

事故等への拡大を防ぐ対応及び炉心損傷後の対応につい

て，チーム連携訓練を実施しており，別紙３－２に実績を

示す（⑥-2 BTC 訓練の実績）。 

● 重大事故等への拡大を防ぐ取り組み及び炉心損傷後の対応

について，事象を収束させるために必要となる知識及び技

能を学習するＳＡ訓練を実施しており，別紙３－２に実績

を示す（⑥-3 BTC 訓練の実績）。 

これらの訓練は，シビアアクシデントにおける挙動の理解，

対応についての知識・技能を習得させることを目的としている。 

 

(運転経験の活用) 

ｇ．福島第一原子力発電所事故では，運転経験情報の検討手順が，

事故が生じた原因のみに着目し，教訓を拾い上げにくいプロセ

スになっていたため，ルブレイエ原子力発電所（フランス）に

おける洪水による電源喪失事故，馬鞍山原子力発電所（台湾）

における外部電源喪失事故と非常用ディーゼル発電機の起動失

敗の重畳による全電源喪失事故，マドラス原子力発電所（イン

ド）におけるスマトラ島沖地震によって発生した津波による海

水ポンプの浸水事象のように福島原子力事故を少しでも緩和で

「安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の実績につ

いて」（別紙３－２）（⑥－２）に示すとおり，重大事故等に

対処するための訓練を実施している。 

(a) 職場内で行われる訓練 

交流電源を供給する設備の機能，海水を使用して発電用原子

炉施設を冷却する設備の機能並びに使用済燃料プールを冷却す

る設備の機能が喪失した場合でも，発電用原子炉施設等の冷却

機能の回復を図るために必要な電源及び水源確保等の操作が対

応できることを確認するための訓練を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) ＢＴＣで行われる訓練 

運転員及び発電室員（運転責任者資格保有者）を対象に，「Ｓ

Ａ訓練コース（上級）」に参加している。このコースは，シビ

アアクシデントにおける挙動の理解，対応についての知識・技

能を習得させることを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備を反映したシミュレータ訓練の実績について」（別紙３－

２）（⑥－２，⑥－３）に示すとおり，重大事故等に対処するた

めの訓練を実施している。  

(a) 原子力発電所で行われる訓練 

・交流電源を供給する設備の機能，海水を使用して発電用

原子炉施設を冷却する設備の機能並びに使用済燃料プー

ルを冷却する設備の機能が喪失した場合でも，発電用原

子炉施設等の冷却機能の回復を図るために必要な電源及

び水源確保等の操作が対応できることを確認するための

訓練を実施している。 

・発電所の被災状況やプラントの状況を共有する情報共有

ツールを整備し，訓練において活用している。 

・全交流動力電源喪失等の重大事故等の状態を想定し，重

大事故等への拡大を防ぐ対応及び炉心損傷後の対応につ

いて，チーム連携訓練を実施しており，別紙３－２（⑥

－２）に実績を示す。 

 

(b) ＢＴＣで行われる訓練 

運転員を対象に，「ＳＡ訓練コース（上級）」及び「上級

Ｓ訓練コース」に参加している。この「ＳＡ訓練コース（上

級）」は，シビアアクシデントにおける挙動の理解，対応に

ついての知識・技能を習得させることを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

訓練内容の記載有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

１Ｆ事故の経験を踏

まえた取り組みの記載

有無 
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きた可能性のあるトラブル情報を安全性の向上対策に活用でき

なかったものである。 

このように，福島第一原子力発電所事故以前は，当社で発生

したトラブル対応や国内外のトラブル情報（運転経験情報）の

活用に弱みがあった。重大事故等の予兆となる運転経験情報を

十分に活用できていれば，事故を少しでも緩和できた可能性が

あるとの反省から，国内外の運転経験情報について有効に活用

できるように，以下のように業務プロセスを改善し，情報の収

集や対策検討の迅速化，原子力部門全員がこれを活用できるよ

うに取り組みを進めている。 

① 事故が生じた原因のみに着目した評価になっていたこと，本

社の一部の組織のみで対策を検討していたことから，大局的

な視点での検討に至っていなかった。現在では，原子力安全

への影響の有無や当該事業者が採った対策に着目する等，観

点や留意点を定めた上で検討を行っている。また，発電所の

ライン部門等が検討に参画することで，リスク管理に有用な

検討となっている。 

② トラブル情報の収集から対策検討までに時間が掛かってい

た点については，入手した情報が滞りなく処理されているこ

とを測る PI を設定することで管理プロセスを強化した。処

理状況はマネジメントレビュー等にも報告され，滞りなく計

画的に処理が行われている。 

③ 社内において，トラブル情報から教訓を得て改善を図るとい

う意識が低かったことから，トラブル情報へのアクセスのし

易さの改善，トラブル情報概要版や良好事例の作成，トラブ

ル情報に関する原子力リーダーからの定期的なメッセージの

配信等により，組織全体の意識の向上を図ってきた。さらに，

毎日，トラブル情報から作業に含まれるリスクやその対策を

抽出し，定例ミーティング等で共有することで，“他者に学び，

自らの業務を改善する”という姿勢を養っている。 

 

 

また，運転経験情報の水平展開要否に係る判断等を通じて，

トラブルに関する経験や知識についても継続的に積み上げてい

る。これらの情報のうち，予防処置に関する情報として扱う必

要があるものは，社内規定類に基づき必要な活動を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．運転の経験として，当社で発生したトラブル対応や国内外の

トラブル情報の水平展開要否に係る判断等を通じて，トラブル

に関する経験や知識についても継続的に積み上げている。これ

らの情報は全て社内関係箇所へ周知されるが，そのうち，予防

処置に関する情報として扱う必要があるものは，社内規程に基

づき必要な活動を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．運転の経験として，当社で発生したトラブル対応や国内外の

トラブル情報の水平展開要否に係る判断等を通じて，トラブル

に関する経験や知識についても継続的に積み上げている。これ

らの情報は全て社内関係箇所へ周知されるが，そのうち，未然

防止処置に関する情報として扱う必要があるものは，社内規定

類に基づき必要な活動を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・処理プロセスの相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

品管規則施行前の柏

崎および東海第二は自

社／他社の情報を予防

処置のプロセスで処理。

対して，品管規則施行後

の島根２号炉は，トラブ

ル等情報源が自社／他
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これらの活動については，入手した情報について下記の流れで

検討することを別紙３－３に示す社内規定類「事故・故障情報

及び耐震新知見情報処理マニュアル」に定めている。（⑤-1，⑥

-4 事故・故障情報処理の基本的フロー） 

 

(a) 入手情報全てをシステムに登録 

本社取りまとめ箇所は運転経験情報を入手し，社内のシステ

ム（原子力保全統合マネジメントシステム）へ登録する。 

 

(b) 一次スクリーニングの実施 

本社取りまとめ箇所並びに設備を設計又は運用している本社

及び発電所の各グループは，登録された情報についてスクリー

ニングを実施し，予防処置の検討が必要かどうかを判断する。

これらの判断結果については，全て社内のシステムに記録され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 二次スクリーニングの実施 

予防処置の検討が必要と判断された情報については，本社パ

フォーマンス向上会議にて，改めて詳細調査の要否あるいは対

策検討の要否を判断するとともに，調査及び検討の体制，検討

期限や対策の基本方針を指示する。 

 

 

 

 

「品質保証規程」（別紙３－３）（⑤－２，⑥－３）に予防

処置の基本的事項について規定し，具体的な予防処置の方法に

ついては，「予防処置対応要領」（別紙３－４）（⑤－３，⑥

－４）に規定しており，以下に基本的なフローについて示す。 

 

(a) 情報入手 

プラント管理グループマネージャーはトラブル情報等（予防

処置情報等を含む。）を入手し，関係箇所に情報提供する。 

 

(b) 情報の検討 

①プラント管理グループマネージャーは入手した情報のうち発

電所のトラブル検討会における検討が必要と判断したものに

ついて，技術連絡票により東海第二発電所運営管理室プラン

ト管理グループマネージャー（以下「運営管理室プラント管

理グループマネージャー」という。）へ検討を依頼する。ま

た，これらについて管理リストに記載，登録し管理する。 

②プラント管理グループマネージャーは入手した情報が国外故

障・トラブルの場合には，次に掲げる観点から技術連絡票に

より運営管理室プラント管理グループマネージャーへ調査，

検討を依頼する。 

・当社発電所と同種の機器又は材料で発生した事象 

・当社発電所の未点検部位で発生した事象 

・経年変化，劣化による未経験の事象 

・人身災害に至った事象 

・人的事故，過誤防止策を講じる必要があると思われる事

象 

 

 

 

(c) 検討結果の確認 

①運営管理室プラント管理グループマネージャーは，対策要否

を検討しトラブル検討会での審議結果をプラント管理グルー

プマネージャーに通知する。 

②プラント管理グループマネージャーを主査とする情報検討会

において，発電所におけるトラブル情報等の検討結果（処置

事項）を確認し，その妥当性について審議する。 

 

③プラント管理グループマネージャーは，前項の審議において

「不適合等管理基本要領」（別紙３－３）（⑤－１,⑥－４）に

未然防止処置の基本的事項について規定し，具体的な未然防止

処置の方法については，「島根原子力発電所 未然防止処置手順

書」（別紙３－４）（⑤－２,⑥－５）に規定しており，以下に基

本的なフローについて示す。 

 (a) 情報入手 

未然防止処置情報入手箇所の長（課長（技術））は，他施設

のトラブル情報等を入手し，管理グレードを付与する。 

 

(b) 情報の検討 

ア．未然防止処置情報入手箇所の長は，入手した情報につい

て次に掲げる観点からスクリーニングを実施する。 

・外部要因 

・偶発事象 

・当該業務・原子炉施設に固有の事項 

・事象・対策ともに軽微な事象  等 

 

イ．未然防止処置情報入手箇所の長は，上記アのスクリーニ

ングの結果，未然防止処置の検討が必要と判断したものに

ついて，対応実施箇所の長へ検討を依頼する。 

 

ウ．未然防止処置情報入手箇所の長は，上記アのスクリーニ

ングの結果，未然防止処置の検討が不要と判断した情報に

ついては，スクリーニング実施書を作成し，管理グレード

に応じて，発電所長を委員長とする原子力発電保安運営委

員会，又は技術部長を主査とする未然防止処置検討会の審

議を受ける。なお，他課との協議を要する情報の場合は，

未然防止処置検討会にてスクリーニングを行う。 

 

(c) 検討結果の確認 

ア．対応実施箇所の長は，対策要否及び対策を検討し，対策

の計画の適切性等について会議体の審議を受ける。 

イ．対応実施箇所の長は，審議結果を計画に反映し，管理グ

レードに応じた承認者の承認を得る。 

 

 

 

 

社によって是正処置／

未然防止処置のプロセ

スで処理。 

 

 

 

・処理プロセスの相違 

【東海第二】 

情報管理方法の相違 

 

・処理プロセスの相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2 号炉は自社／

他社の情報源によって

処理プロセスを区分け

しているのに対し，柏崎

は区分けがなく，東海第

二は国内／国外で区分

けている 

 

【東海第二】 

島根２号炉は，スクリ

ーニングした上で関係

箇所に割り振って検討

するのに対し，東海第二

の場合は，トラブル検討

会にて検討する 

 

・処理プロセスの相違 

【柏崎 6/7】 

二次スクリーニング

の有無，基本方針の指示

の有無，スクリーニング

結果の審議有無。 

【東海第二】 

東海第二の場合は，会

議体でスクリーニング

を行うが，島根２号炉の
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(d) 予防処置の検討 

本社取りまとめ箇所及び設備を設計又は運用する本社の各グ

ループは，二次スクリーニングの結果，予防処置の検討が必要

となった情報について，以下の事項を行った上で，評価結果を

まとめる。まとめた結果については，本社パフォーマンス向上

会議に報告し確認を得る。まとめた結果については，社内のシ

ステムに登録される。 

● 起こり得る不適合及びその原因の特定 

● 予防処置の必要性の評価 

 

このように，入手した情報を全て社内のシステムに登録し，

上記の流れに従い当社発電所における予防処置に必要な情報が

確実に検討，処理される仕組みが構築されている。 

 

これまでに実施してきた運転経験情報の活用実績として，他

電力のトラブル事例への対策実施例を別紙３－４に示す。 

 

(海外関係組織からの情報の活用) 

ｈ．当社は，従来から国内外の原子力施設からトラブル情報の入

手，情報交換を行っている。その中で，必要な場合は技術者の

派遣を行っている。別紙３－５に「過去 3 年間の海外派遣者（駐

在，出張）実績について」派遣実績を示す（⑤-2,⑥-5 海外派

遣者実績）。派遣により入手した情報は，適宜派遣者（駐在，出

張）から報告されている。 

国外へ派遣した技術者が収集した情報は，予防処置に関する

情報として活用するほか，柏崎刈羽原子力発電所の安全向上策

発電所での追加確認，検討が必要と判断された場合は，審議

結果を付して，運営管理室プラント管理グループマネージャ

ーへ確認，検討を依頼する。 

④情報検討会は，前項で依頼した追加確認，検討事項について，

その結果を確認する。 

⑤プラント管理グループマネージャーは，情報検討会での検討

結果を発電管理室長及び品質保証担当へ報告する。 

⑥プラント管理グループマネージャーは，情報検討会の審議結

果を管理リストに記載する。 

⑦発電所の関係箇所は，トラブル検討会，情報検討会での検討

結果に基づき対策を具体化する。 

 

(d) 処置の実施 

①発電所の関係箇所は，具体化した対策を実施する。 

②発電所の関係箇所は，対策実施状況を運営管理室プラント管

理グループマネージャーに報告する。 

 

平成28 年度の本店情報検討会及び東海第二発電所トラブル

検討会の開催実績を別紙３－５に示す（⑤－４，⑥－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ．当社は，従来から国内外の原子力施設からトラブル情報の入

手，情報交換を行っている。その中で，必要な場合は技術者の

派遣を行っている。過去3 年間の国外の原子力関係諸施設への

派遣実績を別紙３－６に示す（⑤－５，⑥－６）。平成29 年度

以降は，海外情報の入手と調査が必要な場合に適宜派遣の検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 処置の実施 

ア．対応実施箇所の長は，対策を実施する。 

イ．対応実施箇所の長は，対策実施状況を管理グレードに応

じた確認者の確認を受ける。 

 

令和元年度の原子力発電保安運営委員会の開催実績を別紙３

－５に示す（⑤－３，⑥－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ．当社は，従来から国内外の原子力施設からトラブル情報の入

手，情報交換を行っている。その中で，必要な場合は技術者の

派遣を行っている。別紙３－６「過去３年間の海外派遣者実績

について」にて派遣実績を示す（⑤－４,⑥－７）。派遣により

入手した情報は，適宜派遣者から報告されている。 

 

国外へ派遣した技術者が収集した情報は，当社原子力発電所

の各種業務に活用しており，主な活用例を以下に示す。 

場合はスクリーニング

結果を審議する。 

 

・処理プロセスの相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，対策要

否，対策計画について審

議するが，東海第二は，

一旦，対策要否について

審議する 

 

・処理プロセスの相違 

【東海第二】 

東海第二は，具体的な

対策は，対応要否と合わ

せて検討する 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は会議体

の開催実績を記載 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，国外へ

の派遣者により収集し

た情報の扱いについて

記載 

 

 

 

・海外情報活用例の相違 
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を検討する際の参考情報としても役立てている。以下は福島第

一原子力発電所の事故以降の情報活用例であるが，国外（INPO

（Institute of Nuclear Power Operations）及びEPRI （Electric 

Power Research Institute））へ派遣した技術者からの情報の活

用例を示す。 

（活用例） 

● 米国における運転経験情報の活用例に関する調査 

（毎日の定例ミーティング等において OE 情報を共有する

取り組みの参考資料として活用） 

● 米国における運転員の資格に関する調査 

（STA（シフトテクニカルアドバイザー）の導入に関する参

考資料として活用） 

● 米国におけるコンフィグレーションマネジメントのあり方

に関する調査 

（国際的にトップレベルの設計根拠管理，設備構成管理プ

ロセスを構築するために活用） 

● 米国の原子力発電所における火災防護対策及び火災防護計

画に関する調査 

（火災の発生防止，感知及び消火，影響軽減に関する設備

対策及び火災防護計画の策定に活用） 

今後も継続的に海外からの情報収集及びその活用に努めてい

く。 

 

以上のとおり，これまでの経験に加え，今後も継続的に経験

を蓄積していく方針であり，本変更に係る設計及び運転等の経

験を十分に有している。 

 

別紙３－１ 原子力発電所内訓練施設を活用した研修及び訓練の

実績について（平成 27年度） 

別紙３－２ 安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の

実績について 

別紙３－３ 事故・故障情報及び耐震新知見情報処理マニュアル

（抜粋） 

別紙３－４ 他電力のトラブル事例の影響評価とその対策の実施  

      例 

別紙３－５ 過去３年間の海外派遣者実績について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分に

有しており，今後も継続的に経験を積み上げていく。 

 

 

別紙３－１ 東海総合研修センター及び敦賀総合研修センターを

活用した訓練実績（平成28 年度） 

別紙３－２ 安全向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の実

績について 

別紙３－３ 品質保証規程（抜粋） 

別紙３－４ 予防処置対応要領（抜粋） 

別紙３－５ 本店 情報検討会／東海第二発電所 トラブル検討会

の開催実績（平成28 年度） 

別紙３－６ 過去 3 年間の海外派遣者実績について 

 

 

 

 

 

（活用例） 

・可搬設備に関する調査 

（シビアアクシデント対策の可搬設備の点検について参考

資料として活用） 

・リスク情報に関する調査 

（リスク情報活用手順の整備にあたって参考資料として活

用） 

・炉内構造物の劣化に関する調査 

（炉内構造物についての熱影響や放射線脆化に関する評価

の参考資料として活用） 

 

 

 

 

 

今後も継続的に海外からの情報収集及びその活用に努めてい

く。 

 

以上のとおり，本変更に係る設計及び運転等の経験を十分に

有しており，今後も継続的に経験を積み上げていく。 

 

 

別紙３－１ 原子力発電所内訓練施設を活用した研修及び訓練の

実績について（令和元年度） 

別紙３－２ 安全性向上対策設備を反映したシミュレータ訓練の

実績について 

別紙３－３ 不適合等管理基本要領（抜粋） 

別紙３－４ 島根原子力発電所 未然防止処置手順書（抜粋） 

別紙３－５ 原子力発電保安運営委員会の開催実績（令和元年度） 

 

別紙３－６ 過去３年間の海外派遣者実績について 

 

 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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（４）品質保証活動 

指針４  設計及び工事に係る品質保証活動 

 

事業者において，設計及び工事を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていること。⑦ 

【解説】 

１）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて

構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

２）「品質保証活動」には，設計及び工事における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

３）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活動 

 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されているか，又は構

築される方針が適切に示されていること。⑧ 

【解説】 

１）「品質保証活動」には，運転及び保守における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

２）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な品

質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以下に示

す。 

 

 

（４）品質保証活動 

指針４  設計及び工事に係る品質保証活動 

 

事業者において，設計及び工事を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていること。⑦ 

【解説】 

１）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて

構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

２）「品質保証活動」には，設計及び工事における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

３）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活動 

 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されているか，又は構

築される方針が適切に示されていること。⑧ 

【解説】 

１）「品質保証活動」には，運転及び保守における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

２）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な

品質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以下に

示す。 

 

 

(4) 品質保証活動 

指針４ 設計及び工事に係る品質保証活動 

 

事業者において，設計及び工事を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されていること。⑦ 

【解説】 

１）「構築されている」には，設計及び工事の進捗に合わせて

構築する方針が適切に示されている場合を含む。 

２）「品質保証活動」には，設計及び工事における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

３）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

指針８ 運転及び保守に係る品質保証活動 

 

事業者において，運転及び保守を適確に遂行するために必要

な品質保証活動を行う体制が適切に構築されているか，又は構

築される方針が適切に示されていること。⑧ 

【解説】 

１）「品質保証活動」には，運転及び保守における安全を確保

するための最高責任者の方針を定め，品質保証計画に基づ

き活動の計画，実施，評価及び改善を行うとともに，監査

を含む評価によって継続的な改善が図られる仕組みを含む

こと。また，それらの活動が文書化され，管理される仕組

みを含むこと。 

２）「体制」には，品質保証活動の取組みの総合的な審議を

行う委員会等を必要に応じて含むこと。 

 

 

本変更に係る設計及び運転等を適確に遂行するために必要な

品質保証活動を行う体制が適切に構築されていることを以下に

示す。 
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ａ． 設計及び運転等の品質保証活動の体制 

(a) 当社における品質保証活動は，原子力発電所の安全を達成，

維持及び向上させるために，「原子力発電所における安全のた

めの品質保証規程（JEAC4111-2009）」（以下「JEAC4111-2009」

という。）に基づき，「保安規定第 3 条（品質保証計画）」を

含んだ「原子力品質保証規程（Z-21）」を品質マニュアルとし

て定め，品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確

認し，継続的に改善している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 新規制基準施行前までは，JEAC4111-2009 に基づく品質マニ

ュアルにより品質保証活動を実施してきた。今回の「実用発電

用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質

管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規

則」（以下「品証技術基準規則」という。）の施行（平成 25 年

7 月 8 日）を踏まえ，品証技術基準規則で追加された安全文化

を醸成するための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対する

意識の向上を図るための活動等の要求事項について，保安規定

第 3 条（品質保証計画）（以下「品質保証計画」という。）に

反映し，品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確

認し，継続的に改善することとしている。品証技術基準規則で

追加された要求事項と，これを反映した品質保証計画について

は，別紙 4-1 及び別紙 4-2 に示す(⑦-1，⑧-1）。 

 

 

(c) 当社における品質保証活動については，業務に必要な社内規

程類を定めるとともに，別紙 4-3 に示す文書体系を構築してい

る（⑦-2，⑧-2）。 

また，文書体系のうち一次文書は，「品質保証計画」，「原

子力品質保証規程」（以下「品証規程」という。）及び「柏崎

刈羽原子力発電所品質保証計画書」（以下「品証計画書」とい

う。）であり，これらの社内規程類の範囲については，以下の

a. 設計及び運転等の品質保証活動の体制 

(a) 当社における品質保証活動は，原子力発電所の安全を達成，

維持及び向上させるために，「原子力発電所における安全のため

の品質保証規程（ＪＥＡＣ4111-2009）」（以下「ＪＥＡＣ

4111-2009」という。）に基づき，保安規定第 3 条（品質保証計

画）を含んだ品質保証規程（以下「品質マニュアル」という。）

を定め，品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確

認し，継続的に改善している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 新規制基準施行前までは，ＪＥＡＣ4111-2009 に基づく品質

マニュアルにより品質保証活動を実施してきた。今回の「実用

発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る

品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する

規則」（以下「工認審査基準」という。）の施行（平成 25 年 7 月

8 日）を踏まえ，工認審査基準で追加された安全文化を醸成す

るための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対する意識の向

上を図るための活動などの要求事項について，保安規定第 3 条

（品質保証計画）（以下「品質保証計画」という。）に反映し，

品質マニュアルを定め，品質マネジメントシステムを確立し，

実施し，評価確認し，継続的に改善することとしている。品証

技術基準規則で追加された要求事項と，これを反映した品質保

証計画については，別紙４－１及び別紙４－２に示す。（⑦－１，

⑧－１）。 

 

(c) 当社における品質保証活動については，業務に必要な社内規

程を定めるとともに，別紙４－２及び別紙４－３に示す文書体

系を構築している（⑦－２，⑧－２）。また，文書体系のうち一

次文書は，品質マニュアルであり，以下のとおりである。 

 

 

 

ａ． 設計及び運転等の品質保証活動の体制 

(a) 当社における設計及び運転等の各段階における品質保証活

動は，原子力発電所の安全を達成，維持及び向上させるため

に，「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な

体制の基準に関する規則」に従い，健全な安全文化を育成し

及び維持するための活動，関係法令及び保安規定の遵守に対

する意識の向上を図るための活動を含めた品質マネジメント

システムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善して

いる。 

この品質マネジメントシステムに基づき品質保証活動を実

施するための基本的実施事項について，品質マニュアルとし

て「保安規定第３条（品質マネジメントシステム計画）」，「原

子力品質保証規程」（以下「品証規程」という。），「原子力品

質保証細則」（以下「品証細則」という。）及び「原子力安全

管理監査細則」（以下「監査細則」という。）に定めている。 

 

(b) これまでは，「原子力発電所における安全のための品質保証

規程」（JEAC4111-2009)に基づき品質保証活動を実施してき

た。今般の「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の基準に関する規則」（以下「品管規則」という。）

の施行（令和２年４月１日）を踏まえ， JEAC4111-2009 から

追加された要求事項について品質マニュアル及び保安規定の

品質マネジメントシステム計画に反映した。追加された要求

事項と，これを反映した品質マネジメントシステム計画につ

いては，別紙４－１及び別紙４－２に示す（⑦－１，⑧－１）。 

 

 

 

 

 

 

(c) 当社における品質保証活動については，業務に必要な社内

規定を定めるとともに，別紙４－２及び別紙４－３ に示す文

書体系を構築している（⑦－２，⑧－２）。また，文書体系の

うち一次文書は，「保安規定第３条（品質マネジメントシステ

ム計画）」，「品証規程」，「品証細則」及び「監査細則」であり，

以下のとおりである。 

 

 

・規則の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＪＥＡＣ4111-2009 に

従う記載だが，島根２号

炉の場合は，品管規則に

従う記載。 
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とおりである。 

・品質保証計画（社長制定） 

組織の品質マネジメントシステムを規定する最上位文書

であり，品質保証活動を実施するための基本的事項を定め

ている。この品質保証計画に従い，保安規定に定める各組

織の具体的実施事項を，品証規程及び品証計画書等の社内

規程類に定めている。 

・品証規程（社長制定） 

品質保証計画に基づき，社長が実施すべき品質方針の設

定，マネジメントレビューの実施及び管理責任者並びに保

安規定に定める各組織の長の具体的事項を定めている。 

・品証計画書（所長制定） 

品質保証計画及び品証規程に基づき，柏崎刈羽原子力発

電所における品質保証に関する責任と権限を定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 各業務を主管する組織の長は，上記の社内規程類に基づき，

責任をもって個々の業務を実施し，要求事項への適合及び品質

 

・品質マニュアル（社長承認文書） 

組織の品質マネジメントシステムを規定する最上位文書

であり，発電所の安全を達成・維持・向上するうえでの具

体的事項を定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この品質マニュアルに従い，実施部門の管理責任者であ

る安全室を担当する取締役（以下「実施部門の管理責任者」

という。）及び監査部門の管理責任者である考査・品質監査

室長（以下「監査部門の責任者」という。）のもと，実施部

門である発電管理室，安全室，地域共生・広報室，総務室

（本店），経理・資材室，開発計画室，東海第二発電所及び

実施部門から独立した監査部門である考査・品質監査室（以

下「各業務を主管する組織」という。）の長が実施する事項

を社内規程に定めている。 

 

(d) 各業務を主管する組織の長は，上記の社内規定に基づき，責

任をもって個々の業務を実施し，評価確認し，要求事項への適

 

・品質マネジメントシステム計画（社長制定） 

組織の品質マネジメントシステムを規定する最上位文書

であり，品質保証活動を実施するための基本的事項を定め

ている。この品質マネジメントシステム計画に従い，保安

規定に定める各組織の具体的実施事項を，品証規程，品証

細則及び監査細則等の社内規定に定めている。 

・品証規程（社長制定） 

品質マネジメントシステム計画に基づき，社長が実施す

べき品質方針の設定，マネジメントレビューの実施等の具

体的事項を定めている。 

・品証細則（電源事業本部長制定） 

品質マネジメントシステム計画及び品証規程に基づき，

実施部門に関する各要求事項として電源事業本部長（管理

責任者）が実施すべき方針策定，品質目標の設定等の具体

的事項を定めるとともに，各業務を主管する組織の長が発

電所の安全を達成・維持・向上するうえでの具体的事項を

定めている。 

・監査細則（内部監査部門長制定） 

品質マネジメントシステム計画及び品証規程に基づき，

監査部門に関する各要求事項として内部監査部門長（管理

責任者）が実施すべき方針策定，品質目標の設定等の具体

的事項を定めるとともに，各業務を主管する組織の長が発

電所の安全を達成・維持・向上するうえでの具体的事項を

定めている。 

 

これらの一次文書に従い，実施部門の管理責任者である電

源事業本部長（以下「実施部門の管理責任者」という。）及び

監査部門の管理責任者である内部監査部門長（以下「監査部

門の責任者」という。）のもと，実施部門である電源事業本部

（原子力品質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，

電源建築，燃料），島根原子力発電所及び調達本部及び実施部

門から独立した監査部門である内部監査部門（以下「各業務

を主管する組織」という。）の長が実施する事項を社内規定に

定めている。 

 

(d) 各業務を主管する組織の長は，上記の社内規定に基づき，

責任をもって個々の業務を実施し，評価確認し，要求事項へ

・文書体系の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の場合は，

一次文書を３段に分け

ている。なお，構造は文

書体系図に記載してい

るとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59



 
 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すために必要な

記録を作成し管理する（⑦-3，⑧-3 保安規定）。 

 

(e) 品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップマネ

ジメント）とし，実施部門である原子力・立地本部（原子力安

全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料

サイクル部，原子力人財育成センター，原子力資材調達センタ

ー及び柏崎刈羽原子力発電所（以下「各部所」という。））並

びに実施部門から独立した監査部門である内部監査室で構築し

ている。品質保証活動に係る体制を別紙 4-4 及び別紙 4-5 に示

す（⑦-4，⑧-4）。 

この体制のうち，原子力資材調達センターは，各部所が技術

的能力・品質保証体制等により調達要求事項を満足する調達製

品及び役務の供給能力を評価した供給者の中から，別紙 4-3 に

示す文書体系に加え全社規程類である「購買契約基本マニュア

ル」「工事請負契約基本マニュアル」「委託契約基本マニュア

ル」（グループ事業管理室長制定）を併用し供給者の選定及び

契約に関する業務を実施する部門である。 

 

 

保安規定に定める運転管理，保守管理等の業務の実施箇所及

びこれを支援する箇所を別紙 4-5 に示す。 

 

(f) 社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トップマ

ネジメント）として，品質マネジメントシステムを確立し，実

施し，評価確認し，継続的に改善することの責任と権限を有し，

品質方針を定めている（⑦-5，⑧-5 保安規定，原子力品質保証

規程）。この品質方針は，「福島原子力事故を決して忘れるこ

となく，昨日よりも今日，今日よりも明日の安全レベルを高め，

比類無き安全を創造し続ける原子力事業者になる。」という決

意のもと，事故を徹底的に検証し「世界最高水準の安全」を目

指すことを表明しており，組織内に伝達され，理解されること

を確実にするため，品証規程への添付，イントラネットへの掲

載により組織全体に周知している。また，上記のほかに，執務

室内への掲示を実施している。品質方針の組織内への伝達方法

については，別紙 4-6 に示す（⑦-6，⑧-6）。 

 

 

合及び品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を示すた

めに必要な記録を作成し管理する（⑦－３，⑧－３）。 

 

(e) 品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップマネ

ジメント）とし，実施部門である発電管理室，安全室，地域共

生・広報室，総務室（本店），経理・資材室，開発計画室，東海

第二発電所及び実施部門から独立した監査部門である考査・品

質監査室で構築している。品質保証活動に係る体制を別紙４－

４に示す（⑦－４，⑧－４）。 

 

 

この体制のうち，経理・資材室については，保安規定に定め

る運転管理，保守管理等の業務を実施する部門ではなく，発電

管理室，開発計画室及び東海第二発電所等の実施部門が供給者

の技術的能力・品質保証体制等により調達要求事項を満足する

調達製品及び役務の供給能力を評価し，その供給者の中から，

「調達管理要項」に従い，供給者の選定に関する業務（契約業

務を含む）を実施する部門である。 

 

 

保安規定に定める運転管理，保守管理等の業務の実施箇所及

びこれを支援する箇所を別紙４－４に示す。 

 

(f) 社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トップマ

ネジメント）として，品質マネジメントシステムを確立し，実

施し，評価確認し，継続的に改善することの責任と権限を有し，

品質方針を設定している（⑦－５，⑧－５）。設定した品質方針

を別紙４－５に示す。この品質方針は，東京電力株式会社福島

第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ，「原子力施設のリスクを

強く意識し，公衆と環境に対して放射線による有害な影響を及

ぼすような事故を起こさない」という決意のもと，安全の確保，

品質の向上，企業倫理の浸透，透明性の確保を基本として活動

することを表明している。また、組織内に伝達され，理解され

ることを確実にするため，イントラネットに掲載の他に，執務

室内に品質方針ポスターを掲示，携帯用の品質方針カードの配

布を実施することにより，実施部門及び監査部門の要員に周知

している。（⑦－６，⑧－６）。品質方針の組織内への伝達方法

については，別紙４－６に示す。 

の適合及び品質マネジメントシステムの効果的運用の証拠を

示すために必要な記録を作成し管理する（⑦－３，⑧－３）。 

 

(e) 品質保証活動に係る体制は，社長を最高責任者（トップマ

ネジメント）とし，実施部門である電源事業本部（原子力品

質保証，原子力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築，

燃料），島根原子力発電所及び調達本部並びに実施部門から独

立した監査部門である内部監査部門で構築している。品質保

証活動に係る体制を別紙４－４ ，別紙４－５ 及び別紙４－

６ に示す（⑦－４，⑧－４）。 

 

この体制のうち，調達本部及び電源事業本部（燃料）につ

いては，保安規定に定める運転管理，施設管理等の業務を実

施する部門ではなく，電源事業本部（原子力品質保証，原子

力管理，原子力安全技術，電源土木，電源建築）及び島根原

子力発電所等の実施部門が供給者の技術的能力・品質保証体

制等により調達要求事項を満足する調達製品及び役務の供給

能力を評価し，その供給者の中から，「調達管理基本要領」に

従い，供給者の選定に関する業務（契約業務を含む）を実施

する部門である。 

保安規定に定める運転管理，施設管理等の業務の実施箇所

及びこれを支援する箇所を別紙４－５に示す。 

 

(f) 社長は，品質マネジメントシステムの最高責任者（トップ

マネジメント）として原子力の安全のためのリーダーシップ

を発揮し，品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評

価確認し，実効性を維持することの責任と権限を有し，原子

力品質方針及び原子力安全文化醸成に関する基本方針（以下

両者をまとめて「品質方針」という。なお，原子力安全文化

醸成に関する基本方針は，原子力安全文化醸成方針及びコン

プライアンス経営推進宣言により構成している。）を設定して

いる（⑦－５，⑧－５）。設定した品質方針を別紙４－７に示

す。この品質方針は，東京電力株式会社福島第一原子力発電

所の教訓を踏まえ，「確実な品質保証活動を主体的に行うこと

で，世界最高水準の原子力安全を目指す」という決意のもと，

安全の確保，品質の向上，企業倫理の浸透，透明性の確保を

基本として活動することを表明している。また，組織内に伝

達され，理解されることを確実にするとともに，要員が健全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・品質方針の体系の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，品質方

針を分割している 

 

 

 

 

・品質方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

社長のコミットメン

トであり，各社で異なる 

 

・周知方法の相違 

【柏崎 6/7】 
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(g) 原子力・立地本部長（管理責任者）は，年度ごとに品質方針

を踏まえて具体的な活動方針である原子力・立地本部業務計画

を策定している。 

また，原子力・立地本部長（管理責任者）は，原子力・立地

本部業務計画を，各業務を主管する組織の長に示し，品質目標

を含めた年度業務計画を策定させるとともに，各部所はこの年

度業務計画に基づき品質保証活動を実施する。 

 

 

 

 

品質方針が変更された場合には，これを添付している品証規

程を改訂するとともに，必要に応じて原子力・立地本部業務計

画及び年度業務計画を見直している。 

 

 

(h) 各業務を主管する組織の長は，年度業務計画に基づく品質保

証活動の実施状況を評価するため，品証規程に従いマネジメン

トレビューのインプットに関する情報を作成する。マネジメン

トレビューのインプット項目については，別紙 4-4 に示す。原

子力安全・統括部長（事務局）は各部所のマネジメントレビュ

ーのインプットに関する情報を集約し，実施部門の管理責任者

である原子力・立地本部長はマネジメントレビューのインプッ

トを社長へ報告する（⑦-7，⑧-7 保安規定，マネジメントレビ

ュー実施基本マニュアル）。 

また，内部監査室長は，監査部門の管理責任者として，実施

部門から独立した立場で内部監査を実施し，別紙 4-7 に示すと

おり監査結果をマネジメントレビューのインプットとして社長

へ報告する（⑦-8，⑧-8 保安規定，マネジメントレビュー実施

基本マニュアル）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(g) 実施部門の管理責任者は，社長が設定した品質方針を実施部

門の各業務を主管する組織の長へ周知するとともに，年度ごと

に品質方針を踏まえて具体的な活動方針である品質目標を設定

することを指示している。 

 

 

 

(h) 各業務を主管する組織の長は，年度ごとに品質方針を踏まえ

て具体的な活動方針である組織の品質目標を業務計画と整合を

取り設定するとともに，この品質目標に基づき品質保証活動を

実施している。 

この品質目標は，イントラネットへの掲載，電子メールでの

配信及び打合せ等により実施部門及び監査部門の要員に周知し

ている。品質方針が変更された場合には，品質目標を見直し，

再度，実施部門の要員に設定時と同様の方法により周知してい

る。 

(i) 各業務を主管する組織の長は，年度業務計画に基づく品質保

証活動の実施状況を評価確認するため，品証規程に従いマネジ

メントレビューのインプットに関する情報を作成する。マネジ

メントレビューのインプット項目については，別紙４－７に示

す。実施部門の管理責任者は，安全室長の補佐を受けて，実施

部門の各室所のマネジメントレビューのインプットに関する情

報を集約し，評価確認し，マネジメントレビューのインプット

として社長へ報告する（⑦－７，⑧－７）。 

 

また，考査・品質監査室長は，監査部門の管理責任者として，

実施部門から独立した立場で内部監査を実施し，評価確認し、

別紙４－７に示すとおり監査結果をマネジメントレビューのイ

ンプットとして社長へ報告する（⑦－７，⑧－７）。 

 

 

な安全文化を育成し及び維持することに貢献できるようにす

るため，社内ポータルサイトに掲載の他に，執務室内に品質

方針ポスターを掲示，携帯用の品質方針カードの配付を実施

することにより，実施部門及び監査部門の要員に周知してい

る。品質方針の組織内への伝達方法については，別紙４－８

に示す（⑦－６，⑧－６）。 

 

 (g) 実施部門の管理責任者は，社長が設定した品質方針を実施

部門の各業務を主管する組織の長へ周知するとともに，年度

ごとに品質方針を踏まえて具体的な活動方針である品質目標

を設定することを指示している。 

 

 

 

(h) 各業務を主管する組織の長は，年度ごとに品質方針を踏ま

えて具体的な活動方針である組織の品質目標を業務計画と整

合を取り設定するとともに，この品質目標に基づき品質保証

活動を実施している。 

この品質目標は，電子メールでの配信及び打合せ等により

実施部門及び監査部門の要員に周知している。品質方針が変

更された場合には，品質目標を見直し，再度，実施部門及び

監査部門の要員に設定時と同様の方法により周知している。 

 

(i) 各業務を主管する組織の長は，年度業務計画に基づく品質

保証活動の実施状況を評価確認するため品質マニュアルに従

いマネジメントレビューのインプットに関する情報を作成す

る。マネジメントレビューのインプット項目については，別

紙４－９に示す。実施部門の管理責任者は，電源事業本部部

長（原子力品質保証）の補佐を受けて，実施部門の各部所の

マネジメントレビューのインプットに関する情報を集約し，

評価確認し，マネジメントレビューのインプットとして社長

へ報告する（⑦－７，⑧－７）。 

また，内部監査部門長は，監査部門の管理責任者として，

実施部門から独立した立場で内部監査を実施し，評価確認し，

別紙４－６に示すとおり監査結果をマネジメントレビューの

インプットとして社長へ報告している（⑦－８，⑧－８）。 

 

 

島根２号炉は，品質方

針を品証規程に添付し

ていない。また，携帯用

のカードを配付してい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6//7，東海第二】 

島根２号炉は，品質目

標をイントラネットへ

の掲載することは行っ

ていない。また，品質方

針を品証規程に添付し

ていない 
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(i) 社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメント

システムの有効性をレビューし，マネジメントレビューのアウ

トプットを決定する（⑦-9，⑧-9 保安規定，マネジメントレビ

ュー実施基本マニュアル）。 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプ

ットを基に各業務を主管する組織の長に必要な対応を指示す

る。 

 

 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウ

トプット及び品質保証活動の実施状況を踏まえ，次年度の年度

業務計画に反映し，活動している。 

 

 

 

(j) 原子力・立地本部長は，本社にて管理責任者レビューを実施

し，各部所に共通する事項として品証規程，品証計画書等の社

内規程類の改訂に関する事項，品質方針の変更提案，原子力・

立地本部業務計画，マネジメントレビューのインプット等をレ

ビューする。 

また，柏崎刈羽原子力発電所，本社各部においては，各部所

長を主査とするレビューを実施し，実施部門における品質保証

活動に基づく品証規程／品証計画書の改訂に関する事項，年度

業務計画（品質目標）及び管理責任者レビューのインプットに

関する情報等をレビューする。 

マネジメントレビュー，管理責任者レビュー及び各部所長レ

ビューの構成，インプットに関する情報等については，別紙 4-8 

に示す（⑦-10，⑧-10）。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメント

レビューへのインプットとしているほか，品質目標等の業務計

画の策定／改訂，社内規程類の制定／改訂等により業務へ反映

している。 

 

 

 

 

 

 

(j) 社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメント

システムの有効性をレビューし，マネジメントレビューのアウ

トプットを決定する（⑦－８，⑧－８）。 

 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウトプ

ットを，各業務を主管する組織の長に通知し，各業務を主管す

る組織の長が作成したマネジメントレビューのアウトプットに

対する処置事項を確認して改善計画としてまとめ，社長の確認

を得た後，各業務を主管する組織の長に必要な対応を指示する。 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのアウ

トプットに対する処置事項及び各業務を主管する組織の品質保

証活動の実施状況を評価確認し，次年度の年度業務計画に反映

し，活動している。また，管理責任者はそれらの状況を確認し

ている。 

 

(k) 安全室を担当する取締役は，実施部門管理責任者として，各

室所に共通する事項である品質マニュアル等の社内規程の改訂

に関する事項，品質方針の変更提案，マネジメントレビューの

インプット及びアウトプットに基づく品質マネジメントシステ

ムの改善状況等をレビューする。 

また，東海第二発電所，本店各室においては，各室所長を主

査とするレビューを実施し，実施部門における品質保証活動に

基づく品質マニュアルの改訂に関する事項，年度業務計画（品

質目標）及び管理責任者レビューのインプットに関する情報等

をレビューする。 

マネジメントレビュー，管理責任者レビュー及び各室所長レ

ビューの構成，インプットに関する情報等については，別紙４

－７に示す（⑦－９，⑧－９）。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメント

レビューへのインプットとしているほか，品質目標等の業務計

画の策定／改訂，社内規程の制定／改訂等により業務へ反映し

ている。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向上さ

せるため，本店の品質保証委員会では，実施部門の品質マネジ

メントシステム活動の実施状況の評価及び管理（品質方針の改

訂，品質目標の設定・達成状況等）に関する事項等を審議し，

品質マネジメントシステムが引き続き，適切，妥当かつ有効で

あることをレビューする。また，東海第二発電所の品質保証運

(j) 社長は，管理責任者からの報告内容を基に品質マネジメン

トシステムの有効性をレビューし，マネジメントレビューの

アウトプットを決定する（⑦－９，⑧－９）。 

 

管理責任者は，社長からのマネジメントレビューのアウト

プットを基に各業務を主管する組織の長に必要な対応を指示

する。 

 

 

各業務を主管する組織の長は，マネジメントレビューのア

ウトプットに対する処置事項及び各業務を主管する組織の品

質保証活動の実施状況を評価確認し，次年度の年度業務計画

に反映し，活動している。また，管理責任者はそれらの状況

を確認している。 

 

(k) 電源事業本部長は，実施部門管理責任者として，各部所に

共通する事項である品質マニュアル等の社内規定の改訂に関

する事項，品質方針の変更提案，マネジメントレビューのイ

ンプット及びアウトプットに基づく品質マネジメントシステ

ムが実効性のあることを評価する。 

また，島根原子力発電所及び本社の各部所においては，各

部所長を委員長とするレビューを実施し，実施部門における

品質保証活動に基づく社内規定の改訂に関する事項，年度業

務計画（品質目標）及び管理責任者レビューのインプットに

関する情報等をレビューする。 

マネジメントレビュー，管理責任者レビュー及び各部所長

レビューの構成，インプットに関する情報等については，別

紙４－６及び別紙４－９に示す（⑦－10，⑧－10）。 

各レビューのアウトプットについては，社長のマネジメン

トレビューへのインプットとしているほか，品質目標等の業

務計画の策定／改訂，社内規定の制定／改訂等により業務へ

反映している。 

さらに，品質マネジメントシステムの有効性を維持・向上

させるため，原子力品質保証委員会では，実施部門の品質マ

ネジメントシステム活動の実施状況の評価及び管理（品質方

針の改訂，品質目標の設定・達成状況等）に関する事項等を

審議し，品質マネジメントシステムが実効性のあることを評

価する。また，ＱＭＳ推進者会議では，原子力品質保証委員

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，アウト

プットに対する対応指

示をトップダウンによ

り行うのに対し，東海第

二はボトムアップによ

り対応を立案する 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

管理責任者レビュー

の役割の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 
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また，平成 26年度，平成 27 年度及び平成 28 年度上期の開

催実績を別紙 4-9 に示す。 

なお，発電用原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関

しては，本社にて保安規定第 6 条に基づく原子力発電保安委員

会を，また，発電用原子炉施設の保安運営に関する具体的重要

事項に関しては，発電所にて保安規定第 7 条に基づく原子力発

電保安運営委員会を開催し，その内容を審議し，審議結果は業

務へ反映させる。 

 

ｂ． 設計及び運転等の品質保証活動 

(a) 各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等を，発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に基

づく重要性を基本とした品質マネジメントシステム要求事項の

適用の程度に応じて管理し，実施する（⑦-11，⑧-11 保安規定）。 

また，製品及び役務を調達する場合は，重要度等に応じた品

質管理グレードに従い調達管理を行う（⑦-12，⑧-12 保安規

定）。 

 

 

供給者に対しては，品質管理グレードに応じた要求項目のほ

か，法令類からの要求項目や製品等の内容に応じた要求項目を

加えた調達要求事項を提示する（⑦-13，⑧-13 保安規定）。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当該

業務に係る調達要求事項を追加している。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を

満足していることを，検査及び試験等により検証する（⑦-14，

⑧-14 保安規定）。これらの調達要求事項等の具体的な内容に

営委員会では，東海第二発電所における品質マネジメントシス

テム活動の実施状況の評価及び管理（品質目標の設定・達成状

況等）に関する事項等を審議し，品質マネジメントシステムが

引き続き，適切，妥当かつ有効であることをレビューする。品

質保証委員会及び品質保証運営委員会の開催実績については，

別紙４－１０に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関しては，

本社にて保安規定第 6 条に基づく原子力発電保安委員会を，ま

た原子炉施設の保安運営に関する具体的重要事項に関しては，

発電所にて保安規定第7 条に基づく原子力発電保安運営委員会

を開催し，その内容を審議し，審議結果は業務へ反映させる。 

 

 

b. 設計及び運転等の品質保証活動 

(a) 各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を，品質マニュ

アルに従い，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類

に関する審査指針に基づく重要性を基本とした品質マネジメン

トシステム要求事項の適用の程度に応じて管理し，実施し，評

価を行い，継続的に改善する（⑦－１０）。また，製品及び役務

を調達する場合は，重要度等に応じた品質管理グレードに従い

調達管理を行う（⑦－１１）。 

 

 

供給者に対しては，品質管理グレードに応じた要求項目の他，

法令類からの要求項目や製品等の内容に応じた要求項目を加え

た調達要求事項を提示する（⑦－１２）。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当該

業務に係る調達要求事項を追加している。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項を

満足していることを，検査及び試験等により検証する（⑦－１

３）。これらの調達要求事項等の具体的な内容については「個別

会における審議に先立つ調整や情報共有を行っている。電源

事業本部原子力品質保証運営委員会，原子力発電所土木建築

関係品質保証運営委員会及び島根原子力発電所品質保証運営

委員会では，各部所における品質マネジメントシステム活動

の実施状況の評価及び管理（品質目標の設定・達成状況等）

に関する事項等を審議し，品質マネジメントシステムが実効

性のあることを評価する。 

電源事業本部原子力品質保証委員会，ＱＭＳ推進者会議及

び各部所の品質保証運営委員会が担当する業務内容は，別紙

４－10 に示す「内部コミュニケーション基本要領」（⑦－11，

⑧－11）。のとおりである。原子力品質保証委員会及び各部

所の品質保証運営委員会の開催実績については，別紙４－11

に示す。（⑦－12，⑧－12） 

なお，原子炉施設の保安に関する基本的重要事項に関して

は，本社にて保安規定第６条に基づく原子力発電保安委員会

を，また，原子炉施設の保安運営に関する具体的重要事項に

関しては，発電所にて保安規定第７条に基づく原子力発電保

安運営委員会を開催し，その内容を審議し，審議結果は業務

へ反映させる。 

 

ｂ．設計及び運転等の品質保証活動 

(a) 各業務を主管する組織の長は，設計及び工事を，発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針に

基づく重要性を基本とした品質マネジメントシステム要求事

項の適用の程度に応じて管理し，実施し，評価を行い，継続

的に改善する（⑦－13）。また，製品及び役務を調達する場合

は，供給者において品質保証活動が適切に遂行されるよう要

求事項（原子力規制委員会の職員による工場等への立入りに

関することを含む。）を提示し，製品及び役務やその重要度等

に応じたグレード分けに従い調達管理を行う（⑦－14）。 

供給者に対しては，グレード分けに応じた要求項目の他，

法令類からの要求項目や製品等の内容に応じた要求項目を加

えた調達要求事項を提示する（⑦－15）。 

なお，許認可申請等に係る解析業務を調達する場合は，当

該業務に係る調達要求事項を追加している。 

各業務を主管する組織の長は，調達製品等が調達要求事項

を満足していることを，検査及び試験等により検証する（⑦

－16）。これらの調達要求事項等の具体的な内容については

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，調整の

ための会議体を設置し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・要求事項の相違 

【東海第二】 

島根は要求事項として，

原子力規制委員会の職

員による工場等への立

入りを記載 
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ついては「工事共通仕様書」「購入共通仕様書」「委託共通仕

様書」（以下「仕様書」という。）で明確にしている。 

 

 

 

 

 

 

(b) 新規制基準の施行前に調達した製品等は，当時の品質マネジ

メントシステムに基づき，上記と同様に管理している。これら

についても，新規制基準における設備的な要求事項を満足して

いること（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関

する規則への適合性）を確認していく。 

また，新規制基準のうち，品証技術基準規則において調達要

求事項が追加されており，施行前と施行後の品質保証活動は以

下のとおりである。 

① 安全文化を醸成するための活動に関する必要な要求事項 

安全文化を醸成するための活動は，施行前から，仕様

書にて，作業班長の資格要件の一つ（原子力関連知識）

として研修することを要求していた。 

新規制基準の施行後，施行前から要求していた安全の

確保及び環境の保全，工事現場の秩序と維持等の活動に

ついて，「安全文化の基本理念の 7 原則」を意識しなが

ら実施することで，安全文化の醸成に努めるよう整理し

追加要求してきた。 

さらに，「安全文化」の定義や「健全な原子力安全文

化を体現する各人・リーダー・組織の特性（健全な原子

力安全文化の 10 の特性）」の制定後は，これを仕様書

に示し，当社と一体となった原子力安全の充実に向けた

取り組みを要求している。 

 

 

 

② 不適合の報告及び処理に係る要求事項 

不適合の報告及び処理に係る事項については，施行前

から，仕様書にて，以下のいずれかの不適合が発生した

場合又は不適合を発見した場合にはその内容に応じて当

社に報告することを要求している。また，不適合への対

仕様書」（以下「仕様書」という。）で明確にしている。 

 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行す

るため，品質マニュアルに従い，関係法令等の要求事項を満足

するよう個々の業務を計画し，実施し，評価を行い，継続的に

改善する。また，製品及び役務を調達する場合は，設計及び工

事と同様に管理する。 

 

(b) 新規制基準の施行前に調達した製品は，当時の品質マネジメ

ントシステムに基づき，上記と同様に管理している。 

これらについても，新規制基準における設備的な要求事項を

満足していること（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則への適合性）を確認していく。また，新規制

基準のうち，工認審査基準において①から③の調達要求事項が

追加されており，施行前と施行後の品質保証活動は以下のとお

りである。 

①安全文化を醸成するための活動に関する必要な要求事項 

安全文化を醸成するための活動が要求事項となっている

が，仕様書において，施行前から以下のとおり要求してお

り，同様に対応している。 

なお，製品や役務など調達内容に応じて，必要な項目を

要求している。 

ａ) 不適合が検出された場合は文書により速やかに当社

へ報告を行うこと。 

ｂ) 作業開始前には，Ｔ.Ｂ.Ｍを実施し，作業要領，品

質管理，安全対策等の周知，実施，徹底を図ること。 

ｃ) 発電所内で実施する業務に関しては，工事等要領書

を作成し事前に当社の確認を得ること。さらに，業務

は当社の確認を受けた工事等要領書に基づき実施する

こと。製品が当社の要求する品質及び設計要求事項に

適合していることを確認するための検査及び試験の項

目，工程並びに当社の立会い程度を明確にし，実施す

ること。 

②不適合の報告及び処理に係る要求事項 

不適合の報告及び処理に係る事項については，施行前か

ら，仕様書にて，以下のいずれかの不適合が発生した場合

又は不適合を発見した場合にはその内容に応じて当社に報

告することを要求している。また，不適合への対応として，

「工事仕様書」「購入仕様書」「委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）で明確にしている。 

各業務を主管する組織の長は，運転及び保守を適確に遂行

するため，品証マニュアルに従い，関係法令等の要求事項を

満足するよう個々の業務を計画し，実施し，評価を行い，継

続的に改善する。また，製品及び役務を調達する場合は，設

計及び工事と同様に管理する。 

 

(b) 新規制基準の施行前に調達した製品等は，当時の品質マネ

ジメントシステムに基づき，上記と同様に管理している。 

これらについても，新規制基準における設備的な要求事項

を満足していること（実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則への適合性）を確認していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，指針の構

成に合わせ，「設計及び

工事」と「運転及び保守」

を区別して記載 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

品証技術基準規則施行

に伴い追加された調達

要求事項について記載。 
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応として，識別，処置，再発防止対策についての管理方

法を確立することを要求している。 

・原子力発電所内で発生した不適合 

・原子力発電所外で発生した不適合 

③ 調達要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる

こと 

調達要求事項への適合状況を記録した文書を提出させ

ることについては，施行前から，仕様書にて，工事施行

要領書，工事施行報告書（検査記録等を含む）等の必要

な図書の提出を要求している。 

設計及び運転等に係る重要度，調達要求事項，品質管

理グレード及び調達製品の検証に関する社内規定類を別

紙 4-4 及び別紙 4-10 に示す。 

 

(c) 各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不適

合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を

特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じた是正処置を

実施する。 

不適合の処置及び是正処置については，別紙 4-4 に示す（⑦

-15，⑧-15）。 

また，製品及び役務を調達する場合は，供給者においても不

適合管理が適切に遂行されるよう要求事項を提示し（⑦-16，⑧

-16 保安規定），不適合が発生した場合には，各業務を主管す

る組織はその実施状況を確認する。 

 

ｃ．品質保証活動の強化 

当社はこれまで，設計及び運転等の品質保証活動について，

上記ａ．及びｂ．のとおり体制を確立し活動を行ってきたが，

福島第一原子力発電所事故を踏まえ経営層からの改革として以

下（ａ）～（ｄ），平成 27 年 9 月に発見された不適切なケー

ブルの敷設の教訓から以下（ｅ）の施策を展開し，品質マネジ

メントシステムの強化に取り組んでいる。 

(a) 安全文化を組織全体へ確実に定着させるため，まずは経営層

自身の意識を高める活動として，経営層自身の海外ベンチマー

クによる良好事例の取り込みや，原子力安全に係る期待事項の

積極的な発信等を実践している。 

(b) 品質マネジメントシステムの強化，原子力安全のガバナンス

改善のために，経営層は自らの期待事項を明確にしている。ま

識別，処置，再発防止対策についての管理方法を確立する

ことを要求している。 

・原子力発電所内で発生した不適合 

・原子力発電所外で発生した不適合 

③調達要求事項への適合状況を記録した文書を提出させるこ

と 

調達要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる

ことについては，施行前から，仕様書にて，工事等要領書，

試験・検査記録等の必要な図書の提出を要求している。 

設計及び工事に係る重要度，調達要求事項，品質管理グ

レード及び調達製品の検証に関する社内規定を別紙４－１

１及び別紙４－１２に示す。 

 

 

(c) 各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不適

合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のために原因を

特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じた是正処置を

実施する。 

不適合の処置及び是正処置については，別紙４－３及び別紙

４－１３に示す（⑦－１４，⑧－１０）。また，製品及び役務を

調達する場合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行さ

れるよう仕様書にて要求事項を提示し（⑦－１５，⑧－１１），

不適合が発生した場合には，各業務を主管する組織はその実施

状況を不適合管理要項に従って確認する。 

 

c. 品質保証活動の強化 

当社は，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故のよう

な極めて深刻な事故を起こさないために，「原子力施設のリスク

を強く意識し，公衆と環境に対して放射線による有害な影響を

及ぼすような事故を起こさない」という決意を品質方針に示し

ている。設定した品質方針を別紙４－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 各業務を主管する組織の長は，設計及び運転等において不

適合が発生した場合，不適合を除去し，再発防止のために原

因を特定した上で，原子力安全に対する重要性に応じた是正

処置を実施する。 

不適合の処置及び是正処置については，別紙４－５及び別

紙４－13に示す（⑦－17，⑧－13）。また，製品及び役務を

調達する場合は，供給者においても不適合管理が適切に遂行

されるよう要求事項を提示し（⑦－18，⑧－14），不適合が発

生した場合には，各業務を主管する組織は社内規定に従って

その実施状況を確認する。 

 

ｃ．品質保証活動の強化 

当社は，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故のよう

な極めて深刻な事故を起こさないために，「確実な品質保証活

動を主体的に行うことで，世界最高水準の原子力安全を目指す」

という決意を品質方針に示している。設定した品質方針を別紙

４－７に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取り組みの相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，福島第一

原子力発電所事故の当

事者としての取り組み

を記載している 

・品質方針の相違 

【東海第二】 

社長のコミットメン

トであり，各社で異なる 
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たそれを実現するために，管理的職位にある社員が，業務や現

場の状況をじっくり観察することにより目標となるふるまいと

の差を確認し，改善につなげる活動（マネジメントオブザベー

ション）を強化している。 

(c) 原子力安全に係る各分野，プロセスを強化する施策として，

運転，保全等の専門分野ごとに定めた CFAM/SFAM による改善活

動を展開している。社内外，海外のベストプラクティスを取り

込み，各専門分野において産業界全体の中での最高レベルに到

達するよう課題解決に向けた活動を行い，各業務を主管する組

織における改善の実行につなげている。 

(d) 安全文化の醸成については，「安全文化の基本理念の 7 原則」

（※1）と職位ごとの行動基準を定め，安全文化を醸成するための

活動に取り組んできた。福島第一原子力発電所事故後には，こ

れに代えて安全意識の向上と組織全体への浸透を目指した「安

全文化」の定義や「健全な原子力安全文化を体現する各人・リ

ーダー・組織の特性（健全な原子力安全文化の 10 の特性）」（※

2）を制定し，一人ひとりが日々の行動や判断を振り返ることの

重要性を認識させ，原子力安全の充実に向けた取り組みを展開

している。 

（※1）企業倫理に関する行動基準を受け，安全最優先と品質向

上を達成するために原子力部門の社員が守るべき行動と

して具体的に示したもの（平成 21 年 11 月制定）。 

（※2）世界最高水準の原子力事業者を目指す拠り所として，「健

全な原子力安全文化の特性（INPO 12-012,April 2013）」

及び「パフォーマンス目標と基準（WANO 2013-1 March 

2013）」を参考に当社が定めたもの（平成 26 年 11 月制

定）。 

 

(e) 不適切なケーブルの敷設に鑑み，技術力の向上に向けて以下

の取り組みにより品質保証活動の改善を図ることとしている。

（詳細は別紙 4-11 参照。） 

安全上の重要度に応じた設計管理に加えて，「安全上の重要

度が低い設備（常用系）のトラブルを，重要度の高い設備（安

全系）に波及させない」ためのチェックを工事の設計を行う際

に実施する。チェックする際の基準は，留意点や具体例ととも

に，あらかじめ専門的知識を有する者（エキスパート）が明示

する。工事主管箇所は工事の都度，明示された基準をもとに各

分野への関連性の有無をチェックする。関連がある場合には，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取り組みの相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉において

は，不適切なケーブル敷

設は無かったこと，ま

た，安全機能へ影響を与

えるような工事が行わ

れるおそれのある品質

マネジメントシステム

となっていないか検証

した結果，問題は無かっ

たことから，本項目につ

いては記載していない 
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専門的知識を有する者（エキスパート）に確認する。 

工事主管箇所にて作成したチェック結果は，関連が無いとし

たものを含め，原子力安全を総括する部門が集約して再確認す

ることとしており，工事主管箇所による確認結果に不足がある

と判断した場合，又はエキスパートへの確認が必要と判断した

場合には，工事実施前までに工事主管箇所へ再確認結果を伝え

ることとしている。 

また，製品及び役務の調達要求事項として，「原子力安全に

及ぼす波及的影響防止」を仕様書で明確に記載するとともに，

当該要求事項の達成状況は工事主管箇所が施工図面及び施工結

果をもとに直接確認することとする。 

新たに構築した仕組みを含め，品質保証活動の中で，有効性

を検証し，継続的に業務プロセスの改善を図っていく。 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活

動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割

を明確化した体制を構築している。 

また，品質マネジメントシステムの強化に継続的に取り組んで

いる。 

 

別紙 4-1 品証技術基準規則を踏まえた品質保証計画について 

 

別紙 4-2 柏崎刈羽原子力発電所 原子炉施設保安規定 （抜粋） 

別紙 4-3 品質マネジメントシステム文書体系 

別紙 4-4 原子力品質保証規程（抜粋） 

別紙 4-5 柏崎刈羽原子力発電所 品質保証計画書（抜粋） 

 

 

別紙 4-6 品質方針の組織内への伝達方法について 

別紙 4-7 原子力品質監査基本マニュアル（抜粋） 

別紙 4-8 マネジメントレビュー実施基本マニュアル（抜粋） 

 

 

別紙 4-9 マネジメントレビュー，管理責任者レビュー及び各部所

長レビューの開催実績 

 

別紙 4-10 調達管理基本マニュアル（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活

動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割

を明確化した体制を構築している。 

 

 

 

別紙４－１ 工認審査基準を踏まえた品質保証計画について 

 

 

別紙４－２ 東海第二発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

 

別紙４－３ 品質保証規程（抜粋） 

別紙４－４ 品質管理要項（抜粋） 

 

別紙４－５ 品質方針 

別紙４－６ 品質方針の組織内への伝達方法 

別紙４－７ マネジメントレビュー要項（抜粋） 

別紙４－８ 品質保証委員会及び品質保証検討会運営要項（抜粋） 

別紙４－９ 品質保証運営委員会運営要領（抜粋） 

別紙４－10 品質保証委員会及び東海第二発電所 品質保証運営委

員会の開催実績 

別紙４－11 原子力施設の重要度分類基準要項（抜粋） 

別紙４－12 調達管理要項（抜粋） 

別紙４－13 不適合管理要項（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり，品質保証活動に必要な文書を定め，品質保証活

動に関する計画，実施，評価及び改善を実施する仕組み及び役割

を明確化した体制を構築している。 

 

 

 

別紙４－１ 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の基準に関する規則を踏まえた品質マネジメ

ントシステム計画について 

別紙４－２ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙４－３ 品質マネジメントシステム文書体系 

別紙４－４ 原子力品質保証規程（抜粋） 

別紙４－５ 原子力品質保証細則（抜粋） 

別紙４－６ 原子力安全管理監査細則（抜粋） 

別紙４－７ 品質方針（抜粋） 

別紙４－８ 品質方針の組織内への伝達方法について 

別紙４－９ マネジメントレビュー基本要領（抜粋） 

別紙４－10 内部コミュニケーション基本要領（抜粋） 

別紙４－11 委員会等の開催実績 

別紙４－12 調達管理基本要領（抜粋） 

別紙４－13 不適合等管理基本要領（抜粋） 
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別紙 4-11 不適切なケーブルの敷設の教訓を踏まえた技術的能力

の向上に資する取り組み 

 

 

・取り組みの相違 

【柏崎 6/7】 

不適切なケーブル敷

設関連 

（５）技術者に対する教育・訓練 

指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

事業者において，確保した技術者に対し，その専門知識及び

技術・技能を維持・向上させるための教育・訓練を行う方針が

適切に示されていること。⑨ 

 

 

確保した技術者に対し，その専門知識及び技術・技能を維持・

向上させるための教育・訓練を行う方針を以下に示す。 

 

 

ａ．技術者は，原則として入社後一定期間，当社原子力発電所に

おいて，別紙５－１に示すとおり，原子力発電所の仕組み，発

電所各系統の構成機器に関する知識，機器配置，放射線管理，

安全管理，原子力安全等の基礎教育・訓練を受け，原子力発電

に関する基礎知識を習得する（⑨-1 新入社員教育年間計画）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後，各部門に配属後は，各部門の教育・訓練を行ってい

く。原子力部門の技術者が受講する教育・訓練は，別紙５－２

に示す社内規定類「原子力発電所運転員に対する教育・訓練マ

ニュアル」及び別紙５－３に示す「原子力部門現業技術・技能

認定マニュアル」に定めている（⑨-2 マニュアル）。 

また，実務を通じた教育・訓練として日常教育を実施してい

る。日常教育では，運転及び保守における基礎知識の習得，作

(5) 技術者に対する教育・訓練 

指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

事業者において，確保した技術者に対し，その専門知識及び

技術・技能を維持・向上させるための教育・訓練を行う方針が

適切に示されていること。⑨ 

 

 

確保した技術者に対し，その専門知識及び技術・技能を維持・

向上させるための教育・訓練を行う方針を以下に示す。 

 

 

ａ．技術者は，原則として入社後一定期間，配属された部門に係

る基礎的な教育・訓練を受ける。例えば，入社後技術者は，当

社東海総合研修センター，敦賀総合研修センター及び東海第二

発電所において，「平成29 年度新入社員年間教育スケジュール

（別紙５－１）」に示すとおり，原子力発電所の仕組み，放射

線管理等の基礎教育・訓練並びに機器配置及びプラントシステ

ム等の現場教育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知識を

習得する（⑨－１）。 

配属された技術者が受講する教育・訓練は以下のとおり。 

・共通教育，専門教育 

法定の安全教育，作業安全に必要な基本的事項の習得，

お客様意識の醸成，電力設備に関する基礎学力の向上，設

備の構造，機能に関する知識及び運転，保守に関する技能

など基礎の習得等 

 

「力量運用要領」（別紙５－２）（⑨－２）及び「原子炉施

設保安教育手順書」（別紙５－３）（⑨－３）及び「教育・訓

練計画手順書」（別紙５－４）（⑨－４）に示すとおり，東海

第二発電所においては，実務を通じた教育・訓練として現場教

育を実施している。現場教育では，運転及び保守における基礎

知識の習得，作業安全の基礎知識の習得等を行う。 

 

(5) 教育・訓練 

指針９ 技術者に対する教育・訓練 

 

事業者において、確保した技術者に対し、その専門知識及び

技術・技能を維持・向上させるための教育・訓練を行う方針が

適切に示されていること。⑨ 

 

 

確保した技術者に対し，その専門知識及び技術・技能を維持・

向上させるための教育・訓練を行う方針を以下に示す。 

 

 

ａ．技術者は，原則として入社後一定期間，当社原子力発電所等

において，別紙５－１に示すとおり，原子力発電所の仕組み，

発電所各系統の構成機器に関する基礎知識及び安全衛生に関す

る基礎知識等の教育・訓練を受け，原子力発電に関する基礎知

識を習得する（⑨－１）。 

 

 

 

新入社員が受講する教育・訓練は，社内規程「原子力部門 技

術系新入社員基礎教育手順書」（別紙５－２）に定めている（⑨

－２）。 

 

 

 

 

その後，配属された各部門にて，教育・訓練を行っていく。

原子力部門の技術者が受講する教育・訓練は，社内規程「原子

力部門 教育訓練手順書」（別紙５－３）に定めている（⑨－３）。 

また，実務を通じた教育・訓練として日常教育を実施してい

る。日常教育では，運転及び保守における基礎知識の習得，作

業安全の基礎知識の習得等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

新入社員の教育内容

の記載の有無 
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業安全の基礎知識の習得等を行う。 

 

ｂ．教育・訓練については，別紙５－４の保安規定第 3 条（品質

保証計画）「6.2 人的資源」で示すとおり，品質マネジメントシ

ステム（以下「QMS」という。）文書体系に要求事項を定めてい

る（⑨-3 保安規定）。この要求事項を踏まえ，別紙５－５で示

す社内規定類「教育及び訓練基本マニュアル」において，品質

保証計画における要求事項を具体的に規定している（⑨-4 マニ

ュアル）。 

これらの要求事項を受けて，別紙５－２で示す社内規定類「原

子力発電所運転員に対する教育・訓練マニュアル」（⑨-5 マニ

ュアル）及び別紙５－３で示す社内規定類「原子力部門現業技

術・技能認定マニュアル」（⑨-6 マニュアル）においては具体

的な運用要領を，別紙５－６社内規定類「保安教育マニュアル」

においては保安教育の運用要領（⑨-7 マニュアル）を定めてお

り，教育・訓練の運用を QMS 体系の中で規定している。これら

の運用に関する規定に基づき，教育・訓練を実施している。実

績については，別紙５－７及び別紙５－８に示す（⑨-8，⑨-9 訓

練実績）。 

以上のとおり，確保した技術者に対しその専門知識及び技

術・技能を維持・向上させるため，教育・訓練に関する社内規

定類を策定し，必要な教育・訓練を行う。 

なお，協力会社に対しては，保安教育に加え，別紙５－９で

示す社内規定類「工事監理マニュアル」において，作業者の知

識技能レベル向上を目的とした作業班長資格承認制度を設けて

おり，作業班長に必要な教育・訓練を実施している（⑨-10 工

事監理マニュアル）。 

また，当社訓練施設は当社のみならず，協力会社の教育・訓

練にも活用できるよう研修設備の提供等を行っており，発電所

の保守点検業務等を行う協力会社社員の専門知識・技能の向上

を支援している。 

 

ｃ．柏崎刈羽原子力発電所では，原子力安全の達成に必要な技術

的能力を維持・向上させるため，保安規定に基づき，対象者，

教育内容，教育時間等について教育の実施計画を策定し，それ

に従って教育を実施する。 

また，柏崎刈羽原子力発電所では，発電所の運営に直接携わ

る運転，保全，放射線管理，化学管理，燃料管理に関する業務

 

 

ｂ．教育・訓練については，保安規定第3 条（品質保証計画）「６．

資源の運用管理」（別紙５－５）（⑨－５）で示すとおり，品

質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）文書体系

における１次文書としての要求事項を定めている。この要求事

項を踏まえ，社内規程「品質保証規程」（別紙５－６）（⑨－

６）において，品質保証計画における要求事項を具体的に規定

している。 

これらの要求事項を受けて，社内規程「力量運用要領」（別

紙５－２）（⑨－２）においては，東海第二発電所における保

安教育等の運用要領等を定め，「原子炉施設保安教育手順書」

（別紙５－３）（⑨－３）及び「教育・訓練計画手順書」（別

紙５－４）（⑨－４）においては，これに基づく具体的な運用

要領等を定めており，教育・訓練の運用をＱＭＳ体系の中で規

定している。これらの運用に関する規定に基づき，教育・訓練

を実施している。平成28 年度の東海第二発電所の教育訓練実績

及び保安教育実績の抜粋を別紙５－７及び別紙５－８に示す

（⑨－７，⑨－８）。 

以上のとおり，確保した技術者に対しその専門知識及び技

術・技能を維持・向上させるため，教育・訓練に関する社内規

程を策定し，必要な教育・訓練を行う。 

 

 

 

 

 

なお，東海総合研修センター及び敦賀総合研修センターは当

社のみならず，協力会社の教育・訓練にも活用できるよう研修

設備の提供を行っており，発電所の保守点検業務等を行う協力

会社社員の専門知識・技能の向上を支援している。 

 

ｃ．東海第二発電所では，原子力安全の達成に必要な技術的能力

を維持・向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，教育

内容，教育時間及び教育実施時期について教育の実施計画を策

定し，それに従って教育を実施する（⑨－５）。また，東海第

二発電所では必要となる教育及び訓練とその対象者として発電

所の運営に直接携わる運転，保修，放射線管理，化学管理，燃

 

 

ｂ．教育・訓練については，別紙５－４の保安規定第３条（品質

マネジメントシステム計画）「６．２ 要員の力量の確保および

教育訓練」で示すとおり，品質マネジメントシステム文書体系

に要求事項を定めている（⑨－４）。この要求事項を踏まえ，別

紙５－５で示す社内規程「力量および教育訓練基本要領」にお

いて，品質マネジメントシステム計画における要求事項を具体

的に規定している（⑨－５）。 

これらの要求事項を受けて，別紙５－３で示す社内規程「原

子力部門 教育訓練手順書」において具体的な運用要領を定めて

おり，教育・訓練の運用を品質マネジメントシステム体系の中

で規定している。これらの運用に関する規定に基づき，原子力

部門の技術者に対し，必要な教育・訓練を実施している。  

令和元年度の島根原子力発電所の教育訓練実績及び保安教育実

績の抜粋を別紙５－６及び別紙５－７に示す（⑨－６，⑨－７）。 

 

 

 

以上のとおり，確保した技術者に対しその専門知識及び技

術・技能を維持・向上させるため，教育・訓練に関する社内規

定類を策定し，必要な教育・訓練を行う。 

 

 

 

 

 

なお，当社訓練施設は当社のみならず，協力会社の教育・訓

練にも活用できるよう研修設備の提供を行っており，発電所の

保守点検業務等を行う協力会社社員の専門知識・技能の向上を

支援している。 

 

ｃ．島根原子力発電所では，原子力安全の達成に必要な技術的能

力を維持・向上させるため，保安規定等に基づき，対象者，教

育内容，教育時間及び教育実施時期について教育の実施計画を

策定し，それに従って教育を実施する。 

また，島根原子力発電所では，発電所の運営に直接携わる運

転，保修，放射線管理，化学管理，燃料管理等に関する業務の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 は，作業班長

に対する資格承認制

度を記載 
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の技術者に対して，別紙５－１０に示すとおり技能認定制度を

設け，確実に技術的能力を維持・向上させる仕組みを構築して

いる（⑨-11 教育訓練プログラム）。この技能認定制度では，C 級

から A 級の 3 段階の研修カリキュラムを設け，業務分野ごとに

机上研修及び実技研修を実施している。 

C 級は入社から 1 年間の研修カリキュラムの修了した段階

で認定し，それ以降の B級及び A 級の認定は，各段階の研修カ

リキュラムを修了した者について筆記試験及び実技試験を行

い，認定水準に照らして合否判定を行い，認定する。さらに，A

級認定以降の技術技能向上の目標として S 級を設定しており，

レポート審査及び面談を通じて高い専門技術を確認し，さらに，

技術者倫理，指導者適性についても確認し，認定水準に到達し

ている者を認定している。各段階の認定水準及び過去 5 年間の

認定実績を別紙５－１１に示す（⑨- 12 技能認定実績）。 

 

さらに，福島第一原子力発電所事故では，知見が十分とは言

えない津波に対し，想定を上回る津波が来る可能性は低いと判

断し，自ら対策を考えて迅速に深層防護の備えを行う姿勢が足

りなかったとの反省のもと，技術力全般の底上げのため，技能

認定制度による業務に必要な技術力の維持・向上と併せて，プ

ラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，保守に精

通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者

を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取り組み

も進めている。 

 

ｄ．技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほか，

BTC や原子力安全推進協会における運転員の教育・訓練等，国

内の原子力関係機関も活用し，各職能，目的に応じた実技訓練

や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得

及び習熟に努める。過去 5 年間の社外教育・訓練受講者の実績

を別紙５－１２に示す（⑨-13 社外教育訓練受講実績）。 

 

当社内の講師，訓練施設だけでなく，社外の講師，訓練施設

による教育・訓練にも積極的に技術者を派遣することにより，

他の原子力事業者の技術者との能力比較を行い，必要ならば当

社の教育・訓練項目の改善を図ること等の対策がとれること，

当社の訓練施設で模擬できない施設に関する訓練を経験するこ

とにより，より幅広い技術的能力の習得が可能となること等の

料管理等に関する業務の技術者に対して力量評価制度を設けて

いる。力量評価では，業務を遂行する上で必要な力量を教育・

訓練に関する要領に定め，評価を実施する。また，必要な力量

が不足している場合には，その必要な力量に到達することがで

きるように教育・訓練を実施する。 

教育・訓練にあたっては，知識及び技能に応じた教育訓練コ

ースの設定及び配属後の年数や職位に応じた区分を設定するこ

とにより，技術者の能力に応じた教育・訓練を実施している。 

教育訓練プログラムの概要を別紙５－９に示す。 

 

 

 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準

を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射

性物質を放出させるという深刻な事故となったことを踏まえ，

重大事故等対処設備に関わる知識・スキルの習得に併せて，プ

ラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，保守に精

通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者

を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取り組み

も進めている。 

 

 

ｄ．技術者の教育・訓練は，当社の東海総合研修センター及び敦

賀総合研修センターの他，国内の原子力関係機関（株式会社Ｂ

ＷＲ運転訓練センター及び東京大学大学院工学系研究科原子力

専攻等）（⑨－９）において，各職能，目的に応じた実技訓練

や机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得

及び習熟に努める。過去5 年間の社外教育訓練受講者の実績を

別紙５－10（⑨－９）に示す。 

当社内の講師，訓練施設だけでなく，社外の講師，訓練施設

に積極的に社員を派遣することにより，訓練等で得た知識，操

作能力を高め，必要ならば当社の教育訓練項目の改善を図るこ

と等の対策がとれること，当社の訓練施設で模擬できない施設

に関する訓練を経験することにより，より幅広い技術的能力の

習得が可能となること等の効果が得られていると考えている。 

技術者に対して，別紙５－５に示すとおり，力量認定制度を設

けている。力量認定制度では，業務を遂行する上で必要な具体

的な力量を明確にし，各階層に応じた認定基準，認定方法及び

評価方法に関して要領に定めている。 

業務に対する必要な力量の認定にあたっては，力量教育の習

得，技能の発揮，経験の期間によることとし，各項目の認定基

準に基づき認定することにより，技術者の階層及び能力に応じ

た教育・訓練を実施している。 

教育訓練プログラムの概要を別紙５－８に示す（⑨－８）。 

 

 

 

 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故では，設計基準

を超える事象が発生し，炉心溶融，さらには広域に大量の放射

性物質を放出させるという深刻な事故となったことを踏まえ，

重大事故等対処設備に関わる知識・スキルの習得に併せて，プ

ラント冷却系統等重要な施設の設計や許認可，運転，保守に精

通する技術者や，耐震技術，安全評価技術等専門分野の技術者

を育成して，原子力安全の確保，技術力の向上を図る取組みも

進めている。 

 

 

ｄ．技術者の教育・訓練は，当社原子力発電所の訓練施設のほか，

国内の原子力関係機関（株式会社ＢＷＲ運転訓練センター，一

般社団法人原子力安全推進協会及び東京大学大学院工学系研究

科原子力専攻等）において，各職能，目的に応じた実技訓練や

机上教育を計画的に実施し，一般及び専門知識・技能の習得及

び習熟に努める。過去５年間の社外教育訓練受講者の実績を別

紙５－９に示す（⑨－９）。 

当社内の講師，訓練施設だけでなく，社外の講師，訓練施設

に積極的に社員を派遣することにより，訓練等で得た知識・操

作能力を高め，必要ならば当社の教育訓練項目の改善を図るこ

と等の対策がとれること，当社の訓練施設で模擬できない施設

に関する訓練を経験することにより，より幅広い技術的能力の

習得が可能となること等の効果が得られていると考えている。 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

力量認定制度の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は，１Ｆ事故

の反省を記載 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

技能認定制度と力量

認定制度との相違 
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効果が得られていると考えている。 

 

ｅ．技術者及び事務系社員に対しては，各役割に応じた自然災害

等発生時，重大事故等時の対応に必要となる技能の維持と知識

の向上を図るため，重大事故等の内容，原子力災害対策活動等

に関する教育を行うとともに，重大事故等対策に係る資機材等

を用いた訓練を計画的かつ継続的に実施する。 

なお，柏崎刈羽原子力発電所に勤務する事務系社員に対して

は，別紙５－８に示すとおり，従来から保安教育として保安規

定に定める以下の教育・訓練を実施している（⑨-14 保安教育

実績）。 

● 入所時に実施する教育： 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，発電用原子

炉施設の構造，性能に関すること（原子炉のしくみ），非

常の場合に講ずべき処置に関すること 

● その他反復教育： 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，非常の場合

に講ずべき処置に関すること 

これは，原子力発電所で働く全所員に対し，関係法令及び保

安規定の遵守を徹底すること，及び非常時においては事務系社

員も発電所対策本部における要員の一部であり，必要な知識，

技量を教育・訓練により習得，維持する必要があることから，

事務系社員も教育・訓練の対象者としている。 

また，原子力発電所で働く協力会社社員に対しては，関係法

令及び保安規定の遵守に関すること，作業上の留意事項及び非

常の場合に講ずべき処置について，従来からの保安教育として

要求し，実施していることを確認している。 

 

ｆ．事故対応の訓練については，福島第一原子力発電所事故以前

から行ってきていたが，過酷事故は起こらないとの思い込みか

ら，緊急時訓練が形式的なものとなっていた。また，緊急時の

復旧に必要な作業を原子力部門の社員自らの手で行う準備がで

きておらず，福島第一原子力発電所事故の個々の対応に時間を

要した。 

これら課題を踏まえ，福島第一原子力発電所事故以降，柏崎

刈羽原子力発電所では重大事故等対処設備の整備強化等の設備

面の対策だけではなく，重大事故等対処設備を用いた事故対応

のための教育・訓練の強化等の運用面での対策を講じている。

 

 

ｅ．本変更に係る業務に従事する技術者の他，原子力防災組織に

おいて必要な事務系社員及び協力会社社員に対しては，各役割

に応じた自然災害等発生時，重大事故等発生時の対応に必要と

なる技能の維持と知識の向上を図るため，計画的，かつ継続的

に教育・訓練を実施する。 

なお，東海第二発電所に勤務する事務系社員に対しては，従

来から保安規定に定める以下の保安教育を実施している。 

 

 

・入所時に実施する教育： 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，原子炉施設

の構造，性能に関すること，非常の場合に講ずべき処置の

概要 

・その他反復教育 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，非常の場合

に講ずべき処置に関すること 

これは，原子力発電所で働く全所員に対し，原子炉等規制法

に関連する法令の遵守を徹底すること，及び非常時においては

事務系社員も原子力防災組織における要員の一部であり，必要

な知識，技量を教育により習得，維持する必要があることから

事務系社員も保安教育の対象者としている。また，原子力発電

所で働く協力会社社員に対しては，原子炉施設の構造・性能に

関すること，非常の場合に講ずべき処置に関すること，関係法

令及び保安規定の遵守に関することについて，従来からの保安

教育として要求し，実施していることを確認している。 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降，東海第二

発電所では重大事故等対処設備等を整備し，災害対策要員の体

制整備を進めている。これら重大事故等対処設備等を効果的に

活用し，適切な事故対応が行えるよう訓練を繰り返し行うこと

により，災害対策要員の技術的な能力の維持向上を図っている。

訓練の実施にあたっては，訓練の種類に対応する対象者，訓練

内容等を定め，訓練の結果，改善すべき事項が抽出されれば，

速やかに検討を行うこととしている。別紙５－11（⑨－10）に

平成27 年度及び平成28 年度の訓練回数を示す。 

 

 

 

ｅ．本変更に係る業務に従事する技術者の他，原子力防災組織に

おいて必要な事務系社員及び協力会社社員に対しては，各役割

に応じた自然災害等発生時，重大事故等発生時の対応に必要と

なる技能の維持と知識の向上を図るため，計画的，かつ継続的

に教育・訓練を実施する。 

なお，島根原子力発電所に勤務する事務系社員に対しては，

従来から保安規定に定める以下の保安教育を実施している。 

 

 

・入所時に実施する教育 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，原子炉施設の

構造，性能に関すること，非常の場合に講ずべき処置の概

要 

・その他反復教育 

関係法令及び保安規定の遵守に関すること，非常の場合に

講ずべき処置に関すること 

これは，原子力発電所で働く全所員に対し，関係法令及び保

安規定の遵守を徹底すること，及び非常時においては事務系社

員も原子力防災組織における要員の一部であり，必要な知識，

技量を教育・訓練により習得，維持する必要があることから，

事務系社員も教育・訓練の対象者としている。また，原子力発

電所で働く協力会社社員に対しては，原子炉施設の構造，性能

に関すること，非常の場合に講ずべき処置に関すること，関係

法令及び保安規定の遵守に関することについて，従来からの保

安教育として要求し，実施していることを確認している。 

 

ｆ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故以降，島根原子

力発電所では重大事故等対処設備等を整備し，緊急時対応要員

の体制整備を進めている。これら重大事故等対処設備等を効果

的に活用し，適切な事故対応が行えるよう訓練を繰り返し行う

ことにより，緊急時対応要員の技術的な能力の維持向上を図っ

ている。訓練の実施にあたっては，訓練の種類に対応する対象

者，訓練内容等を定め，訓練の結果，改善すべき事項が抽出さ

れれば，速やかに検討を行うこととしている。別紙５－10（⑨

－10）に平成 30 年度及び令和元年度の訓練回数を示す。また，

訓練において抽出された課題の具体例を別紙５－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

重大事故等に関する

訓練の記載方針の相違 

 

 

 

 

 

71



 
 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉（2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

別紙５－１３に示すとおり，発電用原子炉施設の冷却機能の回

復のために必要な電源確保及び可搬型設備を使用した給水確保

等の事故対応を適切に行えるよう個別訓練を繰り返し行うこと

により，緊急時対策要員の技術的な能力の維持向上を図ってい

る。また，運転員については，別紙５－１２に示すとおり，従

来からの設計基準事象，設計基準外事象のシミュレータ訓練に

加え，全交流動力電源喪失を想定した対応訓練等，原子力安全

への達成には運転員の技術的能力の向上が重要であるとの観点

から随時拡充して実施している（⑨-15 社外教育訓練実績）。シ

ミュレータ訓練では，重大事故等が発生した時の対応力を養成

するため，手順にしたがった監視，操作において判断に用いる

監視計器の故障や動作すべき機器の不動作等，多岐にわたる機

器の故障を模擬し，関連パラメータによる事象判断能力，代替

手段による復旧対応能力等の運転操作の対応能力向上を図って

いる。 

さらに，組織全体としての力量向上を図るために総合訓練を

実施し，原子力防災組織内各班の情報連携や原子力防災組織全

体の運営が適切に行えるかどうかの検証を行っている。総合訓

練では，2 プラント同時被災時の対応等複数号炉同時被災のシ

ナリオの取り込み，シナリオ非提示型の訓練を実施し，対応能

力の強化を図っている。 

訓練の実施に当たっては，訓練の種類に対応する対象者，訓

練内容等を定め，訓練の結果，改善すべき事項が抽出されれば，

速やかに検討を行うこととしている。訓練において抽出された

課題の具体例は別紙５－１４に示すとおり。 

 

ｇ．福島第一原子力発電所事故の教訓として緊急時対応力の強化

にとどまらず幅広く技術力全般の底上げの必要性を認識し，以

下の現場力の強化に取り組んでいる。 

● 当社の技能訓練施設においてポンプ，電動機，弁，ケーブ

ル端末処理，ダクト補修等様々な直営作業訓練を実施し，

技術力の向上に努めている。 

● 現場作業における災害の防止を図るため，フルハーネス型

安全帯ぶら下がり体験，低圧電気短絡体験等危険体感研修

により安全意識の向上に努めている。 

● 自ら実施する業務及び委託で実施する作業において，安全

確保，不安全行為に対する指摘，リスクの予測ができるよ

うにするため，危険物取扱者（乙種第 4類），酸素欠乏危険

 

今後も引き続き重大事故等対処設備等の整備及び災害対策要

員の体制整備を進めると共に，複数の事象が発生した場合にお

いても適切な事故対応が行えるよう総合的な訓練を計画・実施

していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 今後も引き続き重大事故等対処設備等の整備及び緊急時対応

要員の体制整備を進めると共に，複数の事象が発生した場合に

おいても適切な事故対応が行えるよう総合的な訓練を計画・実

施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓として緊

急時対応力の強化にとどまらず幅広く技術力全般の底上げの必

要性を認識し，以下の現場力の強化に取り組んでいる。 

・当社の技能訓練施設においてポンプ，電動機，弁等様々な直

営訓練を実施し，技術力の向上に努めている。 

・現場作業における災害の防止を図るため，物品の比重及び重

心位置の体感研修，若年者作業安全教育により安全意識の向

上に努めている。 

・自ら実施する業務及び委託で実施する作業において，安全確

保，不安全行為に対する指摘，リスクの予測ができるように

するため，危険物取扱者（乙種第４類），酸素欠乏危険作業主

任者等，作業安全に密接に関係する資格について，積極的に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

現場力の強化に係る

取組みの記載有無 

 

・取組みの相違 

【柏崎 6/7】 

 教育訓練内容の相違 
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作業主任者等，作業安全に密接に関係する資格について，

取得目標数を設定し，取得を進めている。 

● 原子力発電所の起動，運転，停止等の通常時及び事故時の

物理挙動やプラント挙動を理解するため，原子力発電設備

における物理挙動やプラント挙動をパソコン上で確認でき

るプラントシミュレータを導入し，教育・訓練で活用して

いる。 

 

ｈ．柏崎刈羽原子力発電所における設計・調達・施工管理におい

ては，業務プロセスを実行する上で必要なルールへの適合性や

原子力安全を確保するために必要な業務知識等を理解するため

の教育に対して不足があることが明らかになっている。これは，

教育・訓練の多くが，各職場における OJT を主体として実施さ

れており，教育・訓練内容の抽出や教育・訓練の実施，評価等，

各人の力量を把握し，業務に応じた教育管理並びに仕事の付与

管理を行う仕組みが各職場に委ねられていたためである。 

こうした状況を踏まえ，理解すべき安全設計の基本的な考え

方について，原子力に携わる社員全員に対し，平成 27 年 12 月

末までに教育を完了しており，今後も継続的に実施する。また，

運転，保全，放射線，燃料等の各分野において，原子力安全に

関する体系的な教育・訓練を実施し，原子力部門全体の技術力

向上と原子力安全に精通したエキスパートの計画的な育成を図

ることとし，そのために必要な要件，教育・訓練の内容，方法

を明確にすることとした。これらの取り組みを実行していくに

あたり，原子力・立地本部長の元に教育・訓練を統括的に管理

する原子力人財育成センターを設置し，以下の体制等の見直し

により，個人のさらなる専門知識及び技術・技能の向上と，原

子力部門全体の技術力向上を図る。 

－これまで原子力発電所ごとに分散していた人財育成の機能及

び体制を集約し，原子力人財育成センターが中心となって教

育・訓練プログラムの PDCA を実行 

－センターには企画機能を担うグループと教育・訓練を実施・

管理するグループを設け，運転，保全，放射線，燃料等各分

野において，体系的なアプローチ（業務に即した教育・訓練

を企画・実施し，有効性を確認）に基づき，各々の発電所の

期待事項，要望を幅広く，かつタイムリーに教育・訓練プロ

グラムへ反映 

－原子力部門の各職位・役割に必要な要件に応じた育成プラン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得を進めている。 

 

・原子力発電所の事故時の物理挙動やプラント挙動を理解する

ため，原子力発電設備における物理挙動やプラント挙動をパ

ソコン上で確認できるシミュレータを活用し，教育・訓練を

実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

過去の教訓を活かし

た取組みを記載 
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の立案・支援 

 

ｉ．技術者に対する教育・訓練は，教育・訓練の結果から評価改

善し，継続的な改善を行うことで技術力の向上を図る。また，

WANO（世界原子力発電事業者協会）ピアレビュー，IAEA（国際

原子力機関）の OSART（運転安全調査団）等の第三者レビュー，

国内外の原子力事業者や他産業のベンチマークを通じて得られ

た知見についても，教育・訓練の改善につなげる。 

 

 

以上のとおり，本変更に係る技術者に対する教育・訓練を実施

し，その専門知識及び技術・技能を維持・向上させる取り組みを

計画的かつ継続的に実施する方針である。 

 

 

別紙５－１ 平成 27 年度 新入社員教育 年間計画 

別紙５－２ 原子力発電所運転員に対する教育・訓練マニュアル 

（抜粋） 

別紙５－３ 原子力部門現業技術・技能認定マニュアル （抜粋） 

別紙５－４ 柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定 （抜粋） 

別紙５－５ 教育及び訓練基本マニュアル （抜粋） 

別紙５－６ 保安教育マニュアル（抜粋） 

別紙５－７ 訓練施設における教育訓練実績（平成 27 年度） 

別紙５－８ 柏崎刈羽原子力発電所 保安教育実績 抜粋（平成 27 

年度） 

別紙５－９ 工事監理マニュアル（抜粋） 

別紙５－１０ 教育訓練プログラムの概要 

別紙５－１１ 技能認定制度の認定水準及び各年度の認定実績 

別紙５－１２ 柏崎刈羽原子力発電所における各年度の社外教育

訓練受講実績 

別紙５－１３ 柏崎刈羽原子力発電所における重大事故等対応に

関する訓練実績 

別紙５－１４ 重大事故等対応訓練において抽出した課題とその

改善活動の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のとおり，本変更に係る技術者に対する教育・訓練を実施

し，その専門知識及び技術・技能を維持・向上させる取り組みを

行っている。 

 

 

別紙５－１ 平成29 年度 新入社員教育 年間教育スケジュール 

別紙５－２ 力量運用要領（抜粋） 

別紙５－３ 原子炉施設保安教育手順書（抜粋） 

別紙５－４ 教育・訓練計画手順書（抜粋） 

別紙５－５ 東海第二発電所 原子炉施設保安規定（抜粋） 

別紙５－６ 品質保証規程（抜粋） 

 

別紙５－７ 東海第二発電所の教育訓練実績（平成28 年度） 

別紙５－８ 東海第二発電所 保安教育実績 抜粋（平成28 年度） 

 

 

別紙５－９ 教育訓練プログラムの概要（イメージ） 

 

別紙５－10 本店及び東海第二発電所における各年度の社外教育

訓練受講者数 

別紙５－11 東海第二発電所における重大事故対応に関する訓練

実績 

 

 

 

ｈ．技術者に対する教育・訓練は，教育・訓練の結果から評価改

善し，継続的な改善を行うことで技術力の向上を図る。また，

ＷＡＮＯ（世界原子力発電事業者協会）ピアレビュー等の第三

者レビュー，国内外の原子力事業者や他産業のベンチマークを

通じて得られた知見についても，教育・訓練の改善につなげる。 

 

 

 

以上のとおり，本変更に係る技術者に対する教育・訓練を実施

し，その専門知識及び技術・技能を維持・向上させる取組みを計

画的かつ継続的に実施する方針である。 

 

 

別紙５－１ 令和２年度 新入社員教育 年間教育スケジュール 

別紙５－２ 原子力部門 技術系新入社員基礎教育手順書（抜粋） 

別紙５－３ 原子力部門 教育訓練手順書（抜粋） 

 

別紙５－４ 島根原子力発電所原子炉施設保安規定 （抜粋） 

別紙５－５ 力量および教育訓練基本要領 （抜粋） 

 

別紙５－６ 訓練施設等における教育訓練実績（令和元年度） 

別紙５－７ 島根原子力発電所 保安教育実績 （令和元年度） 

 

別紙５－８ 教育訓練プログラムの概要 

 

別紙５－９ 島根原子力発電所における各年度の社外教育訓練受

講実績 

別紙５－10 島根原子力発電所における重大事故等対応に関する

訓練実績 

別紙５－11  重大事故等対応訓練において抽出した課題とその 

改善活動の例 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

第三者レビューの記

載の有無 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

第三者レビュー機関

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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（６）有資格者等の選任・配置 

指針10  有資格者等の選任・配置 

 

事業者において，当該事業等の遂行に際し法又は法に基づく

規則により有資格者等の選任が必要となる場合，その職務が適

切に遂行できるよう配置されているか，又は配置される方針が

適切に示されていること。⑩ 

【解説】 

「有資格者等」とは，原子炉主任技術者免状若しくは核燃

料取扱主任者免状を有する者又は運転責任者として基準に適

合した者をいう。 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の運転に際して必要となる有資格者等に

ついては，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，配置

していることを以下に示す。 

 

（炉主任の選任） 

ａ．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 95 条では，

原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者のうち，

発電用原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務，運転に関

する業務，設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務，燃

料体の設計又は管理に関する業務の実務経験を3 年以上有する

者の中から発電用原子炉ごとに選任することが定められてい

る。 

 

 

 

 

(a) 実務経験について 

柏崎刈羽原子力発電所の原子炉主任技術者は，上記の実務経

験に関する要求に適合している者の中から職務経験期間を考慮

し，発電用原子炉ごとに適切に選任している。 

 

 

 

 

 

(6) 発電用原子炉主任技術者等の選任・配置 

指針10  有資格者等の選任・配置 

 

事業者において，当該事業等の遂行に際し法又は法に基づく

規則により有資格者等の選任が必要となる場合，その職務が適

切に遂行できるよう配置されているか，又は配置される方針が

適切に示されていること。⑩ 

【解説】 

「有資格者等」とは，原子炉主任技術者免状若しくは核燃

料取扱主任者免状を有する者又は運転責任者として基準に適

合した者をいう。 

 

 

東海第二発電所の運転に際して必要となる有資格者等について

は，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，配置してい

ることを以下に示す。 

 

 

ａ．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第95 条では，

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者

のうち，発電用原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務，

運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及び評価に関する

業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実施経験を3 年以

上有する者の中から，原子炉ごとに選任することが定められて

いる。 

東海第二発電所の発電用原子炉主任技術者は，上記の実務経

験に関する要求に適合している者の中から職務経験期間を考慮

し，以下のとおり原子炉ごとに適切に選任している。 

 

(a) 実務経験について 

 

 

 

東海第二発電所では平成28 年6 月30 日付で発電用原子炉主

任技術者を配置している。 

東海第二発電所の発電用原子炉主任技術者の主な実務経験

は，以下のとおり。 

・本店及び東海第二発電所において，炉心設計，炉心性能管

(6) 有資格者等の選任・配置 

指針10  有資格者等の選任・配置 

 

事業者において，当該事業等の遂行に際し法又は法に基づく

規則により有資格者等の選任が必要となる場合，その職務が適

切に遂行できるよう配置されているか，又は配置される方針が

適切に示されていること。⑩ 

【解説】 

「有資格者等」とは，原子炉主任技術者免状若しくは核燃

料取扱主任者免状を有する者又は運転責任者として基準に適

合した者をいう。 

 

 

島根原子力発電所の運転に際して必要となる有資格者等につい

ては，その職務が適切に遂行できる者の中から選任し，配置して

いることを以下に示す。 

 

 

ａ．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 95 条では，

発電用原子炉主任技術者は，原子炉主任技術者免状を有する者

のうち，発電用原子炉施設の工事又は施設管理に関する業務，

運転に関する業務，設計に係る安全性の解析及び評価に関する

業務，燃料体の設計又は管理に関する業務の実務経験を３年以

上有する者の中から発電用原子炉ごとに選任することが定めら

れている。 

 

 

 

 

(a) 実務経験について 

島根原子力発電所の発電用原子炉主任技術者は，上記の実

務経験に関する要求に適合している者の中から職務経験期間

を考慮し，以下のとおり原子炉ごとに適切に選任する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載場所の相違 

【東海第二】 

 

 

 

・保安規定の運用時期 

の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は実務経

験を記載した保安規定

の認可を受けていない 
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(b) 職務能力について 

保安規定では，原子炉主任技術者の選任は特別管理職の中か

ら原子力・立地本部長が行うことを定めている。 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所における特別管理職はグループマネー

ジャー以上の職位が該当し，所管する組織（部又はグループ）

の管理責任者として所管業務を統括・推進するとともに，必要

に応じて関係者に対し指導・調整並びに専門的な立場からの連

携・援助等を行う能力を有する者として，所長，原子力・立地

本部長等がその職位への配置を決定した者である。 

 

このため，特別管理職であれば，一般的な職務遂行能力はす

でに有していると考えられる。原子力・立地本部長は，原子力

部門の業務内容を踏まえ，特別管理職の中から，保安規定に定

める原子炉主任技術者の職務を遂行できる能力を有する者を，

特別管理職としての職務経験期間及び原子炉主任技術者として

の選任要件に該当する職務経歴を踏まえ，原子炉主任技術者と

して選任する。 

(c) 発電用原子炉ごとの選任について 

柏崎刈羽原子力発電所では，平成 25 年 9 月 1 日付で保安規

定を変更し，柏崎刈羽原子力発電所 1～7 号炉に，原子炉主任

技術者免状を有する者を，原子炉主任技術者として 1 名ずつ配

置している。 

 

理を14 年1 か月従事したことから，第2 項第四号「発電用

原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務に従

事した期間」に含まれると考えられる。 

・本店において，東海第二発電所，敦賀発電所1 号炉及び2 号

炉の運転計画，設備修繕計画を1 年従事したことから，第2 

項第一号「発電用原子炉施設の工事又は保守管理に関する

業務に従事した期間」に含まれると考えられる。 

 

以上から，東海第二発電所発電用原子炉主任技術者は，第2 項

の選任要件に適合する業務に，通算して15 年超従事しているこ

とから，第2 項の選任要件に適合している。 

 

b) 職務能力について 

保安規定では，発電用原子炉主任技術者は社長が選任するこ

とを定めている。また，職位は，原子炉安全担当として発電管

理室に所属し，発電所に駐在の上，保安規定に定める職務を専

任することを定めている。 

 

東海第二発電所における原子炉安全担当は，能力等級特3 級

以上又は役割ランク3 号以上の管理職が該当し，所管する組織

の管理責任者として所管業務を統括・推進するとともに，必要

に応じて関係者に対し指導・調整並びに専門的な立場からの連

携・援助等を行う能力を有する者として，社長がその職位への

配置を決定した者である。 

 

社長は，業務内容を踏まえ，管理職（能力等級特3 級以上又

は役割ランク3 号以上）の中から，保安規定に定める発電用原

子炉主任技術者の職務を遂行できる能力を有する者を，発電用

原子炉主任技術者としての選任要件に該当する職務経歴を踏ま

え，発電用原子炉主任技術者を選定する。 

 

 

(c) 原子炉ごとの選任について 

東海第二発電所では，原子炉主任技術者免状を有する者を，

発電用原子炉主任技術者として1 名配置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 職務能力について 

保安規定では，発電用原子炉主任技術者の選任は電源事業

本部参事以上の者の中から電源事業本部長が行うことを定め

ている。 

 

 

電源事業本部における参事以上は，マネージャー(原子力人

材育成センター所長含む)以上の職位が該当し，所管する組織

（部又はグループ）の管理責任者として所管業務を統括・推

進するとともに，必要に応じて関係者に対し指導・調整並び

に専門的な立場からの連携・援助等を行う能力を有する者と

して，電源事業本部長等がその職位への配置を決定した者で

ある。 

このため，電源事業本部参事以上であれば，一般的な職務

遂行能力はすでに有していると考えられる。電源事業本部長

は，原子力部門の業務内容を踏まえ，電源事業本部参事以上

の者の中から，保安規定に定める原子炉主任技術者の職務を

遂行できる能力を有する者を発電用原子炉主任技術者として

の選任要件に該当する職務経歴を踏まえ，原子炉主任技術者

として選任する。 

(c) 発電用原子炉ごとの選任について 

島根原子力発電所では，島根原子力発電所２号炉に，原子炉

主任技術者免状を有する者を，発電用原子炉主任技術者として

１名配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

職位に関する記載の

有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

選任条件の相違 

 

 

 

 

 

 

・保安規定の運用時期 

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は実務経
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（炉主任の独立性） 

ｂ．原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し保安の

監督を誠実かつ最優先に行い，その原子炉主任技術者としての

職務が適切に遂行できるよう独立性を確保するために，原子

力・立地本部長が選任し配置する。原子炉主任技術者が他の職

位と兼務する場合は，保安に関する職務からの判断と原子炉主

任技術者としての判断が相反する職務とならない原子力安全セ

ンターの特別管理職とする。 

 

 

 

 

原子炉主任技術者と兼務できる職位の考え方を以下に示す。 

 

（ａ） 上位職位者との関係における原子炉主任技術者の独立性の

確保 

原子炉主任技術者の職務である保安の監督に支障をきたす

ことがないよう，所長等の上位職位者との関係において，独

立性を確保するために，柏崎刈羽原子力発電所における原子

炉主任技術者の選任に当たっては，所長の人事権が及ばない

原子力・立地本部長が選任する。 

 

（ｂ） 職位（職務）に基づく判断における原子炉主任技術者の独

立性の確保 

原子炉主任技術者を発電所の職位（職務）と兼務させる場

合，平常時及び非常時において，その職位（職務）に基づく

判断と，原子炉主任技術者としての保安の監督を誠実に行う

ための判断が相反する立場になることが予想される職位（職

務）への配置は除く必要がある。 

このため，保安規定で定める保安に関する職務を確認した

結果，発電用原子炉施設の運転に直接権限を有するグループ

の特別管理職を原子炉主任技術者として選任した場合，運転

保守における権限を優先してしまい，原子炉主任技術者の職

務である保安の監督を適切に行えない可能性があると考えら

れる。 

一方，発電用原子炉施設の運転に直接権限を有しないグル

 

 

 

ｂ．発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し

保安の監督を誠実かつ最優先に行い，保安のための職務が適切

に遂行できるよう独立性を確保するために，社長が選任し配置

する。このことにより，発電用原子炉主任技術者は発電所長か

らの解任や配置の変更を考慮する必要がなく，保安上必要な場

合は運転に従事する者（発電所長を含む。）へ必要な指示を行

うことができることから，独立性を確保できている。 

 

 

 

 

 

 

(a) 上位職位者との関係における発電用原子炉主任技術者の独立

性の確保 

発電用原子炉主任技術者の職務である保安の監督に支障をき

たすことがないよう，上位職位者である発電所長との関係にお

いて独立性を確保するために，東海第二発電所における発電用

原子炉主任技術者の選定にあたっては，発電所長の人事権が及

ばない社長が選任する。 

 

(b) 職位に基づく判断における発電用原子炉主任技術者の独立性

の確保 

発電用原子炉主任技術者は，発電管理室に所属し，発電所に

駐在の上，保安規定に定める職務を専任することを定めている

ことから，発電所の職位と兼務することなく，適切に職務を遂

行できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．発電用原子炉主任技術者は，発電用原子炉施設の運転に関し

保安の監督を誠実かつ最優先に行い，保安のための職務が適切

に遂行できるよう独立性を確保するために，電源事業本部長が

選任し配置する。このことにより，発電用原子炉主任技術者は

発電所長からの解任や配置の変更を考慮する必要がなく，保安

上必要な場合は運転に従事する者（発電所長を含む。）へ必要な

指示を行うことができることから，独立性を確保できている。 

発電用原子炉主任技術者が他の職位と兼務する場合は，保安

に関する職務からの判断と発電用原子炉主任技術者としての判

断が相反する職務とならない品質保証部又は原子力人材育成セ

ンターの管理者とする。 

発電用原子炉主任技術者と兼務できる職位の考え方を以下に

示す。 

(a) 上位職位者との関係における発電用原子炉主任技術者の独

立性の確保 

発電用原子炉主任技術者の職務である保安の監督に支障を

きたすことがないよう，上位職位者である発電所長との関係

において独立性を確保するために，島根原子力発電所におけ

る発電用原子炉主任技術者の選任にあたっては，発電所長の

人事権が及ばない電源事業本部長が選任する。 

 

(b) 職位（職務）に基づく判断における発電用原子炉主任技術

者の独立性の確保 

   発電用原子炉主任技術者を発電所の職位（職務）と兼務さ

せる場合，平常時及び非常時において，その職位（職務）に

基づく判断と，発電用原子炉主任技術者としての保安の監督

を誠実に行うための判断が相反する立場になることが予想さ

れる職位（職務）への配置は除く必要がある。 

このため，保安規定で定める保安に関する職務を確認した

結果，島根原子力発電所原子炉施設の運転に直接権限を有す

る職位(職務)を兼務した場合，運転保守における権限を優先

してしまい，発電用原子炉主任技術者の職務である保安の監

督を適切に行えない可能性があると考えられる。 

 

一方，島根原子力発電所原子炉施設の運転に直接権限を有

験を記載した保安規定

の認可を受けていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

兼務についての記載

の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

発電用原子炉主任技

術者の兼務の有無 
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ープの特別管理職を原子炉主任技術者として選任した場合

は，自分のグループの職務と原子炉主任技術者の職務である

保安の監督との直接的な関連がないことから適切に職務を遂

行できると考えられる。このため原子炉主任技術者を発電所

の職位と兼務させる場合は，発電用原子炉施設の運転に直接

権限を有しない原子力安全センターの特別管理職を配置す

る。 

なお，兼務可能と判断した職位について，所管の変更や規

制要求の変更等があった場合は適宜，見直す。 

 

（炉主任の選任及び代行者の考え方） 

ｃ．原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施設の運

転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を原子炉主任

技術者の選任要件を満たす特別管理職から選任し，職務遂行に

万全を期している。必要な代行者数について以下に示す。 

 

必要となる原子炉主任技術者数は，号炉ごとに選任する必要

があることから，最小人数としては 7 名である。 

しかし，疾病・負傷，出張，休暇等の理由により，保安規定

に定める原子炉主任技術者の職務が遂行できない可能性を考慮

し，実用炉規則第 95 条第 2 項に定める選任要件に適合する代

行者を選任している。必要となる代行者数は，原子炉主任技術

者 7 名のうち 1 名の不在があらかじめ予定され不在となった

原子炉主任技術者の職務を代行者 1 名が遂行中に，あらかじめ

予定されていない事故等により他の原子炉主任技術者1 名もそ

の業務を遂行できない事態を考慮し，最小人数としては 2 名で

ある。なお，代行者の 2 名は，1～7 号炉の原子炉主任技術者

を代行することができるように選任する。 

 

さらに，原子炉主任技術者の資格を有する者を常に把握して

いることから，万一，原子炉主任技術者が不在となる事態とな

れば，実用炉規則第 95 条第 2 項の選任要件を満たすものの中

から速やかに原子炉主任技術者として選任し，選任後 30 日以

内に原子力規制委員会に届け出る。 

 

（炉主任の待機） 

ｄ．福島第一原子力発電所事故を踏まえ，6 号及び 7 号炉におい

て重大事故等が発生した場合を想定し，原子炉主任技術者は，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施

設の運転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を発電

用原子炉主任技術者の選任要件を満たす管理職（能力等級特4 

級以上又は役割ランク4 号以上）の中から選任し，職務遂行に

万全を期している。必要な代行者数について以下に示す。 

必要となる発電用原子炉主任技術者数は，号炉ごとに選任す

る必要があることから，最少人数としては1 名である。 

しかし，疾病・負傷，出張，休暇等の理由により，保安規定

に定める発電用原子炉主任技術者の任務が遂行できない可能性

を考慮し，実用炉規則第95 条第2 項に定める選任要件に適合す

る代行者を選任している。 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，原子炉主任技術者の資格を有する者は常に把握して

いることから，万一，発電用原子炉主任技術者が不在となる事

態となれば，実用炉規則第95 条第2 項の選任要件を満たす者の

中から速やかに発電用原子炉主任技術者として選任し，選任後

30 日以内に原子力規制委員会に届け出る。 

 

 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，東海

第二発電所において重大事故等が発生した場合を想定し，発電

しない職位（職務）を兼務した場合は，自分の職務と発電用

原子炉主任技術者の職務である保安の監督との直接的な関連

がないことから適切に職務を遂行できると考えられる。この

ため発電用原子炉主任技術者は，島根原子力発電所原子炉施

設の運転に直接権限を有しない品質保証部の部長，課長又は

原子力人材育成センターの所長との兼務は可能と考えられ

る。 

なお，兼務可能と判断した職位（職務）について，組織改

正に伴う保安に関する職務の変更又は法令等の改正による規

制要求の変更などがあった場合は適宜，見直す。 

 

ｃ．発電用原子炉主任技術者不在時においても，発電用原子炉施

設の運転に関し保安上必要な指示ができるよう，代行者を発電

用原子炉主任技術者の選任要件を満たす課長以上から選任し，

職務遂行に万全を期している。必要な代行者数について以下に

示す。 

必要となる発電用原子炉主任技術者数は，号炉ごとに選任す

る必要があることから，最小人数としては１名である。 

しかし，疾病・負傷，出張，休暇等の理由により，保安規定

に定める発電用原子炉主任技術者の職務が遂行できない可能性

を考慮し，実用炉規則第 95 条第２項に定める選任要件に適合

する代行者を選任している。 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，原子炉主任技術者の資格を有する者は常に把握して

いることから，万一，発電用原子炉主任技術者が不在となる事

態となれば，実用炉規則第 95 条第２項の選任要件を満たす者

の中から速やかに発電用原子炉主任技術者として選任し，選任

後 30 日以内に原子力規制委員会に届け出る 

 

 

ｄ．東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ，２号

炉において重大事故等が発生した場合を想定し，発電用原子炉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

最少人数の記載の有

無 
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夜間及び休日において 6 号及び 7 号炉における重大事故等の

発生連絡を受けた後，速やかに発電所緊急時対策本部に参集で

きるよう，早期に非常召集が可能なエリア（柏崎市，若しくは

刈羽村）にそれぞれ 1 名待機させる。 

また，6 号及び 7 号炉の原子炉主任技術者に加え，その代行

可能者も確保する。 

 

 

ｅ．運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準に適合した者

の中から選任し，発電用原子炉の運転を担当する当直の責任者

である当直長の職位としている。 

 

 

以上のとおり，柏崎刈羽原子力発電所の運転に際して必要とな

る有資格者等については，その職務が適切に遂行できる者の中か

ら選任し，配置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用原子炉主任技術者は，休日・夜間において東海第二発電所に

おける重大事故等の発生連絡があった場合，発電所に非常招集

するため，早期に非常招集が可能なエリア（東海村又は隣接市

町村）に発電用原子炉主任技術者及び代行者を少なくとも１名

配置する。 

 

 

 

ｅ．運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準（運転責任者

に係る基準等に関する規程（平成13 年経済産業省告示第589 

号）第1 条）に適合した者の中から選定し，発電用原子炉の運

転を担当する当直の責任者である発電長の職位としている。 

 

以上のとおり，東海第二発電所の運転に際して必要となる有資

格者等については，その職務が適切に遂行できる者の中から選任

し，配置している。 

主任技術者は，夜間・休日昼間において２号炉における重大事

故等の発生連絡を受けた後，速やかに緊急時対策本部に駆けつ

けられるよう，早期に参集が可能なエリア（松江市）に２号炉

の発電用原子炉主任技術者及び代行者を少なくとも１名配置す

る。 

 

 

 

ｅ．運転責任者は，原子力規制委員会が定める基準（運転責任者

に係る基準等に関する規程（平成 13 年経済産業省告示第 589 

号）第１条）に適合した者の中から選任し，発電用原子炉の運

転を担当する当直の責任者である当直長の職位としている。 

 

以上のとおり，島根原子力発電所の運転に際して必要となる有

資格者等については，その職務が適切に遂行できる者の中から選

任し，配置している。 
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・組織体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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